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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

　

回次 第111期 第112期 第113期 第114期 第115期

決算年月 平成19年３月 平成20年３月 平成21年３月 平成22年３月 平成23年３月

(1) 連結経営指標等 　 　 　 　 　

売上高 (百万円) 168,787 165,650 151,470 138,116 133,705

経常利益 (百万円) 9,822 8,073 4,198 2,534 3,285

当期純利益 (百万円) 8,386 6,685 1,551 841 1,796

包括利益 (百万円) ― ― ― ― △1,656

純資産額 (百万円) 138,433 133,058 119,501 117,556 113,345

総資産額 (百万円) 214,365 195,517 183,597 168,768 163,917

１株当たり純資産額 (円) 641.69 631.62 602.05 592.02 582.39

１株当たり当期純利益 (円) 39.10 31.62 7.66 4.27 9.23

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

(円) ― 31.61 7.66 4.26 9.21

自己資本比率 (％) 64.0 67.4 64.7 69.2 68.6

自己資本利益率 (％) 6.1 5.0 1.2 0.7 1.6

株価収益率 (倍) 17.5 13.3 36.8 80.8 32.7

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 7,210 21,224 10,211 16,369 5,050

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △17,255 △5,539 △7,541 △7,568 △5,958

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 9,728 △14,902 △432 △11,237 2,506

現金及び現金同等物
の期末残高

(百万円) 4,829 5,597 7,859 5,496 6,905

従業員数 (名) 8,413 8,470 9,041 8,914 8,989

(2) 提出会社の経営指標等 　 　 　 　 　

売上高 (百万円) 135,767 133,553 123,569 111,084 110,485

経常利益 (百万円) 7,668 6,435 4,174 947 1,786

当期純利益 (百万円) 7,667 5,977 1,840 1,049 1,024

資本金 (百万円) 26,071 26,071 26,071 26,071 26,071

発行済株式総数 (株) 227,935,165227,935,165209,935,165209,935,165209,935,165

純資産額 (百万円) 138,481 132,395 121,941 120,198 116,416

総資産額 (百万円) 187,572 172,278 164,420 150,597 148,882

１株当たり純資産額 (円) 648.14 634.64 617.88 608.76 601.90

１株当たり配当額
(うち１株当たり
中間配当額)

(円)
10.00

(―)

10.00

(―)

10.00

(―)

7.50

(―)

7.50

(―)

１株当たり当期純利益 (円) 35.74 28.27 9.09 5.32 5.27

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

(円) ― 28.26 9.08 5.32 5.25

自己資本比率 (％) 73.8 76.8 74.1 79.7 78.1

自己資本利益率 (％) 5.5 4.4 1.4 0.9 0.9

株価収益率 (倍) 19.2 14.9 31.0 64.8 57.3

配当性向 (％) 28.0 35.4 110.0 141.0 142.3

従業員数
(外、平均臨時雇用者数)

(名)
2,339
(312)

2,313
(319)

2,269
(334)

2,229
(402)

2,114
(395)

　 (注) 　売上高には、消費税等は含まれておりません。
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２ 【沿革】

年　　月 沿　　　　　　　　　　　　　　革

明治29年８月 生糸の製造販売を目的として、現本店所在地(綾部)で郡是製絲株式会社を設立

昭和９年10月 塚口工場新設、絹婦人長靴下事業を開始

　　18年５月 商号を郡是工業株式会社に変更

　　　　12月 戦時体制のため、日本蚕糸製造㈱へ製糸17工場ほか移管

　　21年５月 終戦により移管工場等が復帰し、商号を郡是製絲株式会社に復元

　　　　８月 メリヤス肌着事業開始(宮津工場)

　　24年５月 東京・大阪・名古屋証券取引所に株式を上場

　　27年６月 ナイロンストッキング生産開始(本工場<平成22年12月休止>、塚口工場<昭和47年休止>)

　　29年６月 ミシン糸事業開始(津山工場<現 津山グンゼ㈱　連結子会社>)

　　33年８月
 

江南工場新設、合繊紡績事業開始(昭和56年撤収、平成２年エンプラ事業センター<現 エンプラ事
業部>を同工場に移転)

　　40年９月 ファンデーション事業開始(倉吉工場<現 倉吉グンゼ㈱ 連結子会社>)

　　42年２月 商号をグンゼ株式会社(現社名)に変更

　　43年11月 守山工場新設　プラスチックフィルム事業開始

　　45年３月 九州グンゼ㈱設立(ストッキング製造、現・連結子会社)

　　　　９月 東北グンゼ㈱設立(インナーウエア製造、現・連結子会社)

　　48年４月 グンゼ物流㈱設立(現・連結子会社)

　　　　10月 グンゼ包装システム㈱設立(プラスチックフィルムの印刷加工・販売、現・連結子会社)

　　　　12月 グンゼスポーツ㈱設立(現・連結子会社)、スポーツクラブ事業開始

　　60年９月
 

グンゼ塚口開発㈱(現社名グンゼ開発㈱、現・連結子会社)が、当社塚口工場跡地に、各種商業・文
化・スポーツ施設等を完成し、ショッピングセンター「つかしん」として発足

平成元年10月 新大阪造機㈱を吸収合併し、印刷・食品関係機械事業に進出

　　２年２月 福島プラスチックス㈱設立(プラスチックフィルム製造、現・連結子会社)

　　　　４月 Thai Gunze Co.,Ltd.設立(インナーウエア製造販売、現・連結子会社)

　　３年９月
 

Gunze Plastics & Engineering Corporation of Europe N.V.設立(プラスチックフィルム製造販
売、現・連結子会社)

　　　　10月
 

大連坤姿時装有限公司設立(インナーウエア製造販売、現・連結子会社)
P.T.Gunze Indonesia設立(ミシン糸製造販売、現・連結子会社)

　　４年10月
 

Gunze Plastics & Engineering Corporation of America設立(プラスチックフィルム製造販売、
現・連結子会社)

　　７年４月 P.T.Gunze Socks Indonesia設立(ソックス製造販売、現・連結子会社)

　　　　８月 Gunze (Vietnam) Co.,Ltd.設立(インナーウエア製造販売、現・連結子会社)

　　10年８月 電子部品亀岡新工場完成、また生産子会社エルマ㈱設立(現・連結子会社)により、同事業を強化

　　　　11月 GGI Technology Ltd.設立(電子部品の製造販売、現・連結子会社)

　　12年８月 綾部エンプラ㈱設立(エンジニアリングプラスチックスの製造、現・連結子会社)

　　13年２月 公冠グンゼ㈱設立(衣料品の製造販売、(平成22年４月当社に吸収合併))

　　16年７月 つかしん天然温泉「湯の華廊」オープン（㈱つかしんタウンクリエイト(現・連結子会社)運営）

　　17年12月 山東冠世針織有限公司設立(インナーウエア・ストッキング製造販売、現・連結子会社)

　　18年３月 郡是（上海）商貿有限公司設立(インナーウエア・ストッキング等販売、現・連結子会社)

　　　　４月
ショッピングセンター「つかしん」を「グンゼ タウンセンター つかしん」としてリニューアル
・オープン

　　19年７月 常熟郡是輔料有限公司設立(繊維資材の製造販売)

　　20年10月 郡宏光電股?有限公司設立(電子部品の製造販売)

    22年３月 青島吉福包装有限公司(プラスチックフィルムの印刷加工・販売)を出資持分取得により子会社化

    22年４月 台湾郡是股?有限公司設立(電子部品の販売)

　　23年１月 郡是医療器材（深?）有限公司設立(メディカル材料の販売)
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３ 【事業の内容】

当社グループは、当社を中核として関係会社64社(子会社59社、関連会社５社)で構成され、インナーウエ

ア、レッグウエア、テキスタイル、繊維資材、機能資材、機械類の製造・加工・販売、不動産事業及び緑化樹木

の販売等を主な内容とし、更に各事業に関連する研究開発及びその他の事業活動を行っております。当社及

び関係会社の当該事業に係わる位置づけ及びセグメントとの関連は、次のとおりであります。

(1) アパレル事業

イ　衣料品分野

当社は衣料品(インナーウエア、レッグウエア等)の製造・販売を行っており、東北グンゼ㈱等関係会

社16社に製造加工を委託し、流通加工の多くはグンゼ物流㈱に委託しております。また、㈱トライオン

等関係会社２社は、衣料品の仕入及び販売を行っているほか、その他関係会社５社が衣料品の販売・流

通等に携わっております。

ロ　テキスタイル及び繊維資材分野

当社は、テキスタイル素材・繊維資材(各種ミシン糸)の製造・販売を行っており、津山グンゼ㈱に製

造加工を委託し、販売の一部を中央繊維資材㈱を通じて行っております。また、P.T.Gunze Indonesia等

海外関係会社５社が現地生産及び販売を行っているほか、製品の一部を当社が仕入れております。ま

た、加賀グンゼ㈱が絹織物の加工及び販売に携わっております。

(2) 機能ソリューション事業

イ　機能資材分野

当社は、プラスチックフィルム・エンジニアリングプラスチックス・電子部品等の製造・販売を

行っており、福島プラスチックス㈱等４社に製造加工を委託しております。グンゼ包装システム㈱は当

社プラスチックフィルム製品を仕入れて印刷加工及び販売を行い、グンゼ高分子㈱はプラスチック製

品の製造及び販売を行うほか、当社プラスチックフィルム製品の一部を販売しております。また、Gunze

Plastics & Engineering Corporation of Europe N.V.等海外関係会社12社は、それぞれ現地でプラス

チック製品、エンジニアリングプラスチックス、電子部品の製造・加工及び販売を行っております。そ

の他に国内関係会社３社が機能資材の製造・加工及び販売に携わっております。

ロ　機械類分野

当社が、印刷関係機械・食品関係機械の製造・販売を行っているほか、北京北人郡是機械有限公司が

印刷関係機械の製造・販売を行っております。

ハ　メディカル材料分野

当社が、メディカル材料の製造・販売を行っているほか、郡是医療器材(深?）有限公司がメディカ

ル材料の販売を行っております。

(3) ライフクリエイト事業

グンゼ開発㈱等４社が、当社工場跡地の再開発計画の立案と実行並びに再開発事業の管理運営に当た

るほか建築工事の請負・設計施工、住宅等の建設販売事業を行っております。なお、新規土地取得を伴う

ハウジング事業からは撤退しております。また、グンゼグリーン㈱が緑化樹木の販売を行っているほか、

グンゼスポーツ㈱が会員制スポーツクラブを運営管理しております。

(4) その他

その他に上記３セグメントに含まれないＧ＆Ｕシステムサービス㈱等関係会社３社が情報処理事業等

を行っております。
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事業の系統図は、次のとおりであります。
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４ 【関係会社の状況】

名称 住所
資本金又
は出資金
(百万円)

セグメント
主要な
事業の内容

議決権
の所有
又は
被所有
割合(%)

関係内容

役員の
兼任等

資金援助
営業上
の取引

設備の
賃貸借

(連結子会社) 　 　 　 　 　 　 　 　 　

東北グンゼ㈱
山形県
寒河江市

100アパレル
インナーウエア
の製造加工

100 無 無
当社製品
の製造

土地賃貸

出雲アパレル㈲
島根県
出雲市

5 アパレル
インナーウエア
の製造加工

100 無
運転資金
の貸付

当社製品
の加工

土地建物
賃貸

養父アパレル㈱
兵庫県
朝来市

5 アパレル
婦人インナーウ
エアの製造加工

100 無 無
当社製品
の製造

土地建物
賃貸

倉吉グンゼ㈱
鳥取県
倉吉市

50アパレル
婦人インナーウ
エアの製造加工

100 無 無
当社製品
の製造

土地建物
賃貸

大連坤姿時装有限公司 中国 704アパレル
婦人インナーウ
エアの製造加工

100 有 無
当社製品
の製造

無

Thai Gunze Co.,Ltd.タイ
百万BAHT

180
アパレル

インナーウエア
の製造加工

55 有 無
当社製品
の製造

無

Gunze (Vietnam) Co.,Ltd.ベトナム
千USドル
5,000

アパレル
インナーウエア
の製造加工

84 有 無
当社製品
の製造

無

山東冠世針織有限公司 中国
千元

93,126
アパレル

インナーウエア
及びストッキン
グの製造加工

89 有 無
当社製品
の製造

無

郡是（上海）商貿有限公司 中国
千元

10,803
アパレル

繊維製品の仕入
販売

88 有 無
当社製品
の販売

無

九州グンゼ㈱
大阪市
北区

200アパレル
ストッキングの
製造加工

100 無 無
当社製品
の製造

土地賃貸

兵庫グンゼ㈱
兵庫県
加古川市

50アパレル
ソックスの製造
加工

100 無 無
当社製品
の製造

土地建物
賃貸

P.T.Gunze Socks Indonesia
インドネ
シア

千USドル
10,200

アパレル
ソックスの製造
加工

95 有 無
当社製品
の製造

無

㈱グンゼオフィスサービス
※

大阪市
中央区

12アパレル
当社衣料品事業
の業務請負

100
(19)

無 無 業務請負
土地建物
賃貸

グンゼ物流㈱
大阪市
北区

80アパレル
流通加工・倉庫
業

100 無 無
当社品の
流通加工

土地建物
賃貸

加賀グンゼ㈱
石川県
小松市

30アパレル
絹織物の製造販
売

100 無 無 無 無

㈱ルフラン
大阪府
吹田市

13アパレル
アウターウエア
の仕入・販売

100 無
運転資金
の貸付

無 無

中央繊維資材㈱
大阪市
中央区

50アパレル
繊維資材の仕入
販売

100 無 無
当社製品
の販売

建物賃貸

郡是(上海)国際貿易有限公司
※

中国
千元

11,897
アパレル

繊維資材の仕入
販売

100
(17)

無 無
当社製品
の販売

無

津山グンゼ㈱
岡山県
津山市

100アパレル ミシン糸の製造 100 無
運転資金
の貸付

当社製品
の製造

土地建物
賃貸

P.T.Gunze Indonesia
インドネ
シア

千USドル
4,500

アパレル
ミシン糸の製造
販売

96 無 無
当社製品
の製造

無

上海郡是通虹繊維有限公司 中国
千元
48,292

アパレル
ミシン糸の製造
販売

100 無 無
当社製品
の製造

無

福島プラスチックス㈱
滋賀県
守山市

390

機 能 ソ

リューショ

ン

プラスチック
フィルムの製造
加工

100 有
運転資金
の貸付

当社製品
の製造

土地賃貸

グンゼ包装システム㈱
大阪市
淀川区

310

機 能 ソ

リューショ

ン

プラスチック製
品の加工・販売

100 有
運転資金
の貸付

当社製品
加工販売

無

グンゼ高分子㈱
神奈川県
伊勢原市

300

機 能 ソ

リューショ

ン

合成樹脂押出成
型品の製造販売

100 有
運転資金
の貸付

当社製品
の販売

建物賃貸

Gunze Plastics &
Engineering
Corporation of Europe N.V.
※

ベルギー
千ユーロ
12,559

機 能 ソ
リューショ
ン

プラスチック
フィルムの製造
販売

100
(2)

有 無 無 無

Gunze Plastics &
Engineering
Corporation of America

米国
千USドル
20,422

機 能 ソ
リューショ
ン

プラスチック
フィルムの製造
販売

100 有 無
当社製品の
製造

無

上海郡是新塑材有限公司 中国
千元
81,222

機 能 ソ
リューショ
ン

プラスチック
フィルムの製造
販売

100 有 無
当社製品
の製造

無
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名称 住所
資本金又
は出資金
(百万円)

セグメント
主要な
事業の内容

議決権
の所有
又は
被所有
割合(%)

関係内容

役員の
兼任等

資金援助
営業上
の取引

設備の
賃貸借

上海郡是新包装有限公司
※

中国
千元

26,497

機 能 ソ
リューショ
ン

プラスチック製
品の加工・販売

93
(93)

有 無 無 無

エルマ㈱
京都府
亀岡市

35
機 能 ソ
リューショ
ン

電子部品の製造
加工

100 有
運転資金
の貸付

当社製品
の加工

土地建物
賃貸

Gunze Electronics
U.S.A. Corp.

米国
千USドル
3,600

機 能 ソ
リューショ
ン

電子部品の製造
販売

100 有 無
当社製品
の販売

無

GGI Technology Ltd.香港
千USドル
16,000

機 能 ソ
リューショ
ン

電子部品の製造
販売

89 有 無
当社製品
加工販売

無

Guan Zhi Holdings Ltd.
※

香港
千USドル
15,100

機 能 ソ
リューショ
ン

電子部品の仕入
販売

89
(89)

有 無
当社製品
の販売

無

Dongguan Guan Zhi
Electronics Ltd.
※

中国
千元
70,333

機 能 ソ
リューショ
ン

電子部品の製造
販売

89
(89)

無 無
当社製品
加工販売

無

綾部エンプラ㈱
京都府
綾部市

50

機 能 ソ

リューショ

ン

エンジニアリン
グプラスチック
スの製造

100 有 無
当社製品
の製造

土地建物
賃貸

グンゼ開発㈱
兵庫県
尼崎市

250
ライフ
クリエイト

住宅の建設・販
売、不動産賃貸・
斡旋

100 無
設備資金
・運転資
金の貸付

事業用地
の貸与

土地建物
賃貸

グンゼエンジニアリング㈱
※

兵庫県
尼崎市

60
ライフ
クリエイト

建築工事の請負
・設計施工

100
(100)

無
運転資金
の貸付

当社施設
の工事・
設計施工

建物賃貸

㈱つかしんタウンクリエイト
※

兵庫県
尼崎市

20
ライフ
クリエイト

商業施設の運営
100
(100)

無 無 無 無

グンゼグリーン㈱
兵庫県
尼崎市

110
ライフ
クリエイト

緑化樹木の販売 100 無 無 無 無

グンゼスポーツ㈱
大阪市
北区

80
ライフ
クリエイト

スポーツクラブ
の運営管理

100 無
運転資金
の貸付

無 無

（注）※：議決権の所有割合()内は、間接所有割合で内数であります。

(郡是(上海)国際貿易有限公司の間接所有は、中央繊維資材㈱によるものであります。Gunze Plastics &

Engineering Corporation of Europe N.V.の間接所有はグンゼ高分子㈱によるものであります。上海郡是新

包装有限公司の間接所有はグンゼ包装システム㈱によるものであります。Guan Zhi Holdings Ltd.の間接所

有は、GGI Technology Ltd.によるものであります。Dongguan Guan Zhi Electronics Ltd.の間接所有は、

Guan Zhi Holdings Ltd.によるものであります。㈱グンゼオフィスサービス、グンゼエンジニアリング㈱、㈱

つかしんタウンクリエイトの間接所有はグンゼ開発㈱によるものであります。)
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５ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

平成23年３月31日現在

セグメントの名称 従業員数(人)

アパレル事業 5,953

機能ソリューション事業 2,585

ライフクリエイト事業 156

全社(共通) 295

合計 8,989

(注)　従業員数は就業人員を記載しております。

　

(2) 提出会社の状況

平成23年３月31日現在

従業員数(人) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(円)

2,114
(395)

41.8 19.3 5,245,888

　

セグメントの名称 従業員数(人)

アパレル事業
1,121
(240)

機能ソリューション事業
698
(127)

ライフクリエイト事業
―
(―)

全社(共通)
295
(28)

合計
2,114
(395)

(注) １　従業員数は就業人員であり、従業員数欄の（　）内は臨時従業員の年間平均雇用人員を外数で記載しておりま

す。

２　平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

　

(3) 労働組合の状況

当社及び一部の子会社には労働組合が組織されております。

なお、労使関係については、特記すべき事項はありません。

　

EDINET提出書類

グンゼ株式会社(E00520)

有価証券報告書

  8/125



第２ 【事業の状況】

１ 【業績等の概要】

(1) 業績

当期のわが国経済は、政府の景気刺激策や中国・新興国の経済成長による需要拡大などから、一部業種に

回復の兆しが見られたものの、円高の進行や厳しい雇用情勢、長引くデフレや資源価格の高騰などの影響に

より本格的な景気回復には至らず、不透明な状況が続くなか、本年3月11日に発生しました「東日本大震

災」とその後の福島原子力発電所の事故により、かつてない甚大な被害と経済的な打撃を蒙りました。

　当社グループにおいては、アパレル事業は、生活防衛型消費傾向や節約志向が続くなか、売上減少に歯止め

がかからず、また、原料や諸資材の高騰、海外労務コストの上昇など、引き続き厳しい状況で推移しました。

機能ソリューション事業は、設備投資の回復などから受注は改善したものの、年度後半には原料高・製品

安、円高の継続による受注回復ペースの鈍化が見られました。

　このような状況のなかで、当社グループは（1）新しい事業構造への変革、（2）グローバル経営の積極推

進、（3）スリムで効率的な経営体質の実現、に重点的に取り組んでまいりました。その結果、当期の売上高

は133,705百万円（前期比3.2％減）、営業利益は3,085百万円（前期比57.2％増）、経常利益は3,285百万円

（前期比29.6％増）、当期純利益は、東日本大震災による特別損失223百万円を計上しましたが、1,796百万

円（前期比113.6％増）となりました。

　
セグメントの業績は次のとおりであります。

　
①　アパレル事業

インナーウエア分野では、大手流通との積極的な取り組みやシーズンインナー（発熱や冷感素材を

使った「ホットマジック」「クールマジック」など）・「ボディワイルド」の拡販に努めましたが、流

通各社のＰＢ（プライベートブランド）を含むシーズン機能商品が大幅に拡大したことなどから、「快

適工房」を中心としたベーシックグループが低迷し、全般として苦戦しました。なお、「ボディワイル

ド」につきましては直営店舗に加え、2010年下期より Ｗｅｂ直販サイトの「ＢＷｆｉｔ」など新規チャ

ネルを開拓しました。レッグウエア分野では、パンティストッキング・ソックスのベーシック商品及び

ファッションタイツは低調な動きでしたが、レギンス・トレンカやフットカバー・レッグウォーマーな

どのコーディネート商品はシーズンを通じて好調に推移しました。以上の結果、アパレル事業の売上高は

74,524百万円（前期比6.0％減）、営業利益は993百万円（前期比35.0％減）となりました。

　

②　機能ソリューション事業

　プラスチックフィルム分野では、平板収縮フィルムは猛暑による大幅な需要の増加や、ホット飲料を中

心にハイブリッドタイプの拡販が進みました。ＯＰＰフィルムは「もやし」「菌茸類」などの野菜向け

が好調に推移しましたが、東日本大震災で生産工場が被災し、操業停止を余儀なくされました。海外事業

は中国を除き全体的に低調に推移し、加えて原料樹脂の高騰を受け苦戦しました。エンジニアリングプラ

スチックス分野では、ＯＡ機器向け部材及び一般産業用資材ともに市況が回復に転じたことで好調に推

移しました。電子部品分野では、透過型静電容量タッチパネルの大手パソコンメーカーからの旺盛な需要

に対応するため、生産能力の増強に着手し、段階的な拡大を図っております。メディカル分野では、縫合

糸、人工硬膜が苦戦しましたが、海外での骨接合材、縫合補強材の販売が好調に推移しました。以上の結

果、機能ソリューション事業の売上高は47,013百万円（前期比1.1％増）、営業利益は4,114百万円（前期
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比61.8％増）となりました。

　
③　ライフクリエイト事業

不動産関連分野は、「グンゼ タウンセンター つかしん」は新規テナント導入や地域密着型の販促に

努めたものの、近隣でのショッピングセンターオープンなど競合が激化し苦戦しました。スポーツクラ

ブ分野は、新規サービスの積極展開と効率的店舗運営により堅調に推移しました。以上の結果、ライフク

リエイト事業の売上高は13,396百万円（前期比2.5％減）、営業利益は1,497百万円（前期比0.3％減）

となりました。　

　
(2) キャッシュ・フローの状況

当連結会計年度末における現金及び現金同等物は、前連結会計年度末に比べ1,409百万円増加し、6,905

百万円となりました。当連結会計年度におけるキャッシュ・フローの状況と主な要因は次のとおりであ

ります。

営業活動によって得られたキャッシュ・フローは、前連結会計年度と比較して11,318百万円減少し、

5,050百万円となりました。主なキャッシュ・インの要因は税金等調整前当期純利益3,016百万円、減価償

却費7,898百万円であり、主なキャッシュ・アウトの要因は預り敷金及び保証金の減少2,712百万円、退職

給付引当金の減少1,242百万円であります。　

投資活動に使用されたキャッシュ・フローは、前連結会計年度と比較して1,610百万円減少し、5,958百

万円となりました。主なキャッシュ・アウトの要因は機能ソリューション事業の設備投資など有形固定

資産の取得による支出6,562百万円であります。　

財務活動によって得られたキャッシュ・フローは、2,506百万円（前期は11,237百万円の支出）となり

ました。主なキャッシュ・インの要因は短期借入金及びコマーシャル・ペーパーの増加3,184百万円、長

期借入れによる収入3,707百万円、主なキャッシュ・アウトの要因は長期借入金の返済による支出1,800

百万円、配当金の支払1,472百万円、自己株式の取得による支出1,217百万円であります。　
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２ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当連結会計年度における生産実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。
　

セグメントの名称 生産高(百万円) 前期比(％)

アパレル事業 45,126 △1.6

機能ソリューション事業 35,350 △0.7

合計 80,477 △1.2

(注) １　上記金額は、製造原価ベースで表示しており、外注生産高を含んでおります。

２　上記生産実績以外に、下記の商品仕入高があります。
　

セグメントの名称 仕入高(百万円) 前期比(％)

アパレル事業 6,266 △4.5

機能ソリューション事業 582 △17.7

ライフクリエイト事業 2,465 △1.2

合計 9,314 △4.6

３　上記金額には、消費税等は含まれておりません。

　
(2) 受注状況

当社及び連結子会社は、機能ソリューション事業に含まれる機械類を除き、原則として見込生産であり

ます。

機能ソリューション事業に含まれる機械類の受注高、受注残高は下記のとおりであります。
　

区分 受注高(百万円) 前期比(％) 受注残高(百万円) 前期比(％)

機能ソリューション事業に含ま
れる機械類

1,897 △8.8 444 ＋0.2

(注)　上記金額には、消費税等は含まれておりません。

　
(3) 販売実績

当連結会計年度における販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。
　

セグメントの名称 販売高(百万円) 前期比(％)

アパレル事業 74,524 △6.0

機能ソリューション事業 47,013 ＋1.1

ライフクリエイト事業 13,396 △2.5

小計 134,934 △3.3

内部売上控除 △1,229 ―

合計 133,705 △3.2

(注) １　販売実績の総販売実績に対する割合が100分の10を超える販売先はありません。

２　上記金額には、消費税等は含まれておりません。
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３ 【対処すべき課題】

　東日本大震災とその後の福島原子力発電所事故影響ならびに電力制限の実施等による経済活動への影響

など、引き続き先行きの不透明感が払拭されないなかで一層の消費者心理の冷え込みが懸念されるととも

に、資源価格の高騰など、当社グループを取り巻く経営環境は、今後も予断を許さない状況が続くものと予

想されます。

　このような環境のなかで、当社グループは、新中期経営計画『Innovation 4S』（平成23年度～平成25年

度）をスタートします。「4Ｓ」とは「Solution」「Strategy」「Speed」という3つのＳをそれぞれの事業

や職場、商品・サービスで追求することで、目標とする「大きなＳ」すなわち顧客満足、従業員満足を始め、

当社を取り巻く関係者の満足「Satisfaction」を最大化することにあります。当社グループは、この新中期

経営計画の戦略課題の具体的な推進を通じて事業構造・ビジネスモデル変革に取り組み、激変する市場環

境への適応力を強化して現状を打破し、企業価値の飛躍的向上を図ってまいります。

　アパレル事業では、新機能・新素材開発によるＮＢ（自社ブランド）商品の強化とともに、ＰＢ商品対応

も視野に入れ、新規チャネルの開拓や市場シェアの拡大を進めます。また、オンデマンド生産や海外生産体

制の強化により、国内はカスタマイズを含むダイレクト販売の拡大、海外では中国合弁事業を始めとした海

外現地販売の拡大に取り組んでまいります。

　機能ソリューション事業は、プラスチックフィルム分野では新規の複合ナイロンフィルム２号機の早期経

営貢献に加え、海外会社の経営基盤強化を推進します。エンジニアリングプラスチックス分野では新機種採

用商品の拡大とコストダウン、電子部品分野では透過型静電容量タッチパネルの生産能力増強及びグロー

バルネットワークの構築を、それぞれ進めてまいります。

　ライフクリエイト事業では、ショッピングセンターへの魅力あるテナントの導入及び地域密着型販促等の

強化により競合他店との差異化をさらに進めてまいります。またスポーツクラブ分野においては、サービス

向上や魅力的なメニューの導入など、お客さま満足向上に向けた積極的な取り組みにより収益力の向上を

図ってまいります。

 

　なお、当社グループにおける震災の影響としましては、福島プラスチックス㈱（福島県本宮市：プラス

チックフィルム製造、連結子会社）及び福島グラビア㈱（福島県本宮市：包装フィルム印刷加工、非連結子

会社）が操業停止を余儀なくされましたが、４月中に操業を再開しました。また、直接被害が無かった事業

所においても、一部ユーザー・サプライヤーの被災影響を受けましたが、現在は通常体制に戻っておりま

す。

　また、原子力発電所の事故による直接の影響はありませんでしたが、今夏は関東・東北地方において、大幅

な電力供給不足により電力制限が実施される可能性があります。当社グループにおいても生産を調整せざ

るを得ない事態が想定されますが、効率的な事業運営を推進し、安心・安全な商品の安定的な供給に努力し

てまいります。
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当社は「会社の支配に関する基本方針」を定めており、その内容は以下のとおりであります。

　

会社の支配に関する基本方針

　

(1)基本方針の内容

当社グループは、「品質第一」と「技術立社」を基盤に、創業の精神である「人間尊重」、「優良品

の提供」、「共存共栄」を企業理念として顧客起点の事業運営を行っております。この理念の下、企業

の社会的責任（ＣＳＲ）に積極的に取り組むとともに、各事業分野で「より安心」、「より快適」な魅

力ある商品とサービスの提供を通じて豊かで創造的なヒューマンライフに貢献するグローバル企業を

目指しております。

また、当社グループは、企業価値向上を目指し、株主重視の経営姿勢を堅持していくことを基本に、収

益性の向上、資本の効率化に取り組むとともに、株主の皆様に対する利益還元を経営の重要政策と位置

づけ、配当金支払い・自己株式取得等を通じて、中長期的な業績見通しに基づいた、安定的・継続的な

利益還元を図っております。

　一方、当社の株主のあり方については、当社株式の自由な取引を通じて決定されるものであると考え

ており、会社の支配権の移転を伴う買収提案がなされた場合に、これに応じるか否かの判断も、最終的

には株主の皆様の意思に委ねられるべきものと考えております。

しかしながら、上記のような取り組みを通して、企業価値・株主共同の利益の持続的な向上を図るた

めには、株主の皆様はもとより、お客様・取引先・従業員・地域社会等のステークホルダーとの適切な

関係を維持し、発展させていくことが重要であり、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者は、

当社の財務及び事業の内容や当社の企業価値の源泉を十分に理解し、ステークホルダーの利益にも十

分配慮した経営を行うことが可能な者である必要があると考えております。

従って、当社グループの企業価値及び会社の利益ひいては株主共同の利益を毀損する恐れのある大

量買付行為又はこれに類似する行為を行う者は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者とし

て不適切であり、このような買付行為を抑止するための枠組みが必要であると考えております。

(2)基本方針の実現に資する取り組み

当社は、基本方針の実現に資する取り組みとして以下の施策を実施し、当社グループの企業価値及び

株主共同の利益の向上に努めております。

①中期経営計画の推進

　当社グループは、中期経営計画（Innovation 4S計画：第116期～第118期）を展開しており、『３つ

のＳが大きなＳに！』をキャッチフレーズに、「成長確保」、「体質強化」、「経営基盤強化」を３

本柱として、全社・各事業における継続的な事業構造改革により企業価値の向上を図っていくこと

としております。

②コーポレートガバナンスの強化

当社は、意思決定の迅速化、経営監督機能の強化を図るため、第110期（平成17年度）に執行役員制

度の導入、取締役員数の削減を行うとともに、取締役の経営責任を明確にし、経営環境の変化に迅速

に対応できる経営体制とするため、第111期（平成18年度）に取締役任期を２年から１年に変更し、

併せて経営の透明性の確保を図るため社外取締役の選任を行うなど、コーポレートガバナンスの強

化に努めております。
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(3)不適切な支配の防止のための取り組み

当社は、企業価値の維持・向上を目的として、また株主の皆様が自ら適切な判断を行うのに十分な時

間・情報を確保するために平成18年５月12日開催の取締役会において、「当社株式の大量買付行為に

対する対処方針（買収防衛策）」を決議し、そのうえで平成18年６月29日開催の第110期定時株主総会

において議案としてお諮りし、株主の皆様のご承認をいただきました。

　この対処方針は、その後の買収防衛策をめぐる諸々の動向を踏まえて一部改定され、平成20年６月26

日開催の第112期定時株主総会にて株主の皆様のご承認をいただき、更新いたしました。また、平成23年

５月13日開催の取締役会において、これを一部改定し、「当社株式の大量買付行為に対する対処方針

（買収防衛策）の継続について」（以下、「本対処方針」といいます。）として継続することを決議

し、同日付でその詳細を公表したうえで、平成23年６月24日開催の第115期定時株主総会において株主

の皆様からご承認いただきました。このプレスリリースの全文は、インターネット上の当社ウェブサイ

ト（ホームページアドレスhttp://www.gunze.co.jp/）に掲載しております。

(4)上記取り組みに対する当社取締役会の判断及びその理由

当社取締役会は、これらの取り組みが、当社の支配の基本方針に沿うものであり、企業価値・株主共

同の利益を損なうものではないと考えております。

　また、本対処方針においては、大量買付行為があった際には、当社取締役会は特別委員会の開催を要請

し、買収提案内容及び対抗措置について、同委員会による評価・勧告に対し責任を持って評価したうえ

で原則として従うものとしていること、また対抗措置は、あらかじめ定められた合理的な客観的要件に

該当する場合にのみ発動されるものであることから、本対処方針は当社取締役会の恣意的判断を排除

し、大量買付ルールの遵守や対抗措置発動の是非に関する判断の公正性・透明性の確保を図っており、

取締役の地位の維持を目的とするものではありません。

　

４ 【事業等のリスク】

当社グループの経営成績、財政状態等に影響を及ぼす可能性のあるリスクには、以下のようなものがあり

ます。なお、文中における将来に関する事項は、当連結会計年度末日現在において当社グループが判断した

ものです。

（１）品質管理について

当社グループは「品質第一主義　優良品の提供」を事業の根幹に置き、より安心で、より快適な、魅

力ある商品とサービスの提供のために、徹底した安全性と品質の確認を実施しておりますが、予想を

超える重大な品質トラブルが発生した場合には、該当する商品のみならず、当社グループの製品全体

の評価にも重大な影響を与え、売上の低下によって、当社グループの経営成績及び財政状態に影響を

及ぼす可能性があります。

（２）消費者の嗜好の変化について

当社グループの衣料品事業は、消費者の嗜好及び需要の変化に的確に対応するために、ＳＣＭの構

築・カテゴリーチェンジ（品種構成の革新）などに取り組んでおりますが、消費者の嗜好及び需要

は急激に変化することから、市場動向の判断を誤った場合は売上高の減少・在庫の増加などにより、

当社グループの経営成績及び財政状態に大きな影響を与える可能性があります。
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（３）天候不順について

当社グループの事業は、シーズン商品の販売が多いことから、冷夏・暖冬等の天候不順が発生した

場合には、当社グループの経営成績及び財政状態に大きな影響を与える可能性があります。

（４）原材料価格の変動について

当社グループの製品は、原糸・綿糸・プラスチック樹脂等を主たる原材料としており、原材料価格

は市況により変動しております。原材料価格の高騰は原価高に繋がり、製品価格に転嫁できない場合

には、当社グループの経営成績及び財政状態に大きな影響を与える可能性があります。

（５）情報管理について

当社グループは、事業遂行に関連して、個人情報をはじめとする多数の重要情報を管理しておりま

す。これらの情報については、情報システムに対するセキュリティ管理、情報管理に関する従業員へ

の教育、外部委託先との機密保持契約などを行い、その管理に万全を期しておりますが、予期せぬ事

態により重要情報が漏えいしたり、不正使用された場合、当社グループの社会的信用に影響を与え、

さらには損害賠償責任の発生等により、当社グループの経営成績及び財政状態に大きな影響を及ぼ

す可能性があります。

（６）自然災害及び感染症の発生について

当社グループは、国内外に生産工場等の事業所を配置しております。大規模な地震や台風、洪水等

の自然災害及び新型インフルエンザ等の感染症の発生により、生産活動や販売活動などに支障をき

たした場合は、当社グループの経営成績及び財政状態に大きな影響を及ぼす可能性があります。

（７）海外事業について

当社グループの海外事業は、現地における政変や社会・経済情勢、テロや戦争、知的財産権訴訟、疾

病といったリスクを内在しております。このような問題が顕在化したときは事業活動の継続が困難

になることがあるため、当社グループの経営成績及び財政状態に大きな影響を与える可能性があり

ます。

（８）為替相場の変動について

当社グループの取引には外貨による輸出・輸入が含まれております。そのため為替予約等により

為替相場の変動リスクをヘッジしておりますが、そのリスクを全て排除することは不可能であり、当

社グループの経営成績及び財政状態に少なからず影響を与える可能性があります。

（９）株式等の時価変動について

当社グループは営業活動・業務提携等の一環として、一部の取引先について株式を所有しており

ます。当該株式の多くは上場株式であり、株式市場の下落等により、当社グループの経営成績及び財

政状態に少なからず影響を与える可能性があります。

（10）退職給付債務について

当社グループの退職給付制度は、一部を除いて確定給付型制度を採用しております。退職給付債務

については長期国債利回りを基準とした割引率に基づいて算定しており、金利の変動は退職給付債

務に影響を与えます。また、確定給付型年金制度における年金資産はその一部を株式等のリスク資産

に投資しており、株式市場の下落等により、その運用利回りは悪化する可能性があります。このよう

に長期金利の変動及び株式市場の下落等運用環境の悪化は、当社グループの経営成績及び財政状態

に大きな影響を与える可能性があります。
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５ 【経営上の重要な契約等】

(重要な賃貸契約)

　

契約会社名 相手先 契約内容 期限

グンゼ開発㈱ ㈱平和堂
グンゼタウンセンター「つかしん」に建
設した商業施設の賃貸

平成38年４月

なお、提出会社の連結子会社であるグンゼ開発㈱が運営する商業施設（前橋リリカ）について、㈱マイ

カルとの間で締結していた「賃貸契約」は、平成22年10月31日をもって解約いたしました。

　

(特定融資枠契約)

提出会社は、運転資金の効率的な調達を行うため、平成23年１月に取引銀行３行と協調融資型特定融

資枠契約を締結しております（特定融資枠の額：50億円、契約期限：平成24年１月）。

　
６ 【研究開発活動】

当社グループは、インナーウエア・レッグウエア等衣料品、繊維資材、プラスチックフィルム、エンジニア

リングプラスチックス、電子部品、機械、メディカル材料等の事業活動を展開しており、これらを支援する研

究開発活動は、主として当社の研究開発部が担当しており、既存事業分野の新規付加価値商品の開発及び合

理化・省力化機械開発等の事業部門サポート、並びに新規事業創出に向けた技術開発や基礎研究に取り組

んでおります。また、研究成果の知財権利化を進め、事業基盤強化を図っております。

当連結会計年度における研究開発費は3,346百万円であります。セグメントの主な研究開発活動及び研究

開発費の金額は次のとおりであります。

 

（1）アパレル事業

衣料品分野では、「お客さまのための安全・安心・快適」をキーワードに、ベーシックインナーウエア向

けに、独自の綿改質技術の展開を進めております。また、多品種・小ロット生産と染色時のＣＯ２排出量削減

を両立した生産システム等を開発し、「ＢＯＤＹ　ＷＩＬＤ」の成型ボクサーパンツで１００色商品・デザ

イナー等とのコラボ商品展開を実現しました。更に、自社開発の機能性繊維を用いることで、通気性を従来

の約3倍に向上し、はき心地を追求した「３Ｄエアフィー」や、レディース向けの「ＫＩＲＥＩＬＡＢＯ」

で、完全無縫製商品として接着耐久性と伸縮性を大幅に改良した「無縫製キレイショーツ」を商品化しま

した。

　新素材開発では、ナノ繊維化技術や機能繊維加工技術の開発に取り組み、スポーツインナーウエア、メディ

カル用インナーウエア、クールビズ・ウォームビズインナーウエア、ナノ繊維インナーウエア等の高機能化

と高効率生産を目指した研究開発を進めております。

　また従来のアパレル商品の快適性・品質・安全性評価に加え、インナーウエア等は、自社の培養皮膚キッ

トを用いた化学的刺激についての安全性評価も行っており、より安全・安心・快適な商品の開発に努めて

おります。

　当該セグメントに係る研究開発費は797百万円であります。

　
（2）機能ソリューション事業

プラスチックフィルム分野では、工業用機能フィルム開発に注力しており、ダイシング用基材などの半導

体製造工程向けフィルムや、光学用途向け機能フィルムの開発などを進めております。　

エンジニアリングプラスチックス分野では、複写機・プリンター用機能性ベルトの高機能化研究と、製造

工程の効率化研究を進めております。　
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電子部品分野では、屋外での低反射特性が重要視されるデジタルビデオカメラ、デジタルカメラ市場を

ターゲットとした低反射タッチパネル、ノートＰＣ用の透過型静電容量タッチパネルの開発に取り組んで

おります。また、スパッタリング法などの薄膜形成法を用いて当社製の光学フィルムにガスバリア性や低抵

抗な透明導電性を付与したディスプレイ用フィルムの研究開発を進めております。　

機械分野では、各事業部門の生産工程革新につながる製造技術・装置の研究開発に加え、新機能性商品に

係わるオリジナル製造装置の研究開発に取り組んでおります。　

医療、健康分野では、生体内吸収性高分子の機能を生かした医療機器の開発、高齢者に優しい血糖値セン

サーの開発、紅麹の機能性を生かした健康食品の開発に取り組んでおります。また、再生医療向けの足場基

材の研究開発を進めております。

新規事業分野では、大面積微細パターン印刷技術を用いた低抵抗透明導電性（ＤＰＴ）フィルムおよび

ＤＰＴフィルムを利用した大面積タッチパネルの開発や、高硬度性に加え反射防止や耐指紋性を兼ね備え

たガラス代替（ＨＤ）フィルムや高耐熱透明（Ｆ１）フィルムなどの開発を進めております。また、環境・

エネルギー分野向けの水素センサーや色素増感太陽電池、ＳｉＣ繊維やナノ繊維を用いた原子力・エネル

ギー・航空宇宙・メディカル用途向けの機能資材の研究開発にも取り組んでおります。

当該セグメントに係る研究開発費は2,548百万円であります。

　

７ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

（１）財政状態

当連結会計年度末の総資産は163,917百万円となり、前連結会計年度末に比べ4,851百万円減少しました。

主な減少要因は、投資有価証券の減少4,093百万円であります。

　負債は50,571百万円となり、前連結会計年度末に比べ641百万円減少しました。主な減少要因は、長期預り

敷金保証金の減少4,118百万円、支払手形及び買掛金の減少554百万円及び退職給付引当金の減少417百万円

であり、主な増加要因は、借入金（コマーシャルペーパーを含む）の増加4,801百万円であります。

純資産は、113,345百万円となり、前連結会計年度末に比べ4,210百万円減少しました。主な減少要因は、株主

還元による減少2,696百万円（配当1,479百万円、自己株式取得1,217百万円）、その他有価証券評価差額金

の減少2,195百万円及び為替換算調整勘定の減少1,048百万円であり、主な増加要因は、当期純利益1,796百

万円であります。

　なお、キャッシュ・フローの状況は、「１　業績等の概要（２）キャッシュ・フローの状況」をご参照くだ

さい。

　

（２）経営成績

「１　業績等の概要（１）業績」をご参照ください。
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第３ 【設備の状況】

１ 【設備投資等の概要】

当連結会計年度の設備投資については、高機能・高付加価値商品の生産ならびに合理化・省力化を中心

に総額5,997百万円の投資を実施しました。主な内容・目的は次のとおりです。

　アパレル事業においては、当社におけるインナーウエア生産設備1,289百万円等、高付加価値商品の生産能

力増強・省力化を中心に1,870百万円の投資を実施しました。

　機能ソリューション事業においては、当社におけるプラスチックフィルム生産設備ほか1,266百万円、電子

部品生産設備ほか503百万円、エンジニアリングプラスチックス生産設備ほか355百万円等、高付加価値商品

の生産能力強化を中心に合計2,325百万円の投資を実施しました。

　全社においては、基幹システムのダウンサイジング化投資で1,190百万円を実施しました。

　なお、生産能力に重大な影響を及ぼすような固定資産の売却、撤去又は滅失はありません。

２ 【主要な設備の状況】

当社グループ(当社及び連結子会社)における主要な設備は、以下のとおりであります。

(1) 提出会社

平成23年3月31日現在

事業所名
(所在地)

セグメント
の名称

設備の内容

設備の種類別の帳簿価額(百万円)
従業員数
(人)建物

及び構築物
機械装置
及び運搬具

工具、器具
及び備品

土地
(面積千㎡)

リース
資産

合計

宮津工場
(京都府宮津市)

アパレル
インナーウエア
生産設備

396 834 31
173
(54)

－ 1,435 233

梁瀬工場
(兵庫県朝来市)

〃 〃 347 438 6
75
(77)

－ 867 139

久世工場
(岡山県真庭市)

〃 〃 201 175 5
70
(62)

－ 454 131

本工場(注３)
(京都府綾部市)

〃
レッグウエア
生産設備

177 166 17
1,055
(227)

－ 1,416 45

津山工場
(岡山県津山市)

〃
合繊ミシン糸生
産設備

452 139 8
54
(55)

－ 654 4

守山工場(注３)
(滋賀県守山市)

機能ソ
リューショ
ン

プラスチック
フィルム及び電
子部品生産設備

1,155 1,728 36
206
(73)

－ 3,126 158

亀岡工場
(京都府亀岡市)

〃
電子部品生産設
備

1,527 1,113 51
20
(45)

－ 2,713 70

江南工場
(愛知県江南市)

〃
エンジニアリン
グプラスチック
ス生産設備

1,685 1,128 22
20

(101)
－ 2,856 176

メカトロ事業部
(大阪府茨木市)

〃
印刷・食品関係
機械生産設備

426 42 8
303
(14)

－ 780 119

メディカル事業部(注３)
(京都府綾部市)

〃
メディカル材料
生産設備

363 154 16
－
(－)

－ 534 77

開発事業部(注３)
(滋賀県守山市)

〃
光学フィルム　
生産設備　

37 274 30
－
(－)

－ 343 36

綾部本社(注３)
(京都府綾部市)

全社管理 その他設備 825 52 3
－
(－)

－ 882 15

東京支社(注４)
(東京都中央区ほか)

全社管理
・販売等

〃 385 0 5
508
(7)

－ 900 296

大阪本社(注４)
(大阪市北区ほか)

〃 〃 834 5 260
662
(29)

12 1,775 499

研究開発部(注３)
(綾部市・守山市)

全社研究
・開発等

〃 414 143 85
－
(－)

－ 644 116

その他(注５) － 貸与資産等 2,102 71 55
5,189
(763)

－ 7,419 －

合計 11,3346,468 644
8,341
(1,513)

12 26,8042,114
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(2) 国内子会社

平成23年3月31日現在

会社名
(事業所所在地)

セグメント
の名称

設備の内容

設備の種類別の帳簿価額(百万円)
従業員数
(人)建物

及び構築物
機械装置
及び運搬具

工具、器具
及び備品

土地
(面積千㎡)

リース
資産

合計

東北グンゼ㈱(注６)
(山形県寒河江市)

アパレル
インナーウエア
生産設備

213 315 18
357
(64)
[21]

－ 905 201

九州グンゼ㈱(注６)
(宮崎県小林市)

〃
レッグウエア生
産設備

331 446 7
－
[68]

3 789 262

福島プラスチックス㈱
(注６)
(福島県本宮市)

機能ソ
リューショ
ン

プラスチック
フィルム生産設
備

823 738 18
－

[138]
－ 1,581 77

グンゼ包装システム㈱
(滋賀県守山市)

〃
プラスチック
フィルム印刷加
工設備

381 371 8
93
(14)

－ 854 141

グンゼ高分子㈱
(神奈川県伊勢原市)

〃
プラスチック
フィルム他生産
設備

164 122 4
436
(12)

－ 728 74

綾部エンプラ㈱(注６)
（京都府綾部市)

〃
エンジニアリン
グプラスチック
ス生産設備

98 358 3
－
[15]

－ 460 55

グンゼ開発㈱(注６)
(つかしん(兵庫県尼崎 
市)ほか)

ライフクリ
エイト

賃貸用不動産等 19,013 － 174
2,933
(22)
[103]

－ 22,121 11

グンゼスポーツ㈱
(兵庫県尼崎市ほか)

〃
スポーツクラブ
施設

1,587 － 7 － － 1,595 68

　

(3) 在外子会社

平成23年3月31日現在

会社名
(事業所所在地)

セグメント
の名称

設備の内容

設備の種類別の帳簿価額(百万円)
従業員数
(人)建物

及び構築物
機械装置
及び運搬具

工具、器具
及び備品

土地
(面積千㎡)

リース
資産

合計

大連坤姿時装有限公司
(中国)(注６)

アパレル
インナーウエア
生産設備

231 70 0
－
<23>

－ 303 333

Gunze(Vietnam)Co.,Ltd.
(ベトナム)(注６)

〃 〃 137 252 10
－
<15>

－ 400 692

Thai Gunze Co.,Ltd.
(タイ)

〃 〃 66 168 0
36
(50)

－ 271 423

山東冠世針織有限公司
(中国)(注６)

〃
インナーウエア
及びレッグウエ
ア生産設備

382 851 12
－
<72>

－ 1,2451,360

P . T . G u n z e S o c k s
Indonesia
(インドネシア)

〃
レッグウエア生
産設備

47 55 3
111
(23)

－ 217 232

P.T.Gunze Indonesia
(インドネシア)

〃
合繊ミシン糸生
産設備

47 47 7
53
(12)

－ 154 328

上海郡是通虹繊維有限公
司(中国)(注６)

〃 〃 90 204 8
－
<8>

－ 303 224

Gunze Plastics &
Engineering Corporation 
of Europe N.V.
(ベルギー)

機能ソ
リューショ
ン

プラスチック
フィルム生産設
備

190 139 25
60
(28)

0 416 65

Gunze Plastics &
Engineering Corporation 
of America(米国)

〃 〃 585 772 2
52
(48)

0 1,412 52

上海郡是新包装有限公司
（中国)(注６)

〃
プラスチック
フィルム印刷加
工設備

－ 119 5
－
<7>

－ 124 116

上海郡是新塑材有限公司
（中国)(注６)

〃
プラスチック
フィルム生産設

備
405 504 2

－
<13>

 
－ 913 86

Gunze Electronics
U.S.A Corp.(米国)
 

〃
電子部品生産設
備

355 147 －
72
(11)

－ 575 72

Dongguan　Guan　Zhi　
Electronics　Ltd.　　（中
国）　　

〃 　　　〃 5 522 4 － － 532 689

EDINET提出書類

グンゼ株式会社(E00520)

有価証券報告書

 19/125



　
(注) １　帳簿価額欄は、有形固定資産(建設仮勘定を除く)を記載しております。

２　金額には、消費税等は含まれておりません。

３　本工場の土地には、メディカル事業部、綾部本社、研究開発部(綾部)を、守山工場の土地には、研究開発部(守

山)、開発事業部をそれぞれ含めて表示しております。

４　福利厚生施設を含んでおります。

５　このうち、土地592千㎡を連結子会社に賃貸しており、53千㎡を連結子会社以外に賃貸しております。

６　土地欄の[　]内には、提出会社からの貸借面積を、<　>内には連結会社以外からの貸借面積を外書しております。

７　上表設備のほかに、建物(当社大阪本社事務所ほか)4千㎡を貸借しております。

　　また、リース契約による主な貸借資産は下記のとおりであります。

　

(1) 提出会社

名称 台数 リース期間
年間リース料
(百万円)

リース契約残高
(百万円)

備考

大型コンピュータ 3セット 5年 10 10 リース契約

　

(2) 国内子会社

名称 台数 リース期間
年間リース料
(百万円)

リース契約残高
(百万円)

備考

中・小型コンピューター 2セット 7年 17 6 リース契約

ソーター 1セット 7年 4 － 〃

　

８　従業員数には、臨時従業員は含まれておりません。
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３ 【設備の新設、除却等の計画】

(1) 重要な設備の新設等

当社グループ(当社及び連結子会社)における重要な設備投資計画の内訳は下記のとおりであります。

 

[提出会社]

 

会社名
(所在地)

セグメントの
名称

設備の内容

投資予定額
資金
調達方法

着手
年月

完成予定
年月

完成後の
増加能力総額

(百万円)
既支払額
(百万円)

亀岡工場
(京都府亀岡市)

機能ソリュー
ション

電子部品生産設備
増設 1,378 10自己資金等 H23.6H24.3

1,669千㎡/

年間

メディカル事業部
(京都府綾部市)

　　　〃
メディカル材料生
産設備 124 107 〃 H23.1H23.5

400万個/　年

間

（注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

 

[連結子会社]

 

会社名
(所在地)

セグメントの
名称

設備の内容

投資予定額
資金
調達方法

着手
年月

完成予定
年月

完成後の
増加能力総額

(百万円)
既支払額
(百万円)

福島プラスチックス㈱
(福島県本宮市)

機能ソリュー
ション

プラスチックフィ
ルム生産設備増設 4,0603,832

自己資金及び

長期借入金等
H21.2H23.6

4,000ｔ/　年

間

Dongguan　Guan　Zhi　
Electronics　Ltd.　　（中
国）　　

　　　〃
電子部品生産設備
増設 1,679 0

自己資金及び

借入金等
H23.1H23.6

4,800千個/

年間

グンゼ開発㈱
(兵庫県尼崎市ほか)

ライフクリエイト
つかしん「にしま
ち」再開発 1,436 0

自己資金及び

長期借入金等
H23.10H24.9 －

　　　　〃 〃 倉吉商業施設 397 397 〃 H22.12H23.4 －

（注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

 

　
　
(2) 重要な設備の除却等

 

該当事項はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 500,000,000

計 500,000,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
事業年度末
現在発行数(株)
(平成23年３月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成23年６月27日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 209,935,165209,935,165
東京証券取引所市場第一部
大阪証券取引所市場第一部

単元株式数は1,000株
であります。

計 209,935,165209,935,165 － －

　

(2) 【新株予約権等の状況】

会社法に基づき発行した新株予約権は次のとおりであります。

①平成19年８月３日開催の当社取締役会決議

　
事業年度末現在

（平成23年３月31日）
提出日の前月末現在
（平成23年５月31日）

新株予約権の数 48個（注）１ 同左

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ― ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数 48,000株 同左

新株予約権の行使時の払込金額 １円 同左

新株予約権の行使期間
平成19年８月21日から
平成49年８月20日まで

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の
株式の発行価格及び資本組入額

発行価格　　１円
資本組入額　１円

同左

新株予約権の行使の条件 （注）２ 同左

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡するとき
は当社取締役会の承認を要
するものとする。

同左

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関す
る事項

（注）３ 同左

(注) １　新株予約権の数

新株予約権１個につき目的となる株式数は、1,000株とします。ただし、割当日後、当社が当社普通株式につ

き、株式分割（当社普通株式の株式無償割当てを含む。以下、株式分割の記載につき同じ。）又は株式併合を行

う場合には、付与株式数を次の算式により調整するものとします。

調整後付与株式数 ＝ 調整前付与株式数 × 分割・併合の比率
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調整後付与株式数は、株式分割の場合は、当該株式分割の基準日の翌日以降、株式併合の場合は、その効力発

生日以降、これを適用します。ただし、剰余金の額を減少して資本金又は準備金を増加する議案が当社株主総

会において承認されることを条件として株式分割が行われる場合で、当該株主総会の終結の日以前の日を株

式分割のための基準日とする場合は、調整後付与株式数は、当該株主総会の終結の日の翌日以降、当該基準日

の翌日に遡及してこれを適用します。

また、上記のほか、割当日後、付与株式数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じたときは、合理的な範

囲で付与株式数を調整します。

なお、上記の調整の結果生じる1株未満の端数は、これを切り捨てるものとします。

また、付与株式数の調整を行うときは、当社は調整後付与株式数を適用する日の前日までに、必要な事項を

新株予約権原簿に記載された各新株予約権を保有する者（以下、「新株予約権者」という。）に通知します。

ただし、当該適用の日の前日までに通知を行うことができない場合には、以後速やかに通知するものとしま

す。
　

２　新株予約権の行使の条件

（１）新株予約権者は、新株予約権の行使期間内において、当社の取締役、監査役及び執行役員のいずれの地位をも

喪失した時に限り、新株予約権を行使できるものとします。ただし、この場合、新株予約権者は、地位を喪失し

た日の翌日（以下、「権利行使開始日」という。）から５年を経過する日までの間に限り、新株予約権を行使

できるものとします。

（２）上記(1)に関わらず、新株予約権者は、以下の①又は②に定める場合（ただし、②については、下記３に従って

新株予約権者に再編対象会社の新株予約権が交付される場合を除く。）には、それぞれに定める期間内に限

り新株予約権を行使できるものとします。

①新株予約権者が平成48年8月20日に至るまでに権利行使開始日を迎えなかった場合

平成48年8月21日から平成49年8月20日まで

②当社が消滅会社となる合併で契約承認の議案、又は当社が完全子会社となる株式交換契約若しくは株

式移転計画承認の議案につき当社株主総会で承認された場合（株主総会決議が不要な場合は、当社の

取締役会決議がなされた場合）

当該承認日の翌日から30日間

（３）新株予約権者が新株予約権を放棄した場合には、かかる新株予約権を行使することができないものとしま

す。
　

３　組織再編成行為時の取扱い

当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換又は株式移転（以

上を総称して以下、「組織再編行為」という。）をする場合において、組織再編行為の効力発生日（吸収合併

につき吸収合併の効力発生日、新設合併につき新設合併設立会社成立の日、吸収分割につき吸収分割の効力発

生日、新設分割につき新設分割設立会社の成立の日、株式交換につき株式交換の効力発生日、及び株式移転に

つき株式移転設立完全親会社の成立の日をいう。）の直前において残存する新株予約権（以下、「残存新株予

約権」という。）を保有する新株予約権者に対し、それぞれの場合につき、会社法第236条第1項第8号のイから

ホまでに掲げる株式会社（以下、「再編対象会社」という。）の新株予約権を以下の条件に基づきそれぞれ交

付することとします。この場合においては、残存新株予約権は消滅し、再編対象会社は新株予約権を新たに発

行するものとします。ただし、以下の条件に沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、

新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約又は株式移転計画において定めた場合に限るもの

とします。

(１) 交付する再編対象会社の新株予約権の数

新株予約権者が保有する残存新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付するものとします。

(２) 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

再編対象会社の普通株式とします。

(３) 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

組織再編行為の条件等を勘案の上、上記１に準じて決定します。

(４) 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、以下に定める再編後払込金額に上記

（３）に従って決定される当該各新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数を乗じて得られる金額

とします。再編後払込金額は、交付される各新株予約権を行使することにより交付を受けることができる再

編対象会社の株式1株当たり1円とします。

(５) 新株予約権を行使することができる期間

上記の新株予約権の行使期間の開始日と組織再編行為の効力発生日のうちいずれか遅い日から、上記の新

株予約権の行使期間の満了日までとします。
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(６) 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項

次に準じて決定します。

①新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、会社計算規則第17条第1

項に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果生じる１円未満の端数は、

これを切り上げるものとします。

②新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本準備金の額は、上記①記載の資本

金等増加限度額から上記①に定める増加する資本金の額を減じた額とします。

(７) 譲渡による新株予約権の取得の制限

譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の取締役会の決議による承認を要するものとしま

す。

(８) 新株予約権の取得条項

以下の①、②、③の議案につき当社株主総会で承認された場合（株主総会決議が不要の場合は、当社の取締

役会決議がなされた場合）は、取締役会が別途定める日に、当社は無償で新株予約権を取得することができ

ます。

①当社が消滅会社となる合併契約承認の議案

②当社が分割会社となる分割契約若しくは分割計画承認の議案

③当社が完全子会社となる株式交換契約若しくは株式移転計画承認の議案

(９) その他の新株予約権の行使の条件

上記２に準じて決定します。

　

　②平成20年７月30日開催の当社取締役会決議

　
事業年度末現在

（平成23年３月31日）
提出日の前月末現在
（平成23年５月31日）

新株予約権の数 153個（注）１ 同左

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ― ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数 153,000株 同左

新株予約権の行使時の払込金額 １円 同左

新株予約権の行使期間
平成20年８月19日から
平成50年８月18日まで

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の
株式の発行価格及び資本組入額

発行価格　　１円
資本組入額　１円

同左

新株予約権の行使の条件 (注）２ 同左

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡するとき
は当社取締役会の承認を要
するものとする。

同左

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関す
る事項

(注）３ 同左

(注) １　新株予約権の数

前記①の(注)１に同じ。

２　新株予約権の行使の条件

（１）新株予約権者は、新株予約権の行使期間内において、当社の取締役、監査役及び執行役員のいずれの地位をも

喪失した時に限り、新株予約権を行使できるものとします。ただし、この場合、新株予約権者は、地位を喪失し

た日の翌日（以下、「権利行使開始日」という。）から５年を経過する日までの間に限り、新株予約権を行使

できるものとします。

（２）上記(1)に関わらず、新株予約権者は、以下の①又は②に定める場合（ただし、②については、下記３に従って

新株予約権者に再編対象会社の新株予約権が交付される場合を除く。）には、それぞれに定める期間内に限

り新株予約権を行使できるものとします。

①新株予約権者が平成49年8月18日に至るまでに権利行使開始日を迎えなかった場合

平成49年8月19日から平成50年8月18日まで
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②当社が消滅会社となる合併で契約承認の議案、又は当社が完全子会社となる株式交換契約若しくは株

式移転計画承認の議案につき当社株主総会で承認された場合（株主総会決議が不要な場合は、当社の

取締役会決議がなされた場合）

　当該承認日の翌日から30日間

（３）新株予約権者が新株予約権を放棄した場合には、かかる新株予約権を行使することができないものとしま

す。

３　組織再編成行為時の取扱い

前記①の(注)３に同じ。

　

　③平成21年７月31日開催の当社取締役会決議

　
事業年度末現在

（平成23年３月31日）
提出日の前月末現在
（平成23年５月31日）

新株予約権の数 222個（注）１ 同左

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ― ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数 222,000株 同左

新株予約権の行使時の払込金額 １円 同左

新株予約権の行使期間
平成21年８月19日から
平成51年８月18日まで

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の
株式の発行価格及び資本組入額

発行価格　　１円
資本組入額　１円

同左

新株予約権の行使の条件 (注）２ 同左

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡するとき
は当社取締役会の承認を要
するものとする。

同左

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関す
る事項

(注）３ 同左

(注) １　新株予約権の数

前記①の(注)１に同じ。

２　新株予約権の行使の条件

（１）新株予約権者は、新株予約権の行使期間内において、当社の取締役、監査役及び執行役員のいずれの地位をも

喪失した時に限り、新株予約権を行使できるものとします。ただし、この場合、新株予約権者は、地位を喪失し

た日の翌日（以下、「権利行使開始日」という。）から５年を経過する日までの間に限り、新株予約権を行使

できるものとします。

（２）上記(1)に関わらず、新株予約権者は、以下の①又は②に定める場合（ただし、②については、下記３に従って

新株予約権者に再編対象会社の新株予約権が交付される場合を除く。）には、それぞれに定める期間内に限

り新株予約権を行使できるものとします。

①新株予約権者が平成50年8月18日に至るまでに権利行使開始日を迎えなかった場合

平成50年8月19日から平成51年8月18日まで

②当社が消滅会社となる合併で契約承認の議案、又は当社が完全子会社となる株式交換契約若しくは株

式移転計画承認の議案につき当社株主総会で承認された場合（株主総会決議が不要な場合は、当社の

取締役会決議がなされた場合）

　当該承認日の翌日から30日間

（３）新株予約権者が新株予約権を放棄した場合には、かかる新株予約権を行使することができないものとしま

す。

３　組織再編成行為時の取扱い

前記①の(注)３に同じ。
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　④平成22年８月４日開催の当社取締役会決議

　
事業年度末現在
(平成23年３月31日)

提出日の前月末現在
（平成23年５月31日）

新株予約権の数 250個（注）１ 同左

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ― ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数 250,000株 同左

新株予約権の行使時の払込金額 １円 同左

新株予約権の行使期間
平成22年８月20日から
平成52年８月19日まで

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の
株式の発行価格及び資本組入額

発行価格　　１円
資本組入額　１円

同左

新株予約権の行使の条件 (注）２ 同左

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡するとき
は当社取締役会の承認を要
するものとする。

同左

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関す
る事項

(注）３ 同左

(注) １　新株予約権の数

前記①の(注)１に同じ。

２　新株予約権の行使の条件

（１）新株予約権者は、新株予約権の行使期間内において、当社の取締役、監査役及び執行役員のいずれの地位をも

喪失した時に限り、新株予約権を行使できるものとします。ただし、この場合、新株予約権者は、地位を喪失し

た日の翌日（以下、「権利行使開始日」という。）から５年を経過する日までの間に限り、新株予約権を行使

できるものとします。

（２）上記(1)に関わらず、新株予約権者は、以下の①又は②に定める場合（ただし、②については、下記３に従って

新株予約権者に再編対象会社の新株予約権が交付される場合を除く。）には、それぞれに定める期間内に限

り新株予約権を行使できるものとします。

①新株予約権者が平成51年8月19日に至るまでに権利行使開始日を迎えなかった場合

平成51年8月20日から平成52年8月19日まで

②当社が消滅会社となる合併で契約承認の議案、又は当社が完全子会社となる株式交換契約若しくは株

式移転計画承認の議案につき当社株主総会で承認された場合（株主総会決議が不要な場合は、当社の

取締役会決議がなされた場合）

当該承認日の翌日から30日間

（３）新株予約権者が新株予約権を放棄した場合には、かかる新株予約権を行使することができないものとしま

す。

３　組織再編成行為時の取扱い

前記①の(注)３に同じ。
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(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。　

　

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
 

(百万円)

資本金残高
 

(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成21年１月16日
(注)

△18,000,000209,935,165 － 26,071 － 6,566

(注)　発行済株式総数の減少は、その他資本剰余金による自己株式の消却による減少であります。

　

(6) 【所有者別状況】

平成23年３月31日現在

区分

株式の状況(１単元の株式数1,000株)
単元未満
株式の状況
(株)

政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等 個人
その他

計
個人以外 個人

株主数
(人)

3 60 55 240 138 2 22,35622,854 ＿

所有株式数
(単元)

4 75,2824,53615,13130,339 8 82,816208,1161,819,165

所有株式数
の割合(％)

0.00 36.17 2.18 7.27 14.58 0.00 39.80100.00 ＿

(注)　自己株式16,853,412株は、「個人その他」に16,853単元、及び「単元未満株式の状況」に412株を含めて記載して

おります。
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(7) 【大株主の状況】

平成23年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有
株式数
(千株)

発行済株式総数
に対する所有
株式数の割合(％)

日本トラスティ・サービス
信託銀行㈱

東京都中央区晴海８丁目番11号 30,961 14.75

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内８丁目７番１号 6,131 2.92

㈱京都銀行
京都府京都市下京区烏丸通松原上る薬師前町700
番地

5,875 2.80

第一生命保険㈱ 東京都千代田区有楽町１丁目13番１号 5,528 2.63

日本マスタートラスト信託銀行㈱ 東京都港区浜松町２丁目11番３号 5,114 2.44

日本興亜損害保険㈱ 東京都千代田区霞が関３丁目７番３号 4,380 2.09

資産管理サービス信託銀行㈱ 東京都中央区晴海１丁目８番12号 3,337 1.59

㈱ＧＳＩクレオス 東京都千代田区九段南２丁目３番１号 2,655 1.27

㈱みずほコーポレート銀行 東京都千代田区丸の内１丁目３番３号 2,205 1.05

CBNY DFA INTL SMALL CAP VALUE
PORTFOLIO

388　GREENWICH STREET，NY，NY10013，USA2,135 1.02

計 ― 68,321 32.56

(注) １　上記のほか当社所有の自己株式16,853千株(8.10％)があります。

２　所有株式数には、日本トラスティ・サービス信託銀行㈱30,961千株、日本マスタートラスト信託銀行㈱　　

5,114千株、資産管理サービス信託銀行㈱3,337千株、第一生命保険㈱14千株の信託業務に係る株式を含んでお

ります。

３　ブラックロック・ジャパン㈱及びその共同保有者５社から平成22年９月６日付で変更報告書の提出があり、平

成22年８月31日現在で以下の株式を保有している旨の報告を受けておりますが、当社として当事業年度末に

おける実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況には含めておりません。

氏名又は名称
所有
株式数
(千株)

発行済株式総数
に対する所有
株式数の割合(％)

ブラックロック・ジャパン㈱ 5,888 2.80

ブラックロック(ルクセンブルグ）エス・エー 813 0.39

ブラックロック・アドバイザーズ（UK）リミテッド 518 0.25

ブラックロック・インターナショナル・リミテッド 543 0.26

ブラックロック・インスティテューショナル・トラスト・
カンパニー、エヌ．エイ．

626 0.30

ブラックロック・インベストメント・マネジメント（ユーケー）
リミテッド

379 0.18

計 8,768 4.18

４　㈱三菱ＵＦＪファイナンシャルグループから、平成23年4月4日付で㈱三菱東京ＵＦＪ銀行ほか２社を共同保有

者とする変更報告書の提出があり、平成23年３月28日現在で以下の通り株式を保有している旨の報告を受け

ておりますが、三菱ＵＦＪ信託銀行㈱及び三菱ＵＦＪ投信㈱については当事業年度末における当該法人名義

の実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況には含めておりません。

氏名又は名称
所有
株式数
(千株)

発行済株式総数
に対する所有
株式数の割合(％)

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行 6,131 2.92

三菱ＵＦＪ信託銀行㈱ 4,688 2.23

三菱ＵＦＪ投信㈱ 351 0.17

計 11,170 5.32
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(8) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成23年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式

16,853,000
― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式
 

191,263,000
191,263 ―

単元未満株式
普通株式

1,819,165
―

１単元(1,000株)未満の株式
(注)

発行済株式総数 209,935,165― ―

総株主の議決権 ― 191,263 ―

(注)　単元未満株式には、当社所有の自己株式412株が含まれております。

　

② 【自己株式等】

平成23年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有
株式数の割合(％)

(自己保有株式)
グンゼ株式会社

大阪市北区梅田一丁目
８番17号

16,853,000― 16,853,000 8.10

計 ― 16,853,000― 16,853,000 8.10
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(9) 【ストックオプション制度の内容】

当社は，新株予約権方式によるストックオプション制度を採用しております。当該制度は、会社法に基

づき取締役会において決議されたものであります。

　当該制度の内容は次のとおりであります。

　

①平成19年８月３日開催の当社取締役会決議

決議年月日 平成19年８月３日

付与対象者の区分及び人数 社外取締役を除く当社取締役８名

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2)新株予約権等の状況」に記載のとおり

株式の数 同上

新株予約権の行使時の払込金額 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 同上

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 同上

　

②平成20年７月30日開催の当社取締役会決議

決議年月日 平成20年７月30日

付与対象者の区分及び人数 社外取締役を除く当社取締役８名

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2)新株予約権等の状況」に記載のとおり

株式の数 同上

新株予約権の行使時の払込金額 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 同上

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 同上

　

③平成21年７月31日開催の当社取締役会決議

決議年月日 平成21年７月31日

付与対象者の区分及び人数 社外取締役を除く当社取締役８名

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2)新株予約権等の状況」に記載のとおり

株式の数 同上

新株予約権の行使時の払込金額 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 同上

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 同上
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④平成22年８月４日開催の当社取締役会決議

決議年月日 平成22年８月４日

付与対象者の区分及び人数 社外取締役を除く当社取締役９名

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2)新株予約権等の状況」に記載のとおり

株式の数 同上

新株予約権の行使時の払込金額 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 同上

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 同上
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２ 【自己株式の取得等の状況】
　

【株式の種類等】 会社法第155条第３号及び会社法第155条第７号による普通株式の取得
　

(1) 【株主総会決議による取得の状況】

　該当事項はありません。

　
(2) 【取締役会決議による取得の状況】

区分 株式数(株) 価額の総額(円)

取締役会(平成22年6月16日)での決議状況
(取得期間 平成22年6月17日～平成22年6月23日)

1,000,000 350,000,000

当事業年度前における取得自己株式 ― ―

当事業年度における取得自己株式 1,000,000 305,194,000

残存決議株式の総数及び価額の総額 0 44,806,000

当事業年度の末日現在の未行使割合(％) 0.0 12.8

当期間における取得自己株式 ― ―

提出日現在の未行使割合(％) ― ―
　

区分 株式数(株) 価額の総額(円)

取締役会(平成22年8月4日)での決議状況
(取得期間　平成22年8月5日～平成22年9月30日)

3,000,000 1,000,000,000

当事業年度前における取得自己株式 ― ―

当事業年度における取得自己株式 3,000,000 854,281,000

残存決議株式の総数及び価額の総額 0 145,719,000

当事業年度の末日現在の未行使割合(％) 0.0 14.6

当期間における取得自己株式 ― ―

提出日現在の未行使割合(％) ― ―

　
(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

区分 株式数(株) 価額の総額(円)

当事業年度における取得自己株式 167,605 57,813,890

当期間における取得自己株式 9,944 2,880,129

(注)　「当期間における取得自己株式」欄には、平成23年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買

取による株式数は含めておりません。
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(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】
　

区分

当事業年度 当期間

株式数(株)
処分価額の総額

(円)
株式数(株)

処分価額の総額
(円)

引き受ける者の募集を行った
取得自己株式

― ― ― ―

消却の処分を行った取得自己株式 ― ― ― ―

合併、株式交換、会社分割に係る
移転を行った取得自己株式

― ― ― ―

その他
(単元未満株式の買増請求に基づき
売渡した取得自己株式)

16,922 7,994,726 4,147 1,792,892

(ストックオプションの権利行使) 28,000 12,053,884― ―

保有自己株式数 16,853,412― 16,859,209―

(注)１ 当期間における「その他」欄には、平成23年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の売渡に

よる株式数は含めておりません。

２ 当期間における「保有自己株式数」欄には、平成23年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式

の買取および売渡による株式数は含めておりません。
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３ 【配当政策】

当社は、株主の皆様に対する利益還元を経営の重要政策と位置づけ、連結配当性向30％程度を当面の目安

に、中長期的な業績見通しに基づき、安定的・継続的な利益還元を行ってまいります。

当社の剰余金の配当は、期末配当による年１回を基本方針としております。また剰余金の配当の決定機関

は、株主総会であります。

この方針のもと、当期の配当につきましては、１株当たり７円50銭としております。

　
(注)　基準日が当事業年度に属する剰余金の配当は、以下のとおりであります。

決議年月日 配当金の総額 １株当たり配当額

平成23年６月24日　定時株主総会決議 1,448百万円 ７円50銭

　

４ 【株価の推移】

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

　

回次 第111期 第112期 第113期 第114期 第115期

決算年月 平成19年３月 平成20年３月 平成21年３月 平成22年３月 平成23年３月

最高(円) 816 740 550 451 386

最低(円) 541 393 231 284 234

(注)　株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

　

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】

　

月別 平成22年10月 11月 12月 平成23年１月 ２月 ３月

最高(円) 306 305 347 371 386 359

最低(円) 277 278 293 339 337 234

(注)　 株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。
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５ 【役員の状況】

　

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(千株)

代表取締役
社長

社長執行役員
ＣＥＯ(最高
経営責任者)
兼ＣＯＯ（最高
執行責任者）

平　田　　弘 昭和22年９月５日生

昭和45年４月 当社入社

注４ 24

平成10年11月 当社アパレル事業本部管理課長

 〃 12年６月 当社取締役、管理部長兼総務部長

 〃 13年４月 当社取締役、管理部長

 〃 14年４月 当社取締役、経営戦略部次長

 〃 14年６月 当社取締役、情報システムセン

ター長兼CIO

 〃 16年６月 当社代表取締役常務取締役、経営

戦略部長兼東京支社長兼CMAO兼

CHO兼CIO

 〃 16年７月 当社代表取締役常務取締役、経営

戦略部長兼東京支社長兼CMAO兼

CHO兼CIO兼CCSRO

 〃 17年６月 当社代表取締役専務取締役、専務

執行役員、経営戦略部長兼東京支

社長兼CMAO兼CHO兼CIO兼CCSRO

 〃 18年６月 当社代表取締役社長、社長執行役

員、COO

 〃 20年６月 当社代表取締役社長、社長執行役

員、CEO兼COO

 〃 20年８月 当社代表取締役社長、社長執行役

員、アパレルカンパニー長、CEO兼

COO

 〃 22年４月 当社代表取締役社長、社長執行役

員、CEO兼COO(現)

代表取締役
常務取締役

常務執行役員
コーポレートコ
ミュニケーショ
ン部長
兼ＣＦＯ
（財務担当）
兼ＣＨＯ
（人事担当）

児　玉　　和 昭和23年11月23日生

昭和47年４月 当社入社

注４ 23

平成14年４月 当社経営戦略部経営戦略室長

 〃 17年６月 当社執行役員、ビジネスセンター

長兼CFO兼CHO代理

 〃 18年６月 当社取締役、執行役員、経営戦略部

長兼人財開発部長兼CFO兼CMAO兼

CHO代理

 〃 19年７月 当社取締役、執行役員、経営戦略部

長兼CFO兼CMAO

 〃 20年６月 当社代表取締役常務取締役、常務

執行役員、経営戦略部長兼東京支

社長兼CFO兼CMAO兼CHO

 〃 21年４月 当社代表取締役常務取締役、常務

執行役員、経営戦略部長兼コーポ

レートコミュニケーション部長兼

CFO兼CMAO兼CHO

 〃 22年４月 当社代表取締役常務取締役、常務

執行役員、コーポレートコミュニ

ケーション部長兼CFO兼CHO(現)

常務取締役

常務執行役員
エンプラ
事業部長
兼ＣＲＯ

(研究開発担当)

丹　原　英　夫 昭和23年８月20日生

昭和45年４月

平成11年６月

 〃 14年６月

 〃 16年６月

 〃 17年６月

 

当社入社

当社エンプラ事業部江南工場長

当社エンプラ事業部長

当社取締役、エンプラ事業部長

当社取締役、執行役員、エンプラ事

業部長

注４ 17

 〃 20年６月 当社常務取締役、常務執行役員、エ

ンプラ事業部長兼CRO(現)
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(千株)

常務取締役

常務執行役員
アパレル
カンパニー長
兼ＣＣＳＲＯ
（ＣＳＲ担当）

金　井　博　芳 昭和23年９月26日生

昭和47年４月 当社入社

注４ 20

平成15年４月 当社レディス＆レッグカンパニー

チェーン営業本部長

 〃 17年６月 当社執行役員、レディス＆レッグ

カンパニー次長

 〃 19年６月 当社執行役員、レディス＆レッグ

カンパニー長

 〃 20年６月 当社取締役、執行役員、レディス＆

レッグカンパニー長兼CCO

 〃 20年８月 当社取締役、執行役員、アパレルカ

ンパニー レッグウエア事業本部

長兼CCO

 〃 22年４月 当社取締役、執行役員、アパレルカ

ンパニー長兼CCO

 〃 22年６月 当社常務取締役、常務執行役員、ア

パレルカンパニー長兼CCO

 〃 23年４月 当社常務取締役、常務執行役員、ア

パレルカンパニー長兼CCSRO(現)

取締役 　 天　野　勝　介 昭和27年２月27日生

昭和50年10月 司法試験合格

注４ 2

 〃 53年４月 弁護士登録（大阪弁護士会）、田

村徳夫法律事務所入所

 〃 58年４月 北浜法律事務所（現北浜法律事務

所・外国法共同事業）移籍

 〃 60年１月 北浜法律事務所（現同上）パート

ナー(現)

平成15年２月 ㈱青山キャピタル社外監査役

（現）

 〃 22年６月 当社取締役(現)

取締役 　 白　井　　文 昭和35年５月23日生

昭和54年４月 全日本空輸㈱入社

注４

　

平成４年４月 ㈲ＱＳＣネットワーク　取締役 　

 〃 ５年６月 尼崎市議会議員　（２期８年） ―

 〃 14年12月 尼崎市長　　　　（２期８年） 　

 〃 23年６月 当社取締役(現) 　

取締役
執行役員
研究開発部長

鈴　木　昌　和 昭和29年10月29日生

昭和60年４月 当社入社

注４ 9

平成15年２月 当社研究開発センター第五研究室

長

 〃 18年６月 当社執行役員、研究開発センター

長

 〃 20年６月 当社取締役、執行役員、研究開発セ

ンター長

 〃 22年４月 当社取締役、執行役員、研究開部長

(現)

取締役

執行役員
プラスチック
カンパニー長
兼ＣＣＯ

（コンプライア
ンス担当）

服　部　和　徳 昭和31年10月20日生

昭和55年４月 当社入社

注４ 2

平成19年７月 当社プラスチックカンパニー経営

管理部長

 〃 20年４月 当社執行役員、プラスチックカン

パニー長

 〃 20年６月 当社取締役、執行役員、プラスチッ

クカンパニー長

 〃 23年４月 当社取締役、執行役員、プラスチッ

クカンパニー長兼CCO(現)
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(千株)

取締役

執行役員
経営戦略部長
兼ＣＭＡＯ
（経営・管理担

当）

浜　村　　　眞 昭和25年11月25日生

昭和48年４月 当社入社

注４ 7

平成14年２月 当社経営企画部主任部員

 〃 17年２月 グンゼ開発㈱代表取締役社長

 〃 17年６月 当社執行役員、グンゼ開発㈱代表

取締役社長

 〃 20年８月 当社執行役員、人事・総務部長

 〃 20年10月 当社執行役員、人事・総務部長兼

CHO代理

 〃 22年４月 当社執行役員、経営戦略部長兼

CMAO

 〃 22年６月 当社取締役、執行役員、経営戦略部

長兼CMAO(現)

取締役

執行役員

アパレル

カンパニー

インナーウエア

事業本部長

兼ＣＬＯ

（物流担当）

小　澤　七　洋 昭和27年６月24日生

昭和50年４月 当社入社

注４ 21

平成11年１月 当社アパレル事業本部開発課長

 〃 13年２月 当社アパレル事業本部メンズ&

キッズインナー部ＭＤ統括課長

 〃 17年３月 当社メンズ＆キッズカンパニー技

術開発課長

 〃 19年２月 当社メンズ＆キッズカンパニー次

長

 〃 20年４月 当社執行役員、メンズ＆キッズカ

ンパニー次長

 〃 20年８月 当社執行役員、アパレルカンパ

ニー インナーウエア事業本部次

長

 〃 22年４月 当社執行役員、アパレルカンパ

ニー インナーウエア事業本部長

兼CLO

 〃 22年６月 当社取締役、執行役員、アパレルカ

ンパニー インナーウエア事業本

部長兼CLO(現)

監査役

(常勤)
　 下　井　幸　夫 昭和26年２月19日生

昭和49年４月 当社入社

注５ 9

平成10年11月 当社靴下事業部管理課長

 〃 14年６月 当社経営戦略部 経営戦略室 経理

財務担当マネージャー

 〃 18年６月 当社経営戦略部 財務経理統括室

長

 〃 21年３月 日東精工㈱監査役(現)

 〃 21年６月 当社監査役(現)

監査役 　 亀　德　忠　正 昭和20年9月15日生

昭和44年７月 ㈱三菱銀行（現㈱三菱東京ＵＦＪ

銀行）入行

注６ 2

平成９年６月 ㈱東京三菱銀行（現㈱三菱東京Ｕ

ＦＪ銀行）取締役

 〃 11年３月 ㈱レナウン　顧問

 〃 11年４月 同社　代表取締役常務

 〃 12年４月 同社　代表取締役専務

 〃 19年６月 ㈱丸井(現㈱丸井グループ) 常勤

監査役(現)

 〃 23年６月 当社監査役(現)
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(千株)

監査役 　 杉　山　清　次 昭和22年４月17日生

昭和46年７月 ㈱日本勧業銀行（現㈱みずほ銀

行）入行

注６ ―

平成11年６月 ㈱第一勧業銀行（現㈱みずほ銀

行）取締役

 〃 12年５月

 〃 14年４月

同社常務取締役

㈱みずほコーポレート銀行　常務

執行役員

 〃 15年３月 ㈱みずほファイナンシャルグルー

プ　副社長執行役員

 〃 16年３月 ㈱みずほ銀行　取締役頭取

 〃 20年４月 全国銀行協会　会長

 〃 21年４月 ㈱みずほ銀行　取締役会長

 〃 22年11月 東京商工会議所　副会頭(現)

日本商工会議所　特別顧問(現)

 〃 23年６月 ジェイエフイーホールディングス

㈱　監査役(現)

 〃 　 〃 当社監査役(現)

監査役 　 藤　田　　　博 昭和25年１月５日生

昭和49年４月 当社入社

注７ 6

平成15年12月 当社メンズ＆キッズカンパニー 

ハウスカジュアルセンター所長

 〃 18年４月 当社メンズ＆キッズカンパニー次

長

 〃 19年６月 当社執行役員、メンズ＆キッズカ

ンパニー次長

 〃 20年４月 当社執行役員、メンズ＆キッズカ

ンパニー長

 〃 20年６月 当社取締役、執行役員、メンズ＆

キッズカンパニー長兼CLO

 〃 20年８月 当社取締役、執行役員、アパレルカ

ンパニー インナーウエア事業本

部長兼CLO

 〃 22年４月 当社取締役、執行役員、アパレルカ

ンパニー長付

 〃 22年６月 当社監査役(現)

   計 142

(注)１　取締役 天野　勝介氏及び白井　文氏は、会社法第２条第15号に定める「社外取締役」であります。

２　監査役 亀德　忠正氏及び杉山　清次氏は、会社法第２条第16号に定める「社外監査役」であります。

３　監査役 下井 幸夫氏は、当社における経理財務部門での経験を有し、また監査役 亀德　忠正氏及び杉山　清　次氏

は、金融機関における長年の経験があり、いずれも財務及び会計に関する相当程度の知見を有しております。

４　取締役の任期は、平成23年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成24年３月期に係る定時株主総会終結の

時までであります。

５　監査役 下井　幸夫氏の任期は、平成21年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成25年３月期に係る定時株

主総会終結の時までであります。

６　監査役 亀德　忠正氏及び杉山　清次氏の任期は、平成23年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成27年　３

月期に係る定時株主総会終結の時までであります。

７　監査役　藤田　博氏は、任期満了前に退任した監査役の補欠として選任された監査役であり、任期は平成25年３月

期に係る定時株主総会終結の時までであります。
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８　当社は、取締役会の活性化と意思決定の迅速化及び業務執行体制の強化を図るため、執行役員制度を導入してお

ります。執行役員16名のうち、取締役を兼務していない執行役員は以下の８名であります。

職　　名 氏　　名

常務執行役員・電子部品事業部長 忰　山　　　滋

執行役員・開発事業部長 四　方　仁　史

執行役員・メディカル事業部長 鵜　家　邦　良

執行役員・グンゼ開発㈱代表取締役社長 赤　木　庸　二

執行役員・アパレルカンパニー インナーウエア事業本部次長 山　田　篤　史

執行役員・人事・総務部長兼ＣＨＯ（人事担当）代理 赤　瀬　康　宏

執行役員・アパレルカンパニー レッグウエア事業本部長 廣　地　　　厚

執行役員・技術開発部長
　　　　　兼ＣＴＯ（技術担当）兼ＣＩＯ（情報担当）
　　　　　兼グンゼ物流㈱代表取締役社長

友　松　孝　夫

　　 ９　当社は、法令に定める監査役の員数を欠くことになる場合に備え、会社法第329条第２項に定める補欠監査役１

名を選出しております。補欠監査役の略歴は以下のとおりであります。

　　（氏名）　　　（生年月日）　　　　　（略歴）　　　　　　　　　　　　　　　　 （所有株式数）

　　井上　圭吾　　昭和30年４月23日生　　昭和56年10月　司法試験合格　　　　　　　　 　　－

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 〃 59年４月　弁護士登録（大阪弁護士会所属）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　 網本法律事務所（現アイマン総合法律事務所）

                                                      入所(現)
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６ 【コーポレート・ガバナンスの状況等】
　

(1) 【コーポレート・ガバナンスの状況】

１．企業統治の体制

（企業統治体制の概要）

当社は監査役会設置会社であり、監査役会は社外監査役２名を含む監査役４名（平成23年６月27日現

在）で構成されております。監査役は、取締役会等の重要会議への出席、当社事業部門・管理部門への往

査、国内外の子会社調査等を実施し、経営への監視機能を果たしております。

　現行の経営体制（平成23年６月27日現在）は、社外取締役２名を含む取締役10名であります。また、意思

決定の迅速化及び業務執行体制の強化を図るため執行役員制度を導入しており、取締役兼務者８名を含

む執行役員16名を選任しております。なお、経営責任の明確化を図るとともに、経営環境の変化により迅

速に対応できる経営体制とするために、取締役及び執行役員の任期は１年としております。取締役会は、

原則として月１回開催（平成23年３月期は13回開催）されており、業務執行に関する重要事項や法令、定

款で定められた事項の決定を行うとともに、取締役の職務執行状態を監督しております。これと併せて

チーフオフィサー９名で構成される経営執行会議を概ね週１回開催（平成23年３月期は31回開催）し、

業務執行に関する重要事項の審議を行い、意思決定の迅速化を図っております。
　
　

企業統治体制の模式図は次のとおりです。

　

（現行の企業統治体制を採用している理由）

当社は、企業価値を継続的に増大させていくという経営の基本方針を実現するために、コンプライアン

スの重要性を認識し、社会・経済環境に対応した迅速な意思決定と適時・適切な情報開示に努め、経営の

透明性向上を図ることによって株主価値を高めることを経営上の最も重要な課題の一つとして取り組ん

でおります。その実現にあたっては、社外取締役及び社外監査役の設置により経営の透明性を確保し、ま

た、迅速な意思決定及び経営・業務執行の監視が機能する企業統治体制を整備する必要があることから、

現行の体制を採用しております。
　

（内部統制システム及びリスク管理体制の整備状況）

内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況については以下のとおりであり、当社取

締役会でその内容を決議しております。

(1)取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

①　当社は、当社グループ構成員の具体的な行動指針として制定した「グンゼ行動規範」を周知徹底

し経営理念の実現を図るものとする。

②　当社は、当社グループのＣＳＲへの取り組みを強化するためＣＳＲ推進室を設置し、ＣＳＲ統括

役員(ＣＣＳＲＯ)を任命するとともに、特に法令等遵守と企業倫理の確立を図るためにコンプ

ライアンス担当役員(ＣＣＯ)を任命する。また、「ＣＳＲ規程」「コンプライアンス規程」等に

基づき、組織横断的に統括する組織である「全社ＣＳＲ委員会」(委員長：ＣＣＳＲＯ)におい

て、法令等遵守のための体制強化を図るものとする。

③　当社は、「取締役会規則」に基づき、取締役会を原則として毎月1回開催し、取締役会は当社グ

ループの重要な業務執行の決定を行うとともに、取締役の職務執行を監督するものとする。

④　当社は、取締役会の経営監視機能の強化を図るため、独立性の高い社外取締役を選任するものと
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する。

⑤　当社は、取締役・執行役員・監査役を対象としたＣＳＲセミナーを定期的に実施し、違法行為や

不正の未然防止に努めるものとする。

⑥　常勤監査役は、「監査役監査規程」に基づき取締役会のほか重要な会議に出席し、取締役の職務

執行を監査するものとする。

⑦　当社は、市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的な勢力及び団体からの要求には、全社を

あげて迅速かつ組織的に対応するとともに、外部専門機関と連携を図り、断固排除する姿勢を堅

持するものとする。

⑧　当社は、「情報開示規程」に基づき、情報取扱責任者を置いて、当社グループの会社情報の的確な

管理・統制を図るとともに、開かれた企業グループとして、適正な情報を迅速かつ公正に開示す

るものとする。

(2)取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

当社は、株主総会議事録、取締役会議事録、稟議書、契約書などの取締役の職務遂行に係る文書、資

料、情報については、「文書規程」等によって保存・管理を行うものとする。

(3)損失の危険の管理に関する規程その他の体制

①　当社は、「リスク管理規程」に基づき、当社グループの組織横断的なリスク管理体制を強化し、リ

スク全般についてその未然防止や不測の事態への適切な対応を図るものとする。特に情報リス

クに関しては、「ＩＴセキュリティ方針」「ＩＴセキュリティ対策標準」に基づき、当社グルー

プの情報資産の保護に努めるものとする。

②　当社は、「営業秘密管理基本規程」「営業秘密管理基準」に基づき、組織横断的に統括する組織

である「営業秘密管理委員会」（委員長：ＣＣＯ）を置いて、当社グループにおける営業秘密

の適正な管理に努め、重要な営業秘密の漏洩防止を図るものとする。

(4)取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

①　当社は、取締役会の機能をより強化し経営効率を向上させるため、「経営執行会議規約」に基づ

き、チーフオフィサーで構成される経営執行会議を概ね週1回開催し、当社グループの業務執行

に関する重要事項の審議を行うものとする。

②　当社は、業務の意思決定・監督機能と業務執行機能を分離し、取締役会のチェック機能を強化す

るとともに、取締役会の活性化と意思決定の迅速化を図るため、執行役員制度をとるものとす

る。

③　当社は、変化の激しい経営環境に機敏に対応し、経営責任の明確化を図るため、取締役の任期を1

年とする。

④　当社は、「業務分掌内規」「カンパニー長責任権限規程」「事業グループ長責任権限規程」を遵

守し、当社グループの内部統制の妥当性確保、業務執行手続きの明確化並びに経営・管理の効率

向上に努めるものとする。

⑤　当社は、当社グループの業務執行を効率的に行うため、全社プロジェクト活動を通じて、ＩＴを活

用した業務改革を推進するものとする。

⑥　監査役は、取締役が善管注意義務に則り行う当社グループの内部統制システムの構築・運用状況

について監視・検証するものとする。

(5)使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

①　当社は、コンプライアンスの徹底を図るため、当社グループ構成員に対して必要な教育・研修を

定期的に実施するほか、法令の制定・改正が行われた場合、また当社グループや他社で重大な不

祥事や事故が発生した場合には、すみやかに必要な教育・研修を実施するものとする。

②　当社は、当社グループに適用する規程・規約を社内イントラネットに掲載し、使用人がいつでも

縦覧できるようにするものとする。

③　コンプライアンスに関する情報については、相談・通報の窓口「なんでも相談ホットライン」を

通して使用人が直接通報を行う手段を確保し、不祥事や事故の未然防止に努めるものとする。特

に重大な法令違反、その他のコンプライアンスに関する重要な事実を発見したときは、社長(Ｃ

ＯＯ)又はコンプライアンス担当役員(ＣＣＯ)にも直接通報するものとする。
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(6)企業集団における業務の適正を確保するための体制

①　当社は、「全社ＣＳＲ委員会」による統括のもと、当社各部門・グループ各社にコンプライアン

ス推進責任者を置き、コンプライアンスの徹底を図るものとする。特にＩＴセキュリティについ

ては、当社各部門・グループ各社にＩＴセキュリティ責任者(ＤＩＯ：ディビジョン・インフォ

メーション・オフィサー)を置き、管理の徹底を図るものとする。

②　当社は、当社グループ各社の経営について、その自主性を尊重しつつ、事業内容の定期報告と重要

案件についての事前協議等を通じて指導・助言を行い、業務の適正化を図るものとする。

③　業務監査室は、当社グループの業務全般に係わる内部統制の有効性について監査し、企業集団と

しての業務の適正と効率性確保を図るものとする。

④　監査役は、前項③の監査報告に基づき、監査を必要とする当社グループ会社に対して、内部統制の

有効性、企業集団としての業務の適正と効率性について監査を行うものとする。なお、監査役が

必要と認めた場合については、当社グループ会社に対して、監査役が直接監査を行うものとす

る。

(7)財務報告の信頼性を確保するための体制

当社は、金融商品取引法に定める財務報告に係る当社グループの内部統制の有効性を的確に評価

するため、「内部統制実施基準」に基づき、内部統制評価責任者（ＣＦＯ）ほか各種責任者を置い

て、連結財務諸表を構成する当社及び連結子会社の内部統制を整備・運用・評価し、その結果を内部

統制報告書として公表するものとする。

(8)監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項

監査役は、監査業務を補助するため、「監査役監査規程」に基づき必要に応じて業務監査室等の使

用人を使用できるものとする。

(9)補助使用人の取締役からの独立性に関する事項

監査役により監査業務に必要な命令を受けた使用人は、その命令に関して、取締役、業務監査室長

等、上長の指揮命令を受けないものとする。

(10)取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告に関する体制

①　取締役は、会社の信用や業績に大きな悪影響を与えるなど、当社グループに著しい損害を及ぼす

おそれのある事実を発見したときは、適切な措置を講ずるとともに、遅滞なくその事実を監査役

に報告するものとする。

②　取締役及び使用人は、監査役から監査において必要となる報告の要求があった場合には、遅滞な

く報告するものとする。

③　業務監査室長は、業務監査室による監査指摘事項を遅滞なく監査役に報告するものとする。

④　取締役及び使用人は、上記(5)の③に基づく情報のうち重要な事項については、遅滞なく監査役に

報告するものとする。
　

(11)その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

①　監査役は、「監査役会規則」「監査役監査規程」に基づき、監査方針の策定や業務分担等を行い、

定期的に代表取締役、会計監査人及び業務監査室と意見交換、情報交換を行うものとする。

②　監査役は、取締役及び使用人に監査指摘事項を提出するとともに、必要に応じて該当部門の是正

勧告や助言を行うなど、内部統制が有効に機能するよう努めるものとする。

③　監査役の半数以上は社外監査役とし、監査における透明性を確保するものとする。

（社外取締役及び社外監査役との間で締結している責任限定契約の概要）

　社外取締役２名及び社外監査役２名は、当社と会社法第423条第１項の賠償責任を限定する契約を締結

しており、当該契約に基づく賠償責任限度額は、600万円又は法令の定める最低限度額のいずれか高い額

となります。
　

２．内部監査及び監査役監査

（内部監査部門の状況）

当社は、関係会社を含めた業務プロセスの適正性及び経営の効率性を監査する目的で、社長直轄の内部

監査部門として業務監査室を設置しております。現在５名のスタッフにより内部監査を実施しており、内

部統制機能の充実を図っております。
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（監査役監査の状況）

　監査役監査の組織及び人員については、６ コーポレート・ガバナンスの状況等(1) コーポレート・ガ

バナンスの状況 １．企業統治の体制（企業統治体制の概要）をご参照ください。また、財務及び会計に

関する相当程度の知見を有する監査役の状況については、５ 役員の状況(注)3をご参照ください。

（監査役と内部監査部門の連携状況）

監査役及び監査役会は、年初に内部監査部門である業務監査室と、内部監査計画の概要、内部監査項目

についての事前確認を行っております。また、必要に応じて業務監査室の往査及び監査講評に立ち会うほ

か、内部監査実施後には、業務監査室から監査結果について報告を受けております。

（監査役と会計監査人の連携状況）

監査役及び監査役会は、年初に会計監査人からの監査計画の概要や重点監査項目についての報告を受

け、その妥当性についての意見を述べております。監査結果等に関する意見交換を会計監査人との間で適

宜行うなど、緊密な連携を維持しております。また、必要に応じて会計監査人の往査及び監査講評に立ち

会うほか、会計監査人から会計監査報告を受けるとともに、監査の品質管理体制について文書等による説

明を受けその妥当性を確認しております。この他にも会計監査人に対して、監査の実施経過について適宜

報告を求めるなど、恒常的な連携を維持しております。

３．社外取締役及び社外監査役

当社は、経営の透明性及び意思決定の妥当性・適正性を確保するため、社外取締役２名及び社外監査役

２名を選任しております。

　社外取締役は、社外の専門的な知識・経験と公正かつ客観的な立場から、取締役会において助言・提言

を行うとともに、経営トップ及び取締役等と経営に関する意見交換を行っております。

　また、社外監査役は、金融機関における経験と独立的な立場から、取締役会並びに監査役会において公正

な意見表明を行うとともに、主要な事業場等への実地調査を行い各部門の業務執行状況についての聴取

及び提言を行っております。なお、社外監査役と内部監査部門及び会計監査人との相互連携の状況につい

ては、６ コーポレート・ガバナンスの状況等 (1) コーポレート・ガバナンスの状況 ２．内部監査及び

監査役監査をご参照ください。

（会社と社外取締役及び社外監査役の人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関係）

社外取締役及び社外監査役と当社との間には特別な利害関係はありません。
　

４．役員の報酬等

(1)提出会社の役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数

役員区分
報酬等の総額
（百万円）

報酬等の種類別の総額（百万円）
対象となる
役員の員数
（名）基本報酬 ストックオプション 賞与

取締役
(社外取締役を除く)

202 123 63 15 10

監査役
(社外監査役を除く)

22 22 － － 3

社外役員 24 24 － － 5

(2)提出会社の役員ごとの連結報酬等の総額等

連結報酬等の総額が１億円以上である者が存在しないため、記載しておりません。
　

(3)使用人兼務役員の使用人給与のうち、重要なもの

使用人兼務役員の使用人給与のうち、重要なものはありませんので、記載しておりません。
　

(4)役員の報酬等の額の決定に関する方針

　当社は、取締役及び監査役の報酬等について、平成19年６月27日開催の第111期定時株主総会の決議

により、取締役及び監査役それぞれの報酬限度額を決定しております。

　取締役の報酬は世間水準及び従業員とのバランスを考慮し、また、賞与は業務執行状況を評価し、代

表取締役が協議の上、決定しております。社外取締役に対する賞与は支払っておりません。

　監査役の報酬は取締役の報酬等を参考に監査役会が協議し決定しております。なお、賞与は支払っ

ておりません。

　また、第111期定時株主総会終結の時をもって役員退職慰労金制度を廃止し、別に定める規程に基づ

き、社外取締役を除く取締役に対して、株式報酬型ストックオプションとして新株予約権を発行して

おります。
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５．株式の保有状況

(1)保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式

銘柄数　　　　　　　　　　　 　105銘柄

貸借対照表計上額の合計額　　14,697百万円
　

(2)保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式の保有区分、銘柄、株式数、貸借対照表計上額及び

保有目的

（前事業年度）

　特定投資株式

銘柄
株式数
（株）

貸借対照表計上額
（百万円）

保有目的

㈱京都銀行 10,458,638 9,004取引関係維持・強化のため

㈱三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループ 6,265,040 3,069取引関係維持・強化のため

㈱ＧＳＩクレオス 9,321,376 1,053取引関係維持・強化のため

イオン㈱ 893,069 947取引関係維持・強化のため

東レ㈱ 1,225,400 669取引関係維持・強化のため

日東精工㈱ 2,084,992 592関係維持・強化のため

日清紡ホ－ルディングス㈱ 518,000 501取引関係維持・強化のため

㈱ホギメディカル 93,500 402取引関係維持・強化のため

㈱みずほフィナンシャルグループ 1,831,460 338取引関係維持・強化のため

倉敷紡績㈱ 1,176,487 187取引関係維持・強化のため

(注) 貸借対照表計上額が資本金額の100分の１以下である銘柄も含め、上位10銘柄を記載しております。

（当事業年度）

　特定投資株式

銘柄
株式数
（株）

貸借対照表計上額
（百万円）

保有目的

㈱京都銀行 10,458,638 7,697取引関係維持・強化のため

㈱三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループ 6,265,040 2,405取引関係維持・強化のため

㈱ＧＳＩクレオス 9,321,376 1,006取引関係維持・強化のため

日東精工㈱ 2,084,992 562関係維持・強化のため

日清紡ホ－ルディングス㈱ 518,000 418取引関係維持・強化のため

㈱ホギメディカル 93,500 332取引関係維持・強化のため

㈱みずほフィナンシャルグループ 1,831,460 252取引関係維持・強化のため

倉敷紡績㈱ 1,176,487 178取引関係維持・強化のため

ユニー㈱ 221,274 170取引関係維持・強化のため

第一生命保険㈱ 1,040 130取引関係維持・強化のため

日本ユニシス㈱ 218,600 119
情報システム子会社の共同出資等の取
引関係維持・強化のため

㈱千趣会 237,000 117取引関係維持・強化のため

㈱しまむら 11,491 84取引関係維持・強化のため

三共生興㈱ 258,600 73取引関係維持・強化のため

新光商事㈱ 100,000 72取引関係維持・強化のため

原信ナルスホ－ルディングス㈱ 52,944 69取引関係維持・強化のため

三京化成㈱ 346,500 67取引関係維持・強化のため

㈱ライフコーポレーション 53,301 66取引関係維持・強化のため

Ｊ．フロントリテイリング㈱ 189,586 65取引関係維持・強化のため

㈱いなげや 55,762 49取引関係維持・強化のため
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　みなし保有株式

銘柄
株式数
（株）

貸借対照表計上額
（百万円）

保有目的

三菱商事㈱ 428,800 990
議決権行使の指図権限を有しておりま
す

イオン㈱ 854,800 824同上

住友信託銀行㈱ 1,459,000 640同上

㈱三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループ 1,644,000 631同上

㈱群馬銀行 419,000 184同上

㈱池田泉州ホ－ルディングス 1,357,900 153同上

㈱四国銀行 563,000 143同上

㈱山梨中央銀行 350,000 141同上

㈱ヤクルト本社 65,300 138同上

㈱第四銀行 458,000 125同上

(注)１　貸借対照表計上額が資本金額の100分の１以下である銘柄も含め、上位30銘柄を記載しております。

２　貸借対照表計上額の上位銘柄を選定する段階で、特定投資株式とみなし保有株式の合算は行っておりません。

　
(3)保有目的が純投資目的である投資株式

該当株式はありません。

　

６．会計監査の状況

当社は、会社法に基づく会計監査人及び金融商品取引法に基づく会計監査に協立監査法人を選任して

おります。当期において会計監査業務を執行した公認会計士の氏名、会計監査業務に係る補助者の構成に

ついては次のとおりであります。　　　　　　　

・会計監査業務を執行した公認会計士の氏名

　代表社員 業務執行社員  南部敏幸、業務執行社員  作花弘美

・会計監査業務に係る補助者の構成

　公認会計士  ７名、公認会計士試験合格者  ２名

　
７．取締役の定数

　　当社の取締役は15名以内とする旨を定款に定めております。

　
８．取締役の選任の決議要件

当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有

する株主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨及び選任決議は累積投票によらない旨を定款に

定めております。　　　　　

　
９．取締役会で決議できる株主総会決議事項

　（自己株式の取得）

当社は、会社法第165条第２項の規定に従い、取締役会の決議によって自己株式を取得することができ

る旨を定款に定めております。これは、機動的に自己株式の取得を行うことを目的とするものでありま

す。　　　　　

　
10．株主総会の特別決議要件

当社は、株主総会の円滑な運営を行うことを目的として、会社法第309条第２項に定める株主総会の特

別決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、そ

の議決権の３分の２以上をもって行う旨を定款に定めております。　　　　　
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(2) 【監査報酬の内容等】

① 【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

　

区分

前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に
基づく報酬(百万円)

非監査業務に
基づく報酬(百万円)

監査証明業務に
基づく報酬(百万円)

非監査業務に
基づく報酬(百万円)

提出会社 37 － 37 －

連結子会社 3 － 3 －

計 40 － 40 －

　

② 【その他重要な報酬の内容】

該当事項はありません。

　

　

③ 【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

該当事項はありません。

　

　

④ 【監査報酬の決定方針】

当社の監査報酬は、監査法人が当社の監査上のリスク等を踏まえた監査計画を基に算定した監査報

酬案について、監査活動の独立性及び実効性の確保の観点から検証を行い、さらに、その効率性及び適

正性について検討を加え、監査役会の同意を得たうえで決定しております。
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第５ 【経理の状況】

１　連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令

第28号。以下「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、前連結会計年度(平成21年４月１日から平成22年３月31日まで)は、改正前の連結財務諸表規則に

基づき、当連結会計年度(平成22年４月１日から平成23年３月31日まで)は、改正後の連結財務諸表規則に

基づいて作成しております。

　

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。

以下「財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、前事業年度(平成21年４月１日から平成22年３月31日まで)は、改正前の財務諸表等規則に基づ

き、当事業年度(平成22年４月１日から平成23年３月31日まで)は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作

成しております。

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前連結会計年度(平成21年４月１日から平成

22年３月31日まで)及び当連結会計年度(平成22年４月１日から平成23年３月31日まで)の連結財務諸表、並

びに前事業年度(平成21年４月１日から平成22年３月31日まで)及び当事業年度(平成22年４月１日から平

成23年３月31日まで)の財務諸表について、協立監査法人による監査を受けております。

　

３　連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組み

当社は、連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みを行っております。具体的には、会計基

準等の内容を適切に把握できる体制を整備するため、公益財団法人財務会計基準機構へ加入しております。
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１【連結財務諸表等】
(1)【連結財務諸表】
①【連結貸借対照表】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成22年３月31日)

当連結会計年度
(平成23年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 5,496 6,905

受取手形及び売掛金 27,141 27,122

商品及び製品 19,291 17,436

仕掛品 6,087 6,423

原材料及び貯蔵品 4,606 5,673

短期貸付金 437 456

繰延税金資産 1,673 1,980

その他 2,183 1,752

貸倒引当金 △54 △28

流動資産合計 66,864 67,722

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 97,397 97,143

減価償却累計額 △58,483 △60,373

建物及び構築物（純額） ※3
 38,913

※3
 36,770

機械装置及び運搬具 91,489 90,327

減価償却累計額 △77,257 △77,516

機械装置及び運搬具（純額） 14,231 12,811

工具、器具及び備品 6,141 6,538

減価償却累計額 △5,077 △5,518

工具、器具及び備品（純額） 1,064 1,020

土地 ※2, ※3
 12,067

※2, ※3
 11,996

リース資産 25 28

減価償却累計額 △8 △12

リース資産（純額） 17 16

建設仮勘定 4,255 4,854

有形固定資産合計 70,550 67,468

無形固定資産

ソフトウエア 1,096 1,960

その他 256 230

無形固定資産合計 1,352 2,190

投資その他の資産

投資有価証券 ※3, ※4
 20,791

※3, ※4
 16,698

長期貸付金 759 525

繰延税金資産 3,377 3,966

その他 ※4
 5,456

※4
 5,493

貸倒引当金 △383 △147

投資その他の資産合計 30,001 26,536

固定資産合計 101,904 96,194

資産合計 168,768 163,917
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成22年３月31日)

当連結会計年度
(平成23年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 8,398 7,844

短期借入金 4,399 3,993

コマーシャル・ペーパー 9,500 12,800

1年内返済予定の長期借入金 1,525 1,081

未払法人税等 478 509

賞与引当金 1,430 1,311

設備関係支払手形 701 635

その他 ※3
 7,416

※3
 7,081

流動負債合計 33,849 35,257

固定負債

長期借入金 2,825 5,175

退職給付引当金 5,040 4,623

長期預り敷金保証金 ※3
 9,024

※3
 4,906

その他 473 608

固定負債合計 17,363 15,313

負債合計 51,212 50,571

純資産の部

株主資本

資本金 26,071 26,071

資本剰余金 14,085 14,082

利益剰余金 ※1
 79,727

※1
 80,033

自己株式 △6,089 △7,286

株主資本合計 113,794 112,900

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 4,788 2,592

繰延ヘッジ損益 △254 △416

土地再評価差額金 ※2
 △400

※2
 △400

為替換算調整勘定 △1,179 △2,228

その他の包括利益累計額合計 2,953 △452

新株予約権 149 200

少数株主持分 658 697

純資産合計 117,556 113,345

負債純資産合計 168,768 163,917
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②【連結損益計算書及び連結包括利益計算書】
【連結損益計算書】

（単位：百万円）

前連結会計年度
(自 平成21年４月１日
　至 平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年４月１日
　至 平成23年３月31日)

売上高 138,116 133,705

売上原価 ※1
 101,102

※1
 97,295

売上総利益 37,014 36,409

販売費及び一般管理費 ※2, ※3
 35,051

※2, ※3
 33,324

営業利益 1,963 3,085

営業外収益

受取利息 31 28

受取配当金 354 335

固定資産賃貸料 413 582

為替差益 59 －

投資有価証券割当益 － 145

その他 500 254

営業外収益合計 1,360 1,346

営業外費用

支払利息 212 163

固定資産賃貸費用 375 479

為替差損 － 239

その他 201 263

営業外費用合計 789 1,146

経常利益 2,534 3,285

特別利益

固定資産売却益 ※4
 112

※4
 484

投資有価証券売却益 0 －

貸倒引当金戻入額 － 17

違約金収入 － 1,337

退職給付信託設定益 3,297 969

その他 － 33

特別利益合計 3,410 2,842

特別損失

固定資産除売却損 ※5
 187

※5
 133

投資有価証券売却損 22 －

投資有価証券評価損 181 8

関係会社投融資評価損失 186 －

退職給付費用数理差異償却額 ※6
 2,679

※6
 2,247

事業構造改善費用 108 287

災害による損失 － 223

研究開発費処理の変更に伴う損失 240 －

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 62

その他 45 146

特別損失合計 3,652 3,110

税金等調整前当期純利益 2,292 3,016
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（単位：百万円）

前連結会計年度
(自 平成21年４月１日
　至 平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年４月１日
　至 平成23年３月31日)

法人税、住民税及び事業税 759 567

法人税等調整額 609 645

法人税等合計 1,369 1,213

少数株主損益調整前当期純利益 － 1,803

少数株主利益 81 6

当期純利益 841 1,796

EDINET提出書類
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【連結包括利益計算書】
（単位：百万円）

前連結会計年度
(自 平成21年４月１日
　至 平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年４月１日
　至 平成23年３月31日)

少数株主損益調整前当期純利益 － 1,803

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 － △2,195

繰延ヘッジ損益 － △161

為替換算調整勘定 － △1,102

その他の包括利益合計 － ※2
 △3,459

包括利益 － ※1
 △1,656

（内訳）

親会社株主に係る包括利益 － △1,609

少数株主に係る包括利益 － △46

EDINET提出書類

グンゼ株式会社(E00520)

有価証券報告書

 52/125



③【連結株主資本等変動計算書】
(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成21年４月１日
　至 平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年４月１日
　至 平成23年３月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 26,071 26,071

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 26,071 26,071

資本剰余金

前期末残高 14,087 14,085

当期変動額

自己株式の処分 △2 △2

当期変動額合計 △2 △2

当期末残高 14,085 14,082

利益剰余金

前期末残高 80,888 79,727

当期変動額

剰余金の配当 △1,972 △1,479

当期純利益 841 1,796

連結範囲の変動 △21 △8

土地再評価差額金の取崩 － 0

その他 △8 △3

当期変動額合計 △1,161 305

当期末残高 79,727 80,033

自己株式

前期末残高 △6,088 △6,089

当期変動額

自己株式の取得 △14 △1,217

自己株式の処分 13 20

当期変動額合計 △1 △1,197

当期末残高 △6,089 △7,286

株主資本合計

前期末残高 114,959 113,794

当期変動額

剰余金の配当 △1,972 △1,479

当期純利益 841 1,796

連結範囲の変動 △21 △8

土地再評価差額金の取崩 － 0

自己株式の取得 △14 △1,217

自己株式の処分 10 17

その他 △8 △3

当期変動額合計 △1,164 △894

当期末残高 113,794 112,900
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成21年４月１日
　至 平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年４月１日
　至 平成23年３月31日)

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金

前期末残高 5,538 4,788

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△749 △2,195

当期変動額合計 △749 △2,195

当期末残高 4,788 2,592

繰延ヘッジ損益

前期末残高 △128 △254

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△126 △161

当期変動額合計 △126 △161

当期末残高 △254 △416

土地再評価差額金

前期末残高 △400 △400

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

－ △0

当期変動額合計 － △0

当期末残高 △400 △400

為替換算調整勘定

前期末残高 △1,233 △1,179

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

53 △1,048

当期変動額合計 53 △1,048

当期末残高 △1,179 △2,228

その他の包括利益累計額合計

前期末残高 3,776 2,953

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△822 △3,406

当期変動額合計 △822 △3,406

当期末残高 2,953 △452

新株予約権

前期末残高 84 149

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 64 50

当期変動額合計 64 50

当期末残高 149 200

少数株主持分

前期末残高 681 658

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △23 38

当期変動額合計 △23 38

当期末残高 658 697
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グンゼ株式会社(E00520)

有価証券報告書

 54/125



(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成21年４月１日
　至 平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年４月１日
　至 平成23年３月31日)

純資産合計

前期末残高 119,501 117,556

当期変動額

剰余金の配当 △1,972 △1,479

当期純利益 841 1,796

連結範囲の変動 △21 △8

土地再評価差額金の取崩 － 0

自己株式の取得 △14 △1,217

自己株式の処分 10 17

その他 △8 △3

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △780 △3,316

当期変動額合計 △1,945 △4,210

当期末残高 117,556 113,345
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

前連結会計年度
(自 平成21年４月１日
　至 平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年４月１日
　至 平成23年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益 2,292 3,016

減価償却費 8,169 7,898

貸倒引当金の増減額（△は減少） 8 △26

退職給付引当金の増減額（△は減少） △599 △1,242

賞与引当金の増減額（△は減少） △236 △114

受取利息及び受取配当金 △386 △363

支払利息 212 163

固定資産除売却損益（△は益） 74 △350

投資有価証券売却及び評価損益（△は益） 203 8

退職給付信託設定損益（△は益） △3,297 △969

退職給付費用数理差異償却額（△は益） 2,679 2,247

研究開発費処理の変更に伴う損失 240 －

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 62

災害による損失 － 223

事業構造改善費用 － 287

違約金収入 － △1,337

その他の損益（△は益） △119 △175

売上債権の増減額（△は増加） 3,568 △280

たな卸資産の増減額（△は増加） 5,019 △51

その他の流動資産の増減額（△は増加） △15 335

仕入債務の増減額（△は減少） △1,310 △232

預り敷金及び保証金の増減額（△は減少） △646 △2,712

その他の流動負債の増減額（△は減少） 5 △962

その他の固定負債の増減額（△は減少） △2 32

小計 15,863 5,459

利息及び配当金の受取額 386 364

利息の支払額 △246 △199

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） 365 △573

営業活動によるキャッシュ・フロー 16,369 5,050

投資活動によるキャッシュ・フロー

固定資産の取得による支出 △7,126 △6,562

固定資産の売却による収入 307 517

固定資産の除却による支出 △71 △53

投資有価証券の取得による支出 △117 △37

投資有価証券の売却による収入 7 －

貸付金の増減額（△は増加） △353 42

その他 △215 136

投資活動によるキャッシュ・フロー △7,568 △5,958
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（単位：百万円）

前連結会計年度
(自 平成21年４月１日
　至 平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年４月１日
　至 平成23年３月31日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金及びコマーシャル・ペーパーの増減
額（△は減少）

△12,601 3,184

長期借入れによる収入 3,800 3,707

長期借入金の返済による支出 △298 △1,800

配当金の支払額 △1,963 △1,472

自己株式の取得による支出 △14 △1,217

その他 △159 104

財務活動によるキャッシュ・フロー △11,237 2,506

現金及び現金同等物に係る換算差額 22 △189

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △2,414 1,409

現金及び現金同等物の期首残高 7,859 5,496

連結の範囲の変更に伴う現金及び現金同等物の増減
額（△は減少）

51 0

現金及び現金同等物の期末残高 ※
 5,496

※
 6,905
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【連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項】

前連結会計年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日)

１　連結の範囲に関する事項

　(1) 連結子会社の数　　40社

　　　主要な連結子会社の名称

「第１ 企業の概況 ４ 関係会社の状況」に記載し

ているため省略しております。

なお、当連結会計年度中に重要性の増した郡是（上

海）商貿有限公司を連結の範囲に含めることとし

ております。

１　連結の範囲に関する事項

　(1) 連結子会社の数　　39社

　　　主要な連結子会社の名称

「第１ 企業の概況 ４ 関係会社の状況」に記載し

ているため省略しております。

なお、当連結会計年度中に重要性の増した養父アパ

レル㈱を連結の範囲に含めることとし、当連結会計

年度中に当社と合併した公冠グンゼ㈱、及び当連結

会計年度中に養父アパレル㈱と合併した福知山ア

パレル㈲を連結の範囲から除外しております。

　(2) 主要な非連結子会社

　　　福島グラビア㈱

　　連結の範囲から除いた理由

非連結子会社23社は、いずれも営業規模が小さく、

連結財務諸表に与える影響が軽微であり、利益基準

及び連結企業集団に占める子会社の位置等の観点

からも重要性が乏しいため、連結の範囲から除外し

ております。

　(2) 主要な非連結子会社

　　　同左

　　連結の範囲から除いた理由

非連結子会社20社は、いずれも営業規模が小さく、

連結財務諸表に与える影響が軽微であり、利益基準

及び連結企業集団に占める子会社の位置等の観点

からも重要性が乏しいため、連結の範囲から除外し

ております。

２　持分法の適用に関する事項

非連結子会社23社及び関連会社6社（全紡グンゼ㈱

ほか）は、それぞれ、連結純損益及び利益剰余金等

に及ぼす影響が軽微であり、全体としても重要性が

乏しいため、これらの会社に対する投資は持分法を

適用せず原価法により評価しております。

２　持分法の適用に関する事項

非連結子会社20社及び関連会社5社（全紡グンゼ㈱

ほか）は、それぞれ、連結純損益及び利益剰余金等

に及ぼす影響が軽微であり、全体としても重要性が

乏しいため、これらの会社に対する投資は持分法を

適用せず原価法により評価しております。

３　連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社のうち、在外連結子会社17社の決算日は

12月31日であります。連結財務諸表の作成にあたっ

ては同日現在の財務諸表を使用し、連結決算日との

間に生じた重要な取引については連結上必要な調

整を行っております。

３　連結子会社の事業年度等に関する事項

同左

４　会計処理基準に関する事項

　(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

　　(イ)有価証券

　　　　その他有価証券

　　　　　時価のあるもの

　　　　　　決算期末日の市場価格等に基づく時価法

　　　　　　(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却

原価は移動平均法により算定)

４　会計処理基準に関する事項

　(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

　　(イ)有価証券

　　　　その他有価証券

　　　　　時価のあるもの

　　　　　　同左

　　　　　時価のないもの

　　　　　　移動平均法による原価法

　　　　　時価のないもの

　　　　　　同左

　　(ロ)デリバティブ

　　　　　時価法

　　(ロ)デリバティブ

　　　　　同左

　　(ハ)たな卸資産

　　　通常の販売目的で保有するたな卸資産

商品、製品、仕掛品、原材料、貯蔵品

主として移動平均法に基づく原価法（貸借対

照表価額は収益性の低下による簿価切下げの

方法により算出）

機械類の仕掛品

個別法に基づく原価法（貸借対照表価額は収

益性の低下による簿価切下げの方法により算

出）

　　(ハ)たな卸資産

　　　通常の販売目的で保有するたな卸資産

商品、製品、仕掛品、原材料、貯蔵品

　同左

　

　

機械類の仕掛品

　同左
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　 前連結会計年度

(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日)

　(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

　　(イ)有形固定資産

①リース資産以外の有形固定資産

当社及び国内連結子会社は主として定率法であり

ます。ただし、平成10年４月１日以降取得した建物

(建物附属設備を除く)については、定額法によっ

ております。在外連結子会社は定額法によってお

ります。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物及び構築物 ３～60年

機械装置及び運搬具 ３～15年

工具、器具及び備品 ２～20年

②リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る

リース資産

定額法（リース期間を耐用年数とし、残存価額を

零）によっております。

なお、リース取引会計基準の改正適用初年度開始

前の所有権移転外ファイナンス・リース取引につ

いては、引き続き通常の賃貸借取引に係る方法に

準じた会計処理によっております。

　(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

　　(イ)有形固定資産

①リース資産以外の有形固定資産

　同左

　

　

　

　

　

　

　 　
　 　
　 　

②リース資産

　同左

　　(ロ)無形固定資産

定額法によっております。

自社利用ソフトウェア(自社利用分)については、

社内における利用可能期間(５年)に基づく定額法

によっております。

　　(ロ)無形固定資産

　　　　　同左

　(3) 重要な引当金の計上基準

　　(イ)貸倒引当金

当社及び国内連結子会社は、売上債権等の貸倒に

よる損失に備えるため、一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につい

ては個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額

を計上しております。在外子会社は取引先の資産

内容等を考慮して計上しております。

　(3) 重要な引当金の計上基準

　　(イ)貸倒引当金

　　　　　同左

　　(ロ)賞与引当金

当社及び国内連結子会社は、従業員に対する賞与

の支給に備えるため、支給見込額のうち当期に帰

属する部分を計上しております。

　　(ロ)賞与引当金

　　　　　同左

　　(ハ)退職給付引当金

当社及び国内連結子会社は、従業員の退職給付に

備えるため、当連結会計年度末における退職給付

債務及び年金資産の見込額に基づき、当連結会計

年度末において発生していると認められる額を計

上しております。なお、会計基準変更時差異

(26,371百万円)については、適用初年度において、

当社は退職給付信託を設定し一時償却を行い、連

結子会社は一括償却しております。過去勤務債務

は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内

の一定の年数(５年～10年)による定額法により処

理しております。数理計算上の差異は、その発生の

翌連結会計年度から、従業員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数（５年間）による定額法により

処理しております。

　　(ハ)退職給付引当金

　　　　　同左
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　 前連結会計年度

(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日)

　(4) 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算

の基準

　　　外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場に

より円貨に換算し、為替差額は損益として処理し

ております。また、在外子会社(大連坤姿時装有限

公司は会計通貨が日本円のため除く)の資産・負

債及び収益・費用は、連結決算日の直物為替相場

により円貨に換算し、換算差額は為替換算調整勘

定及び少数株主持分に含めて計上しております。

　(4) 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算

の基準

　　　　同左

　(5) 重要なヘッジ会計の方法

　　　当社は、外貨建輸出入取引(金銭債権債務、予定取引)

の為替変動リスクを回避する目的で、取引の範囲

内で為替予約取引を行っており、原則として繰延

ヘッジ処理によっておりますが、外貨建債権債務

等に係る為替予約について振当処理の要件を満た

している場合は振当処理を採用しております。な

お、この輸出入取引に係る為替予約取引は、取引権

限及び取引限度額を定めた責任権限規程に基づき

行っております。

　(5) 重要なヘッジ会計の方法

　　　　同左

　――― 　(6) のれんの償却方法及び償却期間

　　　５年間で均等償却しております。

　――― 　(7) 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範

囲

　　　手許現金、要求払預金及び取得日から３カ月以内に満

期日の到来する流動性の高い、容易に換金可能で

あり、かつ価値の変動について僅小なリスクしか

負わない短期的な投資。

　(6) 消費税等の処理方法

　　　消費税及び地方消費税については税抜方式によって

おります。

　(8) 消費税等の処理方法

　　　　同左

５　連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項

　　　全面時価評価法を採用しております。

　―――

 
６　のれん及び負ののれんの償却に関する事項

　　　５年間で均等償却しております。

　―――

 
７　連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

　　　手許現金、要求払預金及び取得日から３カ月以内に満

期日の到来する流動性の高い、容易に換金可能で

あり、かつ価値の変動について僅小なリスクしか

負わない短期的な投資。

　―――
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【連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更】

　

前連結会計年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日)

(研究開発費の会計処理の変更)

従来、当社及び一部の国内子会社は、製造部門における研

究開発費については売上原価に計上しておりましたが、

研究開発のスピードを上げ事業基盤の強化を図るため、

製造部門における研究開発活動を強化していることに伴

い、売上高に対応する原価の把握をより適切に行うため、

当連結会計年度より販売費及び一般管理費に計上する方

法へ変更しております。

この変更により、従来の方法に比べ当連結会計年度の売

上原価は1,309百万円減少し、売上総利益は同額増加して

おりますが、販売費及び一般管理費が同額増加したため、

営業利益、経常利益への影響はありません。また、期首棚

卸資産に含まれていた製造間接費のうち研究開発費相当

額240百万円を特別損失に計上しており、税金等調整前当

期純利益は同額減少しております。

　―――

(退職給付に係る会計基準の一部改正)

当連結会計年度より、「退職給付に係る会計基準」の一

部改正（その３）（企業会計基準第19号　平成20年７月

31日）を適用しております。

なお、本会計基準の適用に伴う退職給付債務の変動はな

いため、当期及び翌期以降の営業利益、経常利益及び税金

等調整前当期純利益に与える影響はありません。

　―――

　――― (資産除去債務に関する会計基準の適用)

当連結会計年度より、「資産除去に関する会計基準」

（企業会計基準第18号　平成20年３月31日）及び「資産

除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準

適用指針第21号　平成20年３月31日）を適用しておりま

す。

この変更により、営業利益及び経常利益はそれぞれ５百

万円減少しており、税金等調整前当期純利益は68百万円

減少しております。

　――― (企業結合に関する会計基準等の適用)

当連結会計年度より、「企業結合に関する会計基準」

（企業会計基準第21号　平成20年12月26日）、「連結財務

諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成20

年12月26日）、「『研究開発費等に係る会計基準』の一

部改正」（企業会計基準第23号　平成20年12月26日）、

「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号

　平成20年12月26日）、「持分法に関する会計基準」（企

業会計基準第16号　平成20年12月26日公表分）及び「企

業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指

針」（企業会計基準適用指針第10号　平成20年12月26

日）を適用しております。
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【表示方法の変更】

　

前連結会計年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日)

　――― (連結損益計算書)

当連結会計年度より、「連結財務諸表に関する会計基

準」（企業会計基準第22号　平成20年12月26日）に基づ

き、財務諸表等規則等の一部を改正する内閣府令（平成

21年３月24日　内閣府令第５号）を適用し、「少数株主損

益調整前当期純利益」の科目で表示しております。

　

【追加情報】

　

前連結会計年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日)

(金融商品に関する会計基準)

当連結会計年度より、「金融商品に関する会計基準」

（企業会計基準第10号　平成20年３月10日）及び「金融

商品の時価等の開示に関する適用指針」（企業会計基準

適用指針第19号　平成20年３月10日）を適用しておりま

す。

　―――

(賃貸等不動産の時価等の開示に関する会計基準)

当連結会計年度より、「賃貸等不動産の時価等の開示に

関する会計基準」（企業会計基準第20号　平成20年11月

28日）及び「賃貸等不動産の時価等の開示に関する会計

基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第23号　平成

20年11月28日）を適用しております。

　―――

　――― (包括利益の表示に関する会計基準)

当連結会計年度より、「包括利益の表示に関する会計基

準」（企業会計基準第25号　平成22年６月30日）を適用

しております。ただし、「その他の包括利益累計額」及び

「その他の包括利益累計額合計」の前連結会計年度の金

額は、「評価・換算差額等」及び「評価・換算差額等合

計」の金額を記載しております。

　――― (セグメント情報等の開示に関する会計基準)

当当連結会計年度より、「セグメント情報等の開示に関

する会計基準」（企業会計基準第17号　平成21年３月27

日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の

適用指針」（企業会計基準適用指針第20号　平成20年３

月21日）を適用しております。
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【注記事項】

(連結貸借対照表関係)

　
前連結会計年度
(平成22年３月31日)

当連結会計年度
(平成23年３月31日)

※１　利益剰余金には、租税特別措置法に基づいて計上し

た特別償却準備金、固定資産圧縮積立金を含んで

おります。

※１　同左

　 　

※２　連結子会社であるグンゼ開発㈱は、同社の所有する

事業用土地について、土地の再評価に関する法律

(平成10年３月31日公布法律第34号)に基づき、事

業用の土地の再評価を行い、再評価差額金を純資

産の部に計上しております。

※２　連結子会社であるグンゼ開発㈱は、同社の所有する

事業用土地について、土地の再評価に関する法律

(平成10年３月31日公布法律第34号)に基づき、事

業用の土地の再評価を行い、再評価差額金を純資

産の部に計上しております。

　　(1) 再評価の方法

　　　　土地の再評価に関する法律施行令(平成10年３月31

日公布政令第119号)第２条第４号に定める地価

税法(平成３年法律第69号)第16条に規定する地

価税の課税価額の計算の基礎となる土地の価額

を算定するために国税庁長官が定めて発表した

方法により算定した価額に合理的な調整を行っ

て算定する方法を採用しております。

　　(1) 再評価の方法

　　　　同左

　　(2) 再評価を行った年月日

　　　　　　　平成12年３月31日

　　(2) 再評価を行った年月日

　　　　　　　平成12年３月31日

　　(3) 再評価を行った土地の当連結会計年度末における

時価と再評価後の帳簿価額との差額(同法第10

条の規定する差額)　　　　　　△449百万円

　　(3) 再評価を行った土地の当連結会計年度末における

時価と再評価後の帳簿価額との差額(同法第10

条の規定する差額)　　　　　　△362百万円

　 　

※３　担保資産及び担保付債務

　　(1) 担保に供している資産の額

建物(注) 22百万円

土地(注) 8

投資有価証券 582

計 613

　　　　(注)担保に供している建物・土地は、当社が理事で

ある鴻巣駅東口Ａ地区市街地再開発組合の借入

金2,476百万円に対する共同担保であります。

※３　担保資産及び担保付債務

　　(1) 担保に供している資産の額

建物(注) 21百万円

土地(注) 8

投資有価証券 573

計 603

　　　　(注)担保に供している建物・土地は、当社が理事で

ある鴻巣駅東口Ａ地区市街地再開発組合の借入

金2,327百万円に対する共同担保であります。

　　(2) 担保付債務

その他の流動負債（預り金） 18百万円

長期預り敷金保証金 328

計 347

　　(2) 担保付債務

その他の流動負債（預り金） 9百万円

長期預り敷金保証金 328

計 337

※４　非連結子会社及び関連会社に対する投資有価証券

及び出資金は次のとおりであります。

投資有価証券(株式) 2,002百万円

その他の投資等(出資金) 1,356

※４　非連結子会社及び関連会社に対する投資有価証券

及び出資金は次のとおりであります。

投資有価証券(株式) 1,967百万円

その他の投資等(出資金) 1,361
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　 前連結会計年度

(平成22年３月31日)
当連結会計年度
(平成23年３月31日)

　５　当社は、運転資金の効率的な調達を行うため、取引銀

行３行と協調融資型特定融資枠契約を締結してお

ります。当該契約における借入コミットメントの

未実行残高は次の通りであります。

借入コミットメントの総額 10,000百万円

借入実行残高 ―

差引額 10,000

　５　当社は、運転資金の効率的な調達を行うため、取引銀

行３行と協調融資型特定融資枠契約を締結してお

ります。当該契約における借入コミットメントの

未実行残高は次の通りであります。

借入コミットメントの総額 5,000百万円

借入実行残高 ―

差引額 5,000

　 　

　６　偶発債務(保証債務)

　　　連結会社以外の会社に対して次の保証を行っており

ます。

　　 (住宅ローン債務に対する連帯保証)

グンゼ㈱従業員 145百万円

　　 (銀行借入金<経営指導念書等の差入れを含む>)

山東冠世時装加工有限公司 160

北京北人郡是機械有限公司 41

郡宏光電股?有限公司 444

Gunze International

Hong Kong Limited
295

計 1,087

　６　偶発債務(保証債務)

　　　連結会社以外の会社に対して次の保証を行っており

ます。

　　 (住宅ローン債務に対する連帯保証)

グンゼ㈱従業員 98百万円

　　 (銀行借入金<経営指導念書等の差入れを含む>)

山東冠世時装加工有限公司 100

北京北人郡是機械有限公司 30

郡宏光電股?有限公司 700

Gunze International

Hong Kong Limited
298

計 1,226
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(連結損益計算書関係)

　

前連結会計年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日)

※１  通常の販売目的で保有するたな卸資産の収益性の

低下による簿価切下額

売上原価 623百万円

 

※１  通常の販売目的で保有するたな卸資産の収益性の

低下による簿価切下額

売上原価 529百万円

 

※２　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次のとおりであります。

物流費 8,188百万円

広告宣伝費 3,014

給与手当 8,714

賞与引当金繰入額 597

退職給付引当金繰入額 741

減価償却費 627

研究開発費 3,166

※２　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次のとおりであります。

物流費 7,968百万円

広告宣伝費 2,504

給与手当 8,220

賞与引当金繰入額 563

退職給付引当金繰入額 574

減価償却費 549

研究開発費 3,346

　 　
※３　一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費

(一般管理費) 3,166百万円

※３　一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費

(一般管理費) 3,346百万円

　 　
※４　固定資産売却益の内訳

建物及び構築物 0百万円

機械装置及び運搬具 4

工具、器具及び備品 0

土地 108

計 112

※４　固定資産売却益の内訳

機械装置及び運搬具 13百万円

工具、器具及び備品 0

土地 471

計 484

　 　
※５　固定資産除売却損の内訳

建物及び構築物 117百万円

機械装置及び運搬具 52

工具、器具及び備品 15

無形固定資産 1

計 187

※５　固定資産除売却損の内訳

建物及び構築物 36百万円

機械装置及び運搬具 85

工具、器具及び備品 7

無形固定資産 4

計 133

　 　
※６　当社及び連結子会社は、年金資産(退職給付信託資

産含む)の運用収益の悪化を主因とする数理計算

上の差異について、当連結会計年度における償却

額が多額であるため特別損失に計上しておりま

す。

※６　同左
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(連結包括利益計算書関係)

当連結会計年度(自  平成22年４月１日  至  平成23年３月31日)

※１  当連結会計年度の直前連結会計年度における包括利益

親会社株主に係る包括利益 18百万円

少数株主に係る包括利益 91

計 109
　

※２  当連結会計年度の直前連結会計年度におけるその他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △749百万円

繰延ヘッジ損益 △126

為替換算調整勘定 63

計 △812

　
　

(連結株主資本等変動計算書関係)

前連結会計年度（自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日）

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 209,935,165 ― ― 209,935,165
　

　

２　自己株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 12,716,701 41,233 27,205 12,730,729
　

（変動事由の概要）

増加数の内訳は、次のとおりであります。

単元未満株式の買取による増加　　　　　　　　41,233株

減少数の内訳は、次のとおりであります。

　単元未満株式の買増請求による減少　　　　　　10,205株

　新株予約権の行使による減少　　　　　　　　　17,000株

　

３　新株予約権の目的となる株式の種類及び数

区分 新株予約権の内訳 当連結会計年度末残高（百万円）

提出会社
ストック・オプション
としての新株予約権

149

　
４　配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成21年６月25日
定時株主総会

普通株式 1,972 10.00平成21年３月31日 平成21年６月26日

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

配当の
原資

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成22年６月25日
定時株主総会

普通株式 1,479利益剰余金 7.50平成22年３月31日 平成22年６月28日
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当連結会計年度（自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日）

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 209,935,165 ― ― 209,935,165
　

　

２　自己株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 12,730,729 4,167,605 44,922 16,853,412
　

（変動事由の概要）

増加数の内訳は、次のとおりであります。

取締役会決議に基づく買取による増加　　　 4,000,000株

単元未満株式の買取による増加　　　　　　　 167,605株

減少数の内訳は、次のとおりであります。

　単元未満株式の買増請求による減少　　　　　　16,922株

　新株予約権の行使による減少　　　　　　　　　28,000株

　

３　新株予約権の目的となる株式の種類及び数

区分 新株予約権の内訳 当連結会計年度末残高（百万円）

提出会社
ストック・オプション
としての新株予約権

200

　

４　配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成22年６月25日
定時株主総会

普通株式 1,479 7.50平成22年３月31日 平成22年６月28日

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

配当の
原資

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成23年６月24日
定時株主総会

普通株式 1,448利益剰余金 7.50平成23年３月31日 平成23年６月27日

　

(連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　

前連結会計年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日)

※　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 5,496百万円

現金及び現金同等物 5,496
　 　

 

※　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 6,905百万円

現金及び現金同等物 6,905
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(リース取引関係)
　

前連結会計年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日)

１．リース取引に関する会計基準適用初年度開始前の所

有権移転外ファイナンス・リース取引

①　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額

１．リース取引に関する会計基準適用初年度開始前の所

有権移転外ファイナンス・リース取引

①　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額

　
取得価額
相当額
(百万円)

減価償却
累計額
相当額
(百万円)

期末残高
相当額
(百万円)

建物及び
構築物

4 2 2

機械装置
及び運搬具

424 360 63

工具、器具
及び備品

1,367 938 428

ソフトウエア 239 198 40

計 2,034 1,499 535

　

　
取得価額
相当額
(百万円)

減価償却
累計額
相当額
(百万円)

期末残高
相当額
(百万円)

建物及び
構築物

4 2 2

機械装置
及び運搬具

257 228 28

工具、器具
及び備品

1,193 966 226

ソフトウエア 158 148 9

計 1,612 1,345 266

　

　なお、取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有

形固定資産の期末残高等に占める割合が低いため、支

払利子込み法により算定しております。

　同左

②　未経過リース料期末残高相当額

１年以内 264百万円

１年超 271

計 535

②　未経過リース料期末残高相当額

１年以内 172百万円

１年超 94

計 266

　なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース

料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める割合

が低いため、支払利子込み法により算定しております。

　　同左

③　支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料 318百万円

減価償却費相当額 318

③　支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料 260百万円

減価償却費相当額 260

④　減価償却費相当額の算定方法

　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法によっております。

④　減価償却費相当額の算定方法

　　同左

　 　

１．ファイナンス・リース取引

　所有権移転外ファイナンス・リース取引

　①リース資産の内容

　有形固定資産

主として、サーバー類（工具、器具及び備品）であり

ます。

　②リース資産の減価償却の方法

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

「４　会計処理基準に関する事項 」に記載の通りで

あります。

１．ファイナンス・リース取引

　所有権移転外ファイナンス・リース取引

　①リース資産の内容

　有形固定資産

　同左

　

　②リース資産の減価償却の方法

　同左

２．オペレーティング・リース取引

オペレーティング・リース取引のうち解約不能の

ものに係る未経過リース料

１年以内 47百万円

１年超 71

計 118
 

２．オペレーティング・リース取引

オペレーティング・リース取引のうち解約不能の

ものに係る未経過リース料

１年以内 47百万円

１年超 24

計 72
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(金融商品関係)

Ⅰ　前連結会計年度(自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日)

　

１　金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針

当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、また、資金調達については主に銀行借

入及びコマーシャル・ペーパーの発行による方針であります。

　デリバティブは、後述するリスクを回避するために利用しており、投機的な取引は行わない方針であり

ます。

(2) 金融商品の内容及びそのリスク

営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。また、関係会社（非連

結子会社・関連会社）等に対し、長短貸付を行っております。投資有価証券は、主に業務上の関係を有す

る企業の株式であり、市場価格の変動リスクに晒されております。

　営業債務である支払手形及び買掛金、設備購入支払手形は、そのほとんどが１年以内の支払期限であり

ます。短期借入金及びコマーシャル・ペーパーは主に営業取引に係る短期的な資金調達であり、長期借入

金は主に設備投資に係る借入金でありますが、金利の変動リスクに晒されております。長期預り敷金保証

金は、主に不動産事業に係る預り建築協力金・預り敷金等であります。

　デリバティブ取引は、外貨建ての営業債権債務に係る為替の変動リスクに対するヘッジ取引を目的とし

たものであります。なお、ヘッジ方法等については、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事

項」の「４．会計処理基準に関する事項」に記載されている「(5)重要なヘッジ会計の方法」をご参照

下さい。

(3) 金融商品に係るリスク管理体制

(a)信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

当社グループは、営業債権及び長短貸付金について、社内規程に沿って各管理部門が取引先ごとの期日

及び残高等を管理し、貸倒等のリスク低減を図っております。

また、デリバティブ取引の利用の契約先は信用度の高い金融機関に限定しており、取引先の契約不履行に

よる信用リスクは、ほとんどないと判断しております。

(b)市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理

当社グループは、外貨建ての営業債権債務について、為替相場の状況により、輸入に係る予定取引によ

り確実に発生すると見込まれる外貨建て営業債務に対する先物為替予約を行っております。デリバティ

ブ取引の実行及び管理は、取引内容や担当組織及び社内牽制制度等を規定した社内規程に基づいて実施

しております。

　投資有価証券については、四半期ごとに時価の把握を行い、また、取引先企業との関係を勘案して保有状

況を継続的に見直しております。

(c)資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理

当社は、各部署及び各関係会社からの報告に基づき財務担当部門が毎月資金計画を作成・更新すると

ともに、市場の金融情勢に照らし合わせ手元流動性を一定の水準に維持することなどにより、流動性リス

クを管理しております。
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２　金融商品の時価等に関する事項

当連結会計年度末における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりで

す。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含まれておりません（（注2）

参照）。

　
連結貸借対照表計上額

(百万円)
時価(百万円) 差額(百万円)

①現金及び預金 5,496 5,496 －

②受取手形及び売掛金 27,141 27,141 －

③短期貸付金 437 437 －

④投資有価証券 18,606 18,606 －

⑤長期貸付金 759　 　

 　　　貸倒引当金 △147　 　

 　　　（貸倒引当金控除後）(※１) 611 619 8

資産計 52,292 52,301 8

⑥支払手形及び買掛金 8,398 8,398 －

⑦短期借入金 4,399 4,399 －

⑧コマーシャル・ペーパー 9,500 9,500 －

⑨１年内返済予定の長期借入金 1,525 1,525 －

⑩設備関係支払手形 701 701 －

⑪長期借入金 2,825 2,825 －

⑫長期預り敷金保証金 9,024 8,484 △539

負債計 36,373 35,833 △539

デリバティブ取引（※２） (418) (418) －

(※１)長期貸付金に個別に計上している貸倒引当金を控除しております。

(※２)為替予約によって生じた債権・債務を純額で表示しており、合計で債務となる場合については、(　)で

表示しております。

　

（注１）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

（資産）

①現金及び預金、②受取手形及び売掛金、③短期貸付金

短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

④投資有価証券

株式は取引所の価格によっております。また、保有目的ごとの有価証券に関する注記事項については、

注記「有価証券関係」をご参照下さい。

⑤長期貸付金

回収可能性を反映した元利金の受取見込額を、残存貸付期間に対応するリスクフリーレート（国債利

回り等）等適切な指標に信用スプレッドを上乗せした利率にて割り引いた現在価値により算定してお

ります。

（負債）

⑥支払手形及び買掛金、⑦短期借入金、⑧コマーシャル・ペーパー、⑨１年内返済予定の長期借入金、⑩設

備関係支払手形

短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

⑪長期借入金

変動金利にて借入れしている長期借入金は、市場金利、会社の信用状況が加味された金利が適用されて

おり、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

EDINET提出書類

グンゼ株式会社(E00520)

有価証券報告書

 70/125



　

⑫長期預り敷金保証金

将来キャッシュ・フローを見積もり、残存不動産賃貸契約期間等に対応するリスクフリーレート（国

債利回り等）等に信用スプレッドを上乗せした利率にて割り引いた現在価値により算定しておりま

す。

（デリバティブ取引）

注記「デリバティブ取引関係」をご参照下さい。

　

（注２）非上場株式（連結貸借対照表計上額2,185百万円）は、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フ

ローを見積もることなどができず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、「 ④投資有

価証券」には含めておりません。

　

（注３）満期のある金銭債権の連結決算日後の償還予定額

種類
1年以内
(百万円)

1年超5年以内
(百万円)

5年超10年以内
(百万円)

10年超
(百万円)

現金及び預金 5,496 ― ― ―

受取手形及び売掛金 27,141 ― ― ―

短期貸付金 437 ― ― ―

長期貸付金 113 300 197 ―

合計 33,189 300 197 ―

　

（注４）社債、長期借入金、リース債務その他の有利子負債の連結決算日後の返済予定額

　　　連結附属明細表「社債明細表」及び「借入金等明細表」参照。

　

Ⅱ　当連結会計年度(自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日)

　

１　金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針

当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、また、資金調達については主に銀行借

入及びコマーシャル・ペーパーの発行による方針であります。

　デリバティブは、後述するリスクを回避するために利用しており、投機的な取引は行わない方針であり

ます。

(2) 金融商品の内容及びそのリスク

営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。また、関係会社（非連

結子会社・関連会社）等に対し、長短貸付を行っております。投資有価証券は、主に業務上の関係を有す

る企業の株式であり、市場価格の変動リスクに晒されております。

　営業債務である支払手形及び買掛金、設備購入支払手形は、そのほとんどが１年以内の支払期限であり

ます。短期借入金及びコマーシャル・ペーパーは主に営業取引に係る短期的な資金調達であり、長期借入

金は主に設備投資に係る借入金でありますが、金利の変動リスクに晒されております。長期預り敷金保証

金は、主に不動産事業に係る預り建築協力金・預り敷金等であります。

　デリバティブ取引は、外貨建ての営業債権債務に係る為替の変動リスクに対するヘッジ取引を目的とし

たものであります。なお、ヘッジ方法等については、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事

項」の「４．会計処理基準に関する事項」に記載されている「(5)重要なヘッジ会計の方法」をご参照

下さい。
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(3) 金融商品に係るリスク管理体制

(a)信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

当社グループは、営業債権及び長短貸付金について、社内規程に沿って各管理部門が取引先ごとの期日

及び残高等を管理し、貸倒等のリスク低減を図っております。

また、デリバティブ取引の利用の契約先は信用度の高い金融機関に限定しており、取引先の契約不履行に

よる信用リスクは、ほとんどないと判断しております。

(b)市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理

当社グループは、外貨建ての営業債権債務について、為替相場の状況により、輸入に係る予定取引によ

り確実に発生すると見込まれる外貨建て営業債務に対する先物為替予約を行っております。デリバティ

ブ取引の実行及び管理は、取引内容や担当組織及び社内牽制制度等を規定した社内規程に基づいて実施

しております。

　投資有価証券については、四半期ごとに時価の把握を行い、また、取引先企業との関係を勘案して保有状

況を継続的に見直しております。

(c)資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理

当社は、各部署及び各関係会社からの報告に基づき財務担当部門が毎月資金計画を作成・更新すると

ともに、市場の金融情勢に照らし合わせ手元流動性を一定の水準に維持することなどにより、流動性リス

クを管理しております。

　

２　金融商品の時価等に関する事項

当連結会計年度末における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりで

す。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含まれておりません（（注2）

参照）。

　
連結貸借対照表計上額

(百万円)
時価(百万円) 差額(百万円)

①現金及び預金 6,905 6,905 －

②受取手形及び売掛金 27,122 27,122 －

③短期貸付金 456 456 －

④投資有価証券 14,552 14,552 －

⑤長期貸付金 525 532 6

資産計 49,561 49,568 6

⑥支払手形及び買掛金 7,844 7,844 －

⑦短期借入金 3,993 3,993 －

⑧コマーシャル・ペーパー 12,800 12,800 －

⑨１年内返済予定の長期借入金 1,081 1,081 －

⑩設備関係支払手形 635 635 －

⑪長期借入金 5,175 5,175 －

⑫長期預り敷金保証金 4,906 4,426 △479

負債計 36,436 35,957 △479

デリバティブ取引（※１） (697) (697) －

(※１)為替予約によって生じた債権・債務を純額で表示しており、合計で債務となる場合については、(　)で

表示しております。
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（注１）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

（資産）

①現金及び預金、②受取手形及び売掛金、③短期貸付金

短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

④投資有価証券

株式は取引所の価格によっております。また、保有目的ごとの有価証券に関する注記事項については、

注記「有価証券関係」をご参照下さい。

⑤長期貸付金

回収可能性を反映した元利金の受取見込額を、残存貸付期間に対応するリスクフリーレート（国債利

回り等）等適切な指標に信用スプレッドを上乗せした利率にて割り引いた現在価値により算定してお

ります。

（負債）

⑥支払手形及び買掛金、⑦短期借入金、⑧コマーシャル・ペーパー、⑨１年内返済予定の長期借入金、⑩設

備関係支払手形

短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

⑪長期借入金

変動金利にて借入れしている長期借入金は、市場金利、会社の信用状況が加味された金利が適用されて

おり、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

⑫長期預り敷金保証金

将来キャッシュ・フローを見積もり、残存不動産賃貸契約期間等に対応するリスクフリーレート（国

債利回り等）等に信用スプレッドを上乗せした利率にて割り引いた現在価値により算定しておりま

す。

（デリバティブ取引）

注記「デリバティブ取引関係」をご参照下さい。

　

（注２）非上場株式（連結貸借対照表計上額2,146百万円）は、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フ

ローを見積もることなどができず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、「 ④投資有

価証券」には含めておりません。

　

（注３）満期のある金銭債権の連結決算日後の償還予定額

種類
1年以内
(百万円)

1年超5年以内
(百万円)

5年超10年以内
(百万円)

10年超
(百万円)

現金及び預金 6,905 ― ― ―

受取手形及び売掛金 27,122 ― ― ―

短期貸付金 456 ― ― ―

長期貸付金 88 313 123 ―

合計 34,572 313 123 ―

　

（注４）社債、長期借入金、リース債務その他の有利子負債の連結決算日後の返済予定額

　　　連結附属明細表「社債明細表」及び「借入金等明細表」参照。
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(有価証券関係)

　
　前連結会計年度

１　売買目的有価証券(平成22年３月31日)

該当事項はありません。
　
２　満期保有目的の債券で時価のあるもの(平成22年３月31日)

該当事項はありません。
　
３　その他有価証券で時価のあるもの(平成22年３月31日)

　

種類
連結貸借対照表計上額

(百万円)
取得原価
(百万円)

差額
(百万円)

連結貸借対照表計上額が取得原価を
超えるもの

　 　 　

　株式 13,701 4,079 9,621

　債券 ― ― ―

　その他 ― ― ―

小計 13,701 4,079 9,621

連結貸借対照表計上額が取得原価を
超えないもの

　 　 　

　株式 4,904 6,570 △1,665

　債券 ― ― ―

　その他 ― ― ―

小計 4,904 6,570 △1,665

合計 18,606 10,649 7,956

　
４　当連結会計年度中に売却したその他有価証券(自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日)

　

区分 売却額(百万円) 売却益の合計額(百万円)売却損の合計額(百万円)

株式 7 0 22

債券 ― ― ―

その他 ― ― ―

合計 7 0 22

　
(注)　当連結会計年度において、その他有価証券について181百万円(時価のある株式181百万円)減損処理を行っており

ます。なお、時価のある有価証券については、期末日における市場価格が、時価評価されていない有価証券につい

ては、期末日における１株当たり純資産額が、それぞれ取得価額の50％以上下落した場合は原則として減損処理

を行っております。
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　当連結会計年度

１　売買目的有価証券(平成23年３月31日)

該当事項はありません。
　
２　満期保有目的の債券で時価のあるもの(平成23年３月31日)

該当事項はありません。
　
３　その他有価証券で時価のあるもの(平成23年３月31日)

　

種類
連結貸借対照表計上額

(百万円)
取得原価
(百万円)

差額
(百万円)

連結貸借対照表計上額が取得原価を
超えるもの

　 　 　

　株式 10,195 3,219 6,975

　債券 ― ― ―

　その他 ― ― ―

小計 10,195 3,219 6,975

連結貸借対照表計上額が取得原価を
超えないもの

　 　 　

　株式 4,357 6,987 △2,630

　債券 ― ― ―

　その他 ― ― ―

小計 4,357 6,987 △2,630

合計 14,552 10,206 4,345

　
４　当連結会計年度中に売却したその他有価証券(自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日)

　

区分 売却額(百万円) 売却益の合計額(百万円)売却損の合計額(百万円)

株式 ― ― ―

債券 ― ― ―

その他 ― ― ―

合計 ― ― ―

　
(注)　当連結会計年度において、その他有価証券について８百万円(時価のある株式８百万円)減損処理を行っておりま

す。なお、時価のある有価証券については、期末日における市場価格が、時価評価されていない有価証券について

は、期末日における１株当たり純資産額が、それぞれ取得価額の50％以上下落した場合は原則として減損処理を

行っております。

　

EDINET提出書類

グンゼ株式会社(E00520)

有価証券報告書

 75/125



　

(デリバティブ取引関係)

前連結会計年度(自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日)

１　ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引

　　　　通貨関連

区分 取引の種類 契約額等
（百万円）

うち１年超
（百万円）

時価
（百万円）

評価損益
（百万円）

　 為替予約取引 　 　 　 　

市場取引 　　　買建 　 　 　 　

以外の取引 米ドル 513 － 2 2

　 合計 513 － 2 2

(注)時価の算定方法　取引先金融機関から提示された価格等に基づき算定しております。

　
２　ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引

　　　　通貨関連

ヘッジ会計の方法 取引の種類 主なヘッジ対象 契約額等
（百万円）

うち１年超
（百万円）

時価
（百万円）

　 為替予約取引 　 　 　 　

　 　　　売建 売掛金 　 　 　

為替予約の 米ドル 　 44 － －

繰延ヘッジ処理 為替予約取引 　 　 　 　

及び振当処理 　　　買建 買掛金 　 　 　

　 米ドル 　 7,097 4,426 △ 420

　 合計 　 7,142 4,426 △ 420

(注)時価の算定方法　取引先金融機関から提示された価格等に基づき算定しております。

　
当連結会計年度(自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日)

１　ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引

　　　　通貨関連

区分 取引の種類 契約額等
（百万円）

うち１年超
（百万円）

時価
（百万円）

評価損益
（百万円）

　 為替予約取引 　 　 　 　

市場取引 　　　買建 　 　 　 　

以外の取引 米ドル 3,484 1,296 △9 △9

　 合計 3,484 1,296 △9 △9

(注)時価の算定方法　取引先金融機関から提示された価格等に基づき算定しております。

　
２　ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引

　　　　通貨関連

ヘッジ会計の方法 取引の種類 主なヘッジ対象 契約額等
（百万円）

うち１年超
（百万円）

時価
（百万円）

為替予約の 為替予約取引 　 　 　 　

繰延ヘッジ処理 　　　買建 買掛金 　 　 　

及び振当処理 米ドル 　 4,956 2,373 △688

　 合計 　 4,956 2,373 △688

(注)時価の算定方法　取引先金融機関から提示された価格等に基づき算定しております。
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(退職給付関係)
１　採用している退職給付制度の概要

当社及び国内連結子会社は、確定給付企業年金、適格退職年金、退職一時金、厚生年金基金の確定給付型

制度並びに確定拠出年金制度と退職金前払制度を設けております。また、従業員の退職等に際して、退職

給付会計に準拠した数理計算による退職給付債務の対象とされない割増退職金を支払う場合がありま

す。また、当社においては退職給付信託を設定しております。なお、一部の海外連結子会社でも確定給付型

制度と確定拠出年金制度を設けております。

当社の退職給付制度配分は確定給付企業年金制度36.5%、退職一時金制度36.5%、確定拠出年金制度27%

（退職金前払制度との選択制）であります。
　

２　退職給付債務に関する事項

　 　 前連結会計年度 　 当連結会計年度 　
①　退職給付債務 　 △39,238百万円　 △38,391百万円　
②　年金資産 　 27,691 　 28,475 　
③　未積立退職給付債務(①＋②) 　 △11,546 　 △9,915 　
④　会計基準変更時差異の未処理額 　 ― 　 ― 　
⑤　未認識数理計算上の差異 　 7,398 　 6,349 　
⑥　未認識過去勤務債務 　 ― 　 ― 　
⑦　連結貸借対照表計上額純額(③＋④＋⑤＋⑥) 　 △4,147 　 △3,566 　
⑧　前払年金費用 　 892 　 1,056 　
⑨　退職給付引当金(⑦－⑧) 　 △5,040百万円　 △4,623百万円　

　
前連結会計年度 　 当連結会計年度

(注)１ 一部の連結子会社は、退職給付債務の算定に

あたり、簡便法を採用しております。

　　２ 一部の連結子会社の採用している総合設立型
厚生年金基金については、それぞれ自社の拠
出に対応する年金資産の額を合理的に計算
することができないため、上記には含めてお
りません。なお、掛金拠出割合により計算し
た年金資産の額は630百万円であります。

　 (注)１ 一部の連結子会社は、退職給付債務の算定に
あたり、簡便法を採用しております。

　　２ 一部の連結子会社の採用している総合設立型
厚生年金基金については、それぞれ自社の拠
出に対応する年金資産の額を合理的に計算
することができないため、上記には含めてお
りません。なお、掛金拠出割合により計算し
た年金資産の額は612百万円であります。

　

３　退職給付費用に関する事項

　 　 前連結会計年度 　 当連結会計年度 　
①　勤務費用 　 1,084百万円　 1,032百万円　
②　利息費用 　 770 　 751 　
③　期待運用収益 　 △383 　 △509 　
④　会計基準変更時差異の費用処理額 　 ― 　 ― 　
⑤　数理計算上の差異の費用処理額 　 2,679 　 2,247 　
⑥　過去勤務債務の費用処理額 　 ― 　 ― 　
⑦　退職給付費用(①＋②＋③＋④＋⑤＋⑥) 　 4,150百万円　 3,521百万円　
⑧　制度移行に伴う損益 　 ― 　 △17 　
⑨　その他　 　 303 　 290 　
計（⑦＋⑧＋⑨） 　 4,454百万円　 3,794百万円　

　
前連結会計年度 　 当連結会計年度

(注)１ 簡便法を採用している連結子会社の退職給付費
用は、「①　勤務費用」に計上しております。

　　２ 総合設立型厚生年金基金の掛金拠出額(従業員拠
出額を除く) 30百万円は含めておりません。

　　３ 「⑨　その他」は確定拠出年金制度への掛金等支
払額及び退職金前払制度による従業員に対する
前払退職金支給額であります。

　 (注)１ 簡便法を採用している連結子会社の退職給付費
用は、「①　勤務費用」に計上しております。

　　２ 総合設立型厚生年金基金の掛金拠出額(従業員拠
出額を除く) 29百万円は含めておりません。

　　３ 「⑧　制度移行に伴う損益」は連結子会社の制度
移行に伴う損益であります。

　　４ 「⑨　その他」は確定拠出年金制度への掛金等支
払額及び退職金前払制度による従業員に対する
前払退職金支給額であります。
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４　退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

　 　 前連結会計年度 　 当連結会計年度 　
①　退職給付見込額の期間配分方法 　 期間定額基準 　 期間定額基準 　
②　割引率 　 2.0％　 2.0％　
③　期待運用収益率 　 0.5～2.0％　 0.5～2.0％　
④　過去勤務債務の額の処理年数 　 ５年～10年　 ５年～10年　
⑤　数理計算上の差異の処理年数 　 5年　 5年　
⑥　会計基準変更時差異の処理年数 　 退職給付会計適用初年度において、全額を償却しております。

　

(ストック・オプション等関係)

前連結会計年度(自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日)

１ ストック・オプションに係る当年度における費用計上額及び科目名

販売費及び一般管理費（役員報酬）　　　　　72百万円

　

２ ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

(1)ストック・オプションの内容

　 平成19年度
ストック・オプション

平成20年度
ストック・オプション

平成21年度
ストック・オプション

決議年月日 平成19年８月３日 平成20年７月30日 平成21年７月31日

付与対象者の
区分及び人数

社外取締役を除く
当社取締役８名

社外取締役を除く
当社取締役８名

社外取締役を除く
当社取締役８名

株式の種類別のス
トック・オプション
数

普通株式　108,000株普通株式　153,000株普通株式　222,000株

付与日 平成19年８月20日 平成20年８月18日 平成21年８月18日

権利確定条件 ― ― ―

対象勤務期間
平成19年定時株主総会か
ら平成20年定時株主総会
まで

平成20年定時株主総会か
ら平成21年定時株主総会
まで

平成21年定時株主総会か
ら平成22年定時株主総会
まで

権利行使期間 平成19年８月21日から
平成49年８月20日まで

平成20年８月19日から
平成50年８月18日まで

平成21年８月19日から
平成51年８月18日まで

(2)ストック・オプションの規模及びその変動状況

①ストック・オプションの数

　
平成19年度

ストック・オプション
平成20年度

ストック・オプション
平成21年度

ストック・オプション

決議年月日 平成19年８月３日 平成20年７月30日 平成21年７月31日

権利確定前 　 　 　

　　期首(株) ― ― ―

　　付与(株) ― ― 222,000

　　失効(株) ― ― ―

　　権利確定(株) ― ― 222,000

　　未確定残(株) ― ― ―

権利確定後 　 　 　

　　期首(株) 93,000 153,000 ―

　　権利確定(株) ― ― 222,000

　　権利行使(株) 17,000 ― ―

　　失効(株) ― ― ―

　　未行使残(株) 76,000 153,000 222,000
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②単価情報

　
平成19年度

ストック・オプション
平成20年度

ストック・オプション
平成21年度

ストック・オプション

決議年月日 平成19年８月３日 平成20年７月30日 平成21年７月31日

権利行使価格　(円) 1 1 1

行使時平均株価(円) 335 ― ―
付与日における
公正な評価単価(円) 439 379 348

　
３ 当連結会計年度に付与されたストック・オプションの公正な評価単価の見積方法

(1)使用した算定技法

ブラック・ショールズ式

(2)使用した主な基礎数値及びその見積方法

　 平成21年度ストック・オプション

株価変動性　　　　(注)１ 34.230%

予想残存期間　　　(注)２ 8年

予想配当　　　　　(注)３ 10円／株

無リスク利子率　　(注)４ 1.088%

(注)１ ８年間(平成13年８月18日から平成21年８月18日まで)の株価実績に基づき算定しており

　　　　 ます。

　　　２ 過去20年間の当社取締役・監査役・執行役員在任期間の平均実績から見積もっておりま

　　　　 す。

　　　３ 平成21年３月期の配当実績によっております。

　　　４ 予想残存期間に対応する期間に対応する国債の利回り。

　
４ ストック・オプションの権利確定数の見積方法

権利確定条件がないため、全て確定としております。

　

当連結会計年度(自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日)

１ ストック・オプションに係る当年度における費用計上額及び科目名

販売費及び一般管理費（役員報酬）　　　　　63百万円

　
２ ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

(1)ストック・オプションの内容

　 平成19年度ストッ
ク・オプション

平成20年度ストッ
ク・オプション

平成21年度ストッ
ク・オプション

平成22年度ストッ
ク・オプション

決議年月日 平成19年８月３日 平成20年７月30日平成21年７月31日平成22年8月4日

付与対象者の
区分及び人数

社外取締役を除く
当社取締役８名

社外取締役を除く
当社取締役８名

社外取締役を除く
当社取締役８名

社外取締役を除く
当社取締役９名

株式の種類別のス
トック・オプショ
ン数

普通株式　108,000
株

普通株式　153,000
株

普通株式　222,000
株

普通株式　250,000
株

付与日 平成19年８月20日平成20年８月18日平成21年８月18日平成22年８月19日

権利確定条件 ― ― ― ―

対象勤務期間
平成19年定時株主
総会から平成20年
定時株主総会まで

平成20年定時株主
総会から平成21年
定時株主総会まで

平成21年定時株主
総会から平成22年
定時株主総会まで

平成22年定時株主
総会から平成23年
定時株主総会まで

権利行使期間
平成19年８月21日
から平成49年８月
20日まで

平成20年８月19日
から平成50年８月
18日まで

平成21年８月19日
から平成51年８月
18日まで

平成22年８月20日
から平成52年８月
19日まで
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(2)ストック・オプションの規模及びその変動状況

①ストック・オプションの数

　
平成19年度ストック
・オプション

平成20年度ストック
・オプション

平成21年度ストック
・オプション

平成22年度ストック
・オプション

決議年月日 平成19年８月３日 平成20年７月30日 平成21年７月31日 平成22年８月４日

権利確定前 　 　 　 　

　　期首(株) ― ― ― ―

　　付与(株) ― ― ― 250,000

　　失効(株) ― ― ― ―

　　権利確定(株) ― ― ― 250,000

　　未確定残(株) ― ― ― ―

権利確定後 　 　 　 　

　　期首(株) 76,000 153,000 222,000 ―

　　権利確定(株) ― ― ― 250,000

　　権利行使(株) 28,000 ― ― ―

　　失効(株) ― ― ― ―

　　未行使残(株) 48,000 153,000 222,000 250,000

②単価情報

　
平成19年度ストック
・オプション

平成20年度ストック
・オプション

平成21年度ストック
・オプション

平成22年度ストック
・オプション

決議年月日 平成19年８月３日 平成20年７月30日平成21年７月31日 平成22年８月４日

権利行使価格　(円) 1 1 1 1
行使時平均株価
(円) 346 ― ― ―
付与日における
公正な評価単価
(円) 439 379 348 234

　

３ 当連結会計年度に付与されたストック・オプションの公正な評価単価の見積方法

(1)使用した算定技法

ブラック・ショールズ式

(2)使用した主な基礎数値及びその見積方法

　 平成22年度ストック・オプション

株価変動性　　　　(注)１ 32.243%

予想残存期間　　　(注)２ 8年

予想配当　　　　　(注)３ 7.5円／株

無リスク利子率　　(注)４ 0.664%

(注)１ ８年間(平成14年８月19日から平成22年８月19日まで)の株価実績に基づき算定しており

　　　　 ます。

　　　２ 過去20年間の当社取締役・監査役・執行役員在任期間の平均実績から見積もっておりま

　　　　 す。

　　　３ 平成22年３月期の配当実績によっております。

　　　４ 予想残存期間に対応する期間に対応する国債の利回り。

　

４ ストック・オプションの権利確定数の見積方法

権利確定条件がないため、全て確定としております。

　

EDINET提出書類

グンゼ株式会社(E00520)

有価証券報告書

 80/125



　

(税効果会計関係)

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

　 　
前連結会計年度
(平成22年３月31日)

　
当連結会計年度
(平成23年３月31日) 　

(繰延税金資産) 　 　 　 　 　
　たな卸資産未実現利益 　 176百万円　 160百万円　
　税務上の繰延資産 　 11 　 8 　
　賞与引当金 　 556 　 506 　
　退職給付引当金 　 3,929 　 3,860 　
　未払事業税・未払事業所税 　 70 　 77 　
  たな卸資産処分損 　 359 　 363 　
  繰延ヘッジ損失 　 166 　 272 　
　繰越欠損金 　 4,670 　 4,129 　
　その他 　 530 　 579 　
　　繰延税金資産小計 　 10,469 　 9,957 　
　評価性引当額 　 △1,826 　 △1,859 　
　　繰延税金資産合計 　 8,642 　 8,097 　
　 　 　 　 　 　
(繰延税金負債) 　 　 　 　 　
　その他有価証券評価差額金 　 △3,131 　 △1,695 　
　固定資産圧縮積立金 　 △422 　 △417 　
　特別償却準備金 　 △31 　 △35 　
　その他 　 △5 　 △3 　
　　繰延税金負債合計 　 △3,591 　 △2,151 　
　 　 　 　 　 　
　　繰延税金資産負債の純額 　 5,051百万円　 5,946百万円　
　 　 　 　 　 　

(注)　前連結会計年度及び当連結会計年度における繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の以下の項目に含まれてお

ります。

　 　
前連結会計年度
(平成22年３月31日)

　
当連結会計年度
(平成23年３月31日) 　

流動資産－繰延税金資産 　 1,673百万円　 1,980百万円　
固定資産－繰延税金資産 　 3,377 　 3,966 　

　

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳

　 　
前連結会計年度
(平成22年３月31日)

　 　 　

　法定実効税率 　 39.5％ 　 　 　
(調整) 　 　 　 　 　
　交際費等永久に損金に算入されない項目 　 3.3 　 　 　
　受取配当金等永久に益金に算入されない項目 　 △2.5 　 　 　
　住民税均等割等 　 3.6 　 　 　
　評価性引当額の増減による影響額 　 21.2 　 　 　
  その他 　 △5.4 　 　 　
　　税効果会計適用後の法人税等の負担率 　 59.7 　 　 　
　 　 　 　 　 　

　　 (注)当連結会計年度の法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間の差異は、法定実効税率の

　　　　100分の５以下であるため、当該差異の原因となった主要な項目別内訳の記載を省略しております。
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(賃貸等不動産関係)

前連結会計年度(自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日)

当社及び一部の子会社は、兵庫県その他の地域において、賃貸収益を得ることを目的として賃貸商業施

設や賃貸オフィスビル、賃貸住宅を所有しております。これら賃貸等不動産の連結貸借対照表計上額、当

期増減額及び時価は、次のとおりであります。

（単位：百万円）

連結貸借対照表計上額 当連結会計年度末
の時価前連結会計年度末残高 当連結会計年度増減額 当連結会計年度末残高

21,952 △970 20,981 34,059
（注1）連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。

（注2）当連結会計年度増減額のうち、主な増加額は改修工事に伴う取得73百万円であり、主な減少額は減価償却1,031

百万円であります。

（注3）当期末の時価は、主要な物件については社外の不動産鑑定士による不動産鑑定評価書に基づく金額、その他の物

件については適切に市場価格を反映していると考えられる評価額や指標を基に自社で合理的な調整を加えて算

定した金額であります。

　

また、賃貸等不動産に関する平成22年３月期における損益は次のとおりであります。

（単位：百万円）

連結損益計算書における金額

営業収益 営業原価 営業利益 その他（売却損益等）

3,437 2,227 1,210 87

　（注）その他損益は、売却損益等であります。

　
当連結会計年度(自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日)

当社及び一部の子会社は、兵庫県その他の地域において、賃貸収益を得ることを目的として賃貸商業施

設や賃貸オフィスビル、賃貸住宅を所有しております。これら賃貸等不動産の連結貸借対照表計上額、当

期増減額及び時価は、次のとおりであります。

（単位：百万円）

連結貸借対照表計上額 当連結会計年度末
の時価前連結会計年度末残高 当連結会計年度増減額 当連結会計年度末残高

20,981 △441 20,540 32,301
（注1）連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。

（注2）当連結会計年度増減額のうち、主な増加額は事業用資産からの振替496百万円であり、主な減少額は減価償却

1,025百万円であります。

（注3）当期末の時価は、主要な物件については社外の不動産鑑定士による不動産調査報告書に基づく金額、その他の物

件については適切に市場価格を反映していると考えられる評価額や指標を基に自社で合理的な調整を加えて算

定した金額であります。

　

また、賃貸等不動産に関する平成23年３月期における損益は次のとおりであります。

（単位：百万円）

連結損益計算書における金額

営業収益 営業原価 営業利益 その他（売却損益等）

3,429 2,187 1,241 1,690

　（注）その他損益は、違約金収入、売却損益等であります。

　
前へ
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(セグメント情報等)

【事業の種類別セグメント情報】
　 前連結会計年度(自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日)
　

　

　
アパレル事業
(百万円)

機能ソリュー
ション事業
(百万円)

ライフクリエ
イト事業
(百万円)

計
(百万円)

消去
又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

Ⅰ　売上高及び
　　営業損益

　 　 　 　 　 　

　　売上高 　 　 　 　 　 　

(1) 外部顧客に
　　対する売上高

79,119 46,349 12,648138,116 ― 138,116

(2) セグメント間の
　　内部売上高又は
　　振替高

159 144 1,086 1,390 (1,390) ―

計 79,278 46,493 13,735139,507(1,390)138,116

営業費用 77,750 43,950 12,233133,935 2,218 136,153

営業利益 1,527 2,542 1,501 5,571 (3,608) 1,963

Ⅱ　資産、減価償却費、
及び資本的支出

　 　 　 　 　 　

資産 59,180 50,438 29,129138,74930,019 168,768

減価償却費 2,152 3,862 1,349 7,364 804 8,169

資本的支出 1,163 2,735 111 4,010 933 4,944

(注) １　事業区分は、製品の種類・性質及び製造方法・販売方法の類似性に基づき分類しております。

２　各事業区分の主な製品は下記の通りであります。

アパレル事業：インナーウエア・レッグウエア・アウターウエア・テキスタイル・繊維資材

機能ソリューション事業：プラスチックフィルム・エンジニアリングプラスチックス・電子部品・機械類・

メディカル材料等

ライフクリエイト事業：不動産の賃貸及び売買・緑化樹木・スポーツクラブの運営管理等

３　営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用(3,608百万円)は、提出会社の本社費のうち、経

営戦略部・業務監査室等各セグメントの受ける便益の程度が直接把握できない費用部分及び企業イメージ広

告に要した費用であります。

４　資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産(30,043百万円)の主なものは、提出会社での余資運用資金

(現預金及び有価証券)、長期投資資金(投資有価証券)及び管理部門に係る資産等であります。

　
【所在地別セグメント情報】

前連結会計年度(自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日)

本国以外の国または地域に所在するセグメントの売上高及び資産は、全セグメントの売上高の合計及

び資産の金額の10％未満であるため、その記載を省略しております。

　
【海外売上高】

　 前連結会計年度

　 （自 平成21年 4月 1日

　 　　至 平成22年 3月31日）

Ⅰ　海外売上高（百万円） 16,084

Ⅱ　連結売上高（百万円） 138,116

Ⅲ　連結売上高に占める 　

　　海外売上高の割合(%) 11.6

(注)１ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本国以外の国又は地域における売上高であります。

　　２ 各国又は地域ごとの海外売上高は連結売上高の10％未満であるため、一括して記載しております。
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【セグメント情報】

１  報告セグメントの概要

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が経

営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

　当社は、製品・サービス別に事業部門を置く組織形態（カンパニー、事業部等）をとっており、各事業部

門は取り扱う製品について戦略を立案し、事業活動を展開しております。

  したがって、当社は事業部門を基礎とした製品・サービス別のセグメントから構成されており、「アパ

レル事業」、「機能ソリューション事業」及び「ライフクリエイト事業」の３つを報告セグメントとし

ております。

  「アパレル事業」は、衣料品及び繊維資材の製造・販売を行っております。「機能ソリューション事

業」は、プラスチックを加工した機能資材、メディカル材料、機械類の製造・販売を行っております。「ラ

イフクリエイト事業」は、商業施設の運営、スポーツクラブの運営、緑化樹木の販売を行っております。

　
２  報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な

事項」における記載と概ね同一であります。

　
３  報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報

前連結会計年度(自  平成21年４月１日  至  平成22年３月31日)

従来までのセグメント情報の取扱いに基づく連結財務諸表のセグメント情報として、「セグメント

情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号　平成21年３月27日）等に準拠した場合と同

様の情報が開示されているため、記載を省略しております。

　
当連結会計年度(自  平成22年４月１日  至  平成23年３月31日)

　 　 　 　 　 (単位：百万円)

　

報告セグメント
調整額
（注）１

連結財務諸
表計上額
（注）２アパレル事業

機能ソリュー
ション事業

ライフクリ
エイト事業

計

売上高 　 　 　 　 　 　

  外部顧客への売上高 74,333 46,794 12,577133,705 ― 133,705

  セグメント間の内部
  売上高又は振替高

190 219 819 1,229 △1,229 ―

計 74,524 47,013 13,396134,934△1,229 133,705

セグメント利益 993 4,114 1,497 6,604 △3,519 3,085

セグメント資産 55,137 52,082 27,693134,91229,004163,917

その他の項目 　 　 　 　 　 　

  減価償却費 2,001 3,676 1,316 6,994 890 7,885

  のれんの償却費 9 3 ― 13 ― 13

  有形固定資産及び
  無形固定資産の増加額

1,870 2,325 311 4,507 1,489 5,997

(注) １　調整額は、以下のとおりであります。

(1)セグメント利益の調整額△3,519百万円は、各報告セグメントに配分していない全社費用であり、当該費用は

報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

(2)セグメント資産の調整額29,004百万円は、各報告セグメントに配分していない全社資産であります。

２　セグメント利益は、連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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【関連情報】

当連結会計年度(自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日)

１  製品及びサービスごとの情報

　セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

　
２  地域ごとの情報

(1) 売上高

　 　 (単位：百万円)

日本 その他 合計

117,351 16,353 133,705

(注)売上高は顧客の所在地を基礎として分類しております。

　
(2) 有形固定資産

　 　 (単位：百万円)

日本 その他 合計

60,407 7,060 67,468

　

３  主要な顧客ごとの情報

外部顧客への売上高のうち、連結損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がないため、記載を省

略しております。
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【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

当連結会計年度(自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日)

(単位：百万円)

　

報告セグメント

全社・消去 合計
アパレル事業

機能ソリュー
ション事業

ライフクリ
エイト事業

計

減損損失 ― ― 15 15 ― 15

　

　

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

当連結会計年度(自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日)

(単位：百万円)

　

報告セグメント

全社・消去 合計
アパレル事業

機能ソリュー
ション事業

ライフクリ
エイト事業

計

当期償却額 9 3 ― 13 ― 13

当期末残高 28 ― ― 28 ― 28

　

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

当連結会計年度(自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日)

　当連結会計年度に発生した負ののれんは重要性が乏しいため、記載を省略しております。
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【関連当事者情報】

前連結会計年度(自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日)

１　関連当事者との取引

該当事項はありません。

２　親会社又は重要な関連会社に関する注記

(1) 親会社情報

該当事項はありません。

(2) 重要な関連会社の要約財務情報

該当事項はありません。

　

当連結会計年度(自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日)

１　関連当事者との取引

該当事項はありません。

２　親会社又は重要な関連会社に関する注記

(1) 親会社情報

該当事項はありません。

(2) 重要な関連会社の要約財務情報

該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

　

前連結会計年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日)

１株当たり純資産額 592円02銭１株当たり純資産額 582円39銭

１株当たり当期純利益 4円27銭１株当たり当期純利益 9円23銭

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

4円26銭
　

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

9円21銭
　

(注) 算定上の基礎

(1)１株当たり純資産額

　
前連結会計年度末
(平成22年３月31日)

当連結会計年度末
(平成23年３月31日)

純資産の部の合計額 117,556百万円 113,345百万円

純資産の部の合計額から控除する金額 808百万円 897百万円

（うち少数株主持分) 658百万円 697百万円

（うち新株予約権) 149百万円 200百万円

普通株式に係る期末の純資産額 116,748百万円 112,448百万円

１株当たり純資産額の算定に用いられた
期末の普通株式数

197,204千株 193,081千株

　
(2)１株当たり当期純利益

　
前連結会計年度

(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日)

損益計算書上の当期純利益 841百万円 1,796百万円

普通株主に帰属しない金額 ―百万円 ―百万円

普通株式に係る当期純利益 841百万円 1,796百万円

普通株式の期中平均株式数 197,200千株 194,560千株

　

(3)潜在株式調整後１株当たり当期純利益

　
前連結会計年度

(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日)

当期純利益調整額 ―百万円 ―百万円

普通株式増加数 301千株 512千株

（うち新株予約権) 301千株 512千株

　

　

 (重要な後発事象)

前連結会計年度(自平成21年４月１日　至平成22年3月31日)

該当事項はありません。

　

当連結会計年度(自平成22年４月１日　至平成23年3月31日)

該当事項はありません。
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⑤ 【連結附属明細表】

【社債明細表】

該当事項はありません。

　

【借入金等明細表】
　

区分
前期末残高
(百万円)

当期末残高
(百万円)

平均利率
(％)

返済期限

短期借入金 4,399 3,993 1.28 ―

１年以内に返済予定の長期借入金 1,525 1,081 0.45 ―

１年以内に返済予定のリース債務 3 4 ― ―

長期借入金(１年以内に返済予定のも
のを除く。)

2,825 5,175 0.36
平成24年１月31日～
平成30年３月10日

リース債務(１年以内に返済予定のも
のを除く。)

13 11 ―
平成26年６月30日～
平成29年６月30日

その他有利子負債
　コマーシャルペーパー(１年内返済)

9,500 12,800 0.12 ―

合計 18,266 23,066 ― ―

(注) １「平均利率」については、借入金等の当期末残高に対する加重平均利率を記載しております。なお、リース債務

の平均利率については、リース料総額に含まれる利息相当額を控除する前の金額でリース債務を連結貸借対

照表に計上しておりますので、記載しておりません。

２　長期借入金(１年以内に返済予定のものを除く。)のうち、当社決算期から見て返済期限が１年以内となっ

ているものについては、決算期が平成22年12月末の連結子会社に関する長期借入金であり、借入金額に重

要性がないため当社決算期に合わせた組替は行っておりません。

３　長期借入金及びリース債務（１年以内に返済予定のものを除く）の連結決算日後５年以内における１年ごと

の返済予定額の総額

区分
１年超２年以内
（百万円）

２年超３年以内
（百万円）

３年超４年以内
（百万円）

４年超５年以内
（百万円）

長期借入金 1,081 1,531 981 581

リース債務 4 4 2 0

　　※返済予定期限が５年超の長期借入金は1,000百万円、返済予定期限が５年超のリース債務は０百万円でありま

す。

　

【資産除去債務明細表】

当連結会計年度末及び直前連結会計年度末における資産除去債務の金額が当該各連結会計年度末に

おける負債及び純資産の合計額の100分の１以下であるため、記載を省略しております。
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(2) 【その他】

当連結会計年度における各四半期連結会計期間に係る売上高等

　
第１四半期

(自平成22年４月１日
至平成22年６月30日)

第２四半期
(自平成22年７月１日
至平成22年９月30日)

第３四半期
(自平成22年10月１日
至平成22年12月31日)

第４四半期
(自平成23年１月１日
至平成23年３月31日)

売上高　　　（百万円） 33,096 34,132 37,007 29,468

税金等調整前
四半期純利益金額 又は
税金等調整前
四半期純損失金額（△）
　　　　　　（百万円）

1,759 △513 2,852 △1,081

四半期純利益金額 又は
四半期純損失金額（△）
　　　　　　（百万円）

1,034 △314 1,796 △720

１株当たり
四半期純利益金額 又は
１株当たり
四半期純損失金額（△）
　　　　　　　　（円）

5.25 △1.62 9.30 △3.73
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２【財務諸表等】
(1)【財務諸表】
①【貸借対照表】

（単位：百万円）

前事業年度
(平成22年３月31日)

当事業年度
(平成23年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 3,177 3,701

受取手形 3,347 3,257

売掛金 ※4
 21,196

※4
 22,225

商品及び製品 17,827 16,053

仕掛品 3,873 3,869

原材料及び貯蔵品 2,196 2,578

前渡金 409 431

前払費用 263 204

繰延税金資産 1,338 1,557

未収収益 117 72

関係会社短期貸付金 9,460 11,808

未収入金 242 311

その他 1,061 945

貸倒引当金 △53 △38

流動資産合計 64,461 66,979

固定資産

有形固定資産

建物 ※2
 38,367

※2
 38,599

減価償却累計額 △27,312 △27,899

建物（純額） 11,055 10,700

構築物 3,834 3,915

減価償却累計額 △3,238 △3,281

構築物（純額） 596 634

機械及び装置 54,837 53,924

減価償却累計額 △47,079 △47,473

機械及び装置（純額） 7,758 6,450

車両運搬具 337 345

減価償却累計額 △309 △326

車両運搬具（純額） 27 18

工具、器具及び備品 4,248 4,381

減価償却累計額 △3,587 △3,737

工具、器具及び備品（純額） 660 644

土地 ※2
 8,344

※2
 8,341

リース資産 22 22

減価償却累計額 △6 △9

リース資産（純額） 16 12

建設仮勘定 1,607 446

有形固定資産合計 30,069 27,250

EDINET提出書類

グンゼ株式会社(E00520)

有価証券報告書

 91/125



（単位：百万円）

前事業年度
(平成22年３月31日)

当事業年度
(平成23年３月31日)

無形固定資産

のれん 14 11

借地権 62 62

ソフトウエア 981 1,873

施設利用権 49 47

無形固定資産合計 1,108 1,994

投資その他の資産

投資有価証券 ※2
 18,754

※2
 14,697

関係会社株式 20,351 21,329

投資損失引当金 △6,408 △5,360

出資金 215 198

関係会社出資金 5,613 5,681

長期貸付金 0 0

関係会社長期貸付金 12,025 10,396

破産更生債権等 97 96

長期前払費用 1,202 1,410

繰延税金資産 4,342 5,196

敷金 470 453

その他 212 203

貸倒引当金 △1,918 △1,646

投資その他の資産合計 54,958 52,657

固定資産合計 86,136 81,903

資産合計 150,597 148,882

負債の部

流動負債

支払手形 207 197

買掛金 ※4
 4,722

※4
 4,756

短期借入金 1,500 1,500

関係会社短期借入金 1,876 1,886

コマーシャル・ペーパー 9,500 12,800

リース債務 3 3

1年内返済予定の長期借入金 500 500

未払金 1,676 1,608

未払費用 1,751 1,684

未払法人税等 136 133

未払消費税等 282 －

前受金 78 33

預り金 ※2
 851

※2
 933

賞与引当金 953 883

設備関係支払手形 24 296

その他 744 335

流動負債合計 24,811 27,552
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（単位：百万円）

前事業年度
(平成22年３月31日)

当事業年度
(平成23年３月31日)

固定負債

長期借入金 1,250 750

リース債務 12 9

退職給付引当金 2,864 2,637

長期預り保証金 ※2
 1,014

※2
 1,011

その他 445 506

固定負債合計 5,587 4,913

負債合計 30,398 32,466

純資産の部

株主資本

資本金 26,071 26,071

資本剰余金

資本準備金 6,566 6,566

その他資本剰余金 7,518 7,516

資本剰余金合計 14,085 14,083

利益剰余金

利益準備金 12 12

その他利益剰余金

特別償却準備金 ※1
 48

※1
 53

固定資産圧縮積立金 ※1
 646

※1
 637

別途積立金 77,240 77,240

繰越利益剰余金 3,694 3,243

利益剰余金合計 81,641 81,187

自己株式 △6,089 △7,286

株主資本合計 115,709 114,055

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 4,594 2,577

繰延ヘッジ損益 △254 △416

評価・換算差額等合計 4,340 2,161

新株予約権 149 200

純資産合計 120,198 116,416

負債純資産合計 150,597 148,882
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②【損益計算書】
（単位：百万円）

前事業年度
(自 平成21年４月１日
　至 平成22年３月31日)

当事業年度
(自 平成22年４月１日
　至 平成23年３月31日)

売上高

製品売上高 80,853 81,150

商品売上高 25,472 24,619

その他の売上高 4,758 4,714

売上高合計 111,084 110,485

売上原価

製品期首たな卸高 15,135 12,610

商品期首たな卸高 6,006 5,217

当期製品製造原価 60,094 61,250

当期商品仕入高 16,069 15,462

合計 97,305 94,540

他勘定振替高 ※1
 357

※1
 438

製品期末たな卸高 12,610 12,012

商品期末たな卸高 5,217 4,040

商品及び製品売上原価 ※2
 79,120

※2
 78,049

その他の原価 4,262 4,183

売上原価合計 83,383 82,232

売上総利益 27,701 28,252

販売費及び一般管理費 ※3, ※4
 28,813

※3, ※4
 28,245

営業利益又は営業損失（△） △1,112 7

営業外収益

受取利息 400 367

受取配当金 783 805

固定資産賃貸料 1,102 1,316

経営指導料 382 373

その他 311 233

営業外収益合計 2,981 3,096

営業外費用

支払利息 78 64

固定資産賃貸費用 712 908

為替差損 － 157

その他 130 187

営業外費用合計 920 1,317

経常利益 947 1,786
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（単位：百万円）

前事業年度
(自 平成21年４月１日
　至 平成22年３月31日)

当事業年度
(自 平成22年４月１日
　至 平成23年３月31日)

特別利益

固定資産売却益 ※5
 108

※5
 473

投資有価証券売却益 0 －

関係会社投融資評価損失引当金戻入額 570 1,171

貸倒引当金戻入額 － 15

退職給付信託設定益 3,297 677

特別利益合計 3,975 2,338

特別損失

固定資産除売却損 ※6
 122

※6
 82

投資有価証券評価損 181 8

投資有価証券売却損 15 －

退職給付費用数理差異償却額 ※7
 2,684

※7
 2,255

事業構造改善費用 50 268

研究開発費処理の変更に伴う損失 175 －

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 33

その他 45 85

特別損失合計 3,275 2,734

税引前当期純利益 1,647 1,391

法人税、住民税及び事業税 155 14

法人税等調整額 443 352

法人税等合計 598 366

当期純利益 1,049 1,024
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【製造原価明細書】

　

　 　
第114期

(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

第115期
(自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

Ⅰ　材料費 　 　 40,45568.6　 43,96571.8

Ⅱ　労務費 　 　 8,46214.3　 8,14513.3

Ⅲ　経費 　 　 　 　 　 　 　

　　減価償却費 　 3,501　 　 3,036　 　

　　外注加工費 　 5,636　 　 5,122　 　

　　その他 　 935 10,07317.1 994 9,15314.9

　　当期総製造費用 　 　 58,991100.0　 61,264100.0

　　仕掛品期首たな卸高 　 　 5,015　 　 3,873　

合計 　 　 64,006　 　 65,138　

　　仕掛品期末たな卸高 　 　 3,873　 　 3,869　

　　他勘定振替高 ※２ 　 38　 　 17　

　　当期製品製造原価 　 　 60,094　 　 61,250　

(注)
　

第114期 第115期

　１　原価計算の方法

　　(イ)機械……個別原価計算

　　(ロ)その他…工程別総合原価計算

　１　原価計算の方法

　　　同左

　 　
※２　他勘定振替高の内容：

期首仕掛品に含まれていた研究

開発費相当額ほか(特別損失へ振

替)

38百万円

見本費ほか

(販売費及び一般管理費へ振替)
0

※２　他勘定振替高の内容：

災害による損失(特別損失へ振

替)

 
5百万円

 
見本費ほか

(販売費及び一般管理費へ振替)
11
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③【株主資本等変動計算書】
(単位：百万円)

前事業年度
(自 平成21年４月１日
　至 平成22年３月31日)

当事業年度
(自 平成22年４月１日
　至 平成23年３月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 26,071 26,071

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 26,071 26,071

資本剰余金

資本準備金

前期末残高 6,566 6,566

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 6,566 6,566

その他資本剰余金

前期末残高 7,520 7,518

当期変動額

自己株式の処分 △2 △2

自己株式の消却 － －

当期変動額合計 △2 △2

当期末残高 7,518 7,516

資本剰余金合計

前期末残高 14,087 14,085

当期変動額

自己株式の処分 △2 △2

自己株式の消却 － －

当期変動額合計 △2 △2

当期末残高 14,085 14,083

利益剰余金

利益準備金

前期末残高 12 12

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 12 12

その他利益剰余金

特別償却準備金

前期末残高 54 48

当期変動額

特別償却準備金の積立 9 8

特別償却準備金の取崩 △14 △3

当期変動額合計 △5 5

当期末残高 48 53

固定資産圧縮積立金

前期末残高 655 646

当期変動額

固定資産圧縮積立金の取崩 △9 △8

当期変動額合計 △9 △8

当期末残高 646 637
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(単位：百万円)

前事業年度
(自 平成21年４月１日
　至 平成22年３月31日)

当事業年度
(自 平成22年４月１日
　至 平成23年３月31日)

別途積立金

前期末残高 77,240 77,240

当期変動額

別途積立金の積立 － －

当期変動額合計 － －

当期末残高 77,240 77,240

繰越利益剰余金

前期末残高 4,602 3,694

当期変動額

剰余金の配当 △1,972 △1,479

特別償却準備金の積立 △9 △8

特別償却準備金の取崩 14 3

固定資産圧縮積立金の取崩 9 8

別途積立金の積立 － －

当期純利益 1,049 1,024

当期変動額合計 △907 △451

当期末残高 3,694 3,243

利益剰余金合計

前期末残高 82,564 81,641

当期変動額

剰余金の配当 △1,972 △1,479

特別償却準備金の積立 － －

特別償却準備金の取崩 － －

固定資産圧縮積立金の取崩 － －

別途積立金の積立 － －

当期純利益 1,049 1,024

当期変動額合計 △922 △454

当期末残高 81,641 81,187

自己株式

前期末残高 △6,088 △6,089

当期変動額

自己株式の取得 △14 △1,217

自己株式の処分 13 20

自己株式の消却 － －

当期変動額合計 △1 △1,197

当期末残高 △6,089 △7,286

株主資本合計

前期末残高 116,635 115,709

当期変動額

剰余金の配当 △1,972 △1,479

当期純利益 1,049 1,024

自己株式の取得 △14 △1,217

自己株式の処分 10 17

自己株式の消却 － －

当期変動額合計 △925 △1,653

当期末残高 115,709 114,055
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(単位：百万円)

前事業年度
(自 平成21年４月１日
　至 平成22年３月31日)

当事業年度
(自 平成22年４月１日
　至 平成23年３月31日)

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

前期末残高 5,350 4,594

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△755 △2,017

当期変動額合計 △755 △2,017

当期末残高 4,594 2,577

繰延ヘッジ損益

前期末残高 △128 △254

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△126 △161

当期変動額合計 △126 △161

当期末残高 △254 △416

評価・換算差額等合計

前期末残高 5,222 4,340

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△881 △2,179

当期変動額合計 △881 △2,179

当期末残高 4,340 2,161

新株予約権

前期末残高 84 149

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 64 50

当期変動額合計 64 50

当期末残高 149 200

純資産合計

前期末残高 121,941 120,198

当期変動額

剰余金の配当 △1,972 △1,479

当期純利益 1,049 1,024

自己株式の取得 △14 △1,217

自己株式の処分 10 17

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △816 △2,128

当期変動額合計 △1,742 △3,782

当期末残高 120,198 116,416
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【重要な会計方針】

　

第114期
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

第115期
(自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日)

１　有価証券の評価基準及び評価方法

　(1) 子会社株式及び関連会社株式

　　　　移動平均法による原価法

１　有価証券の評価基準及び評価方法

　(1) 子会社株式及び関連会社株式

　　　　同左

　(2) その他有価証券

　　①　時価のあるもの

　　　　　期末日の市場価格等に基づく時価法

　　　　　(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却

原価は移動平均法により算定)

　(2) その他有価証券

　　①　時価のあるもの

　　　　　同左

　　②　時価のないもの

　　　　　移動平均法による原価法

　　②　時価のないもの

　　　　　同左

２　デリバティブ等の評価基準及び評価方法

　(1) デリバティブ

　　　　時価法

２　デリバティブ等の評価基準及び評価方法

　(1) デリバティブ

　　　　同左

３　たな卸資産の評価基準及び評価方法

　通常の販売目的で保有するたな卸資産

　(1) 商品、製品、仕掛品、原材料、貯蔵品

　　　　移動平均法に基づく原価法

　　　　 (貸借対照表価額は収益性の低下による簿価

　　　　　切下げの方法により算定)

３　たな卸資産の評価基準及び評価方法

　通常の販売目的で保有するたな卸資産

　(1) 商品、製品、仕掛品、原材料、貯蔵品

　　　　同左

　(2) 機械類の仕掛品

　　　　個別法に基づく原価法

　　　　 (貸借対照表価額は収益性の低下による簿価

　　　　　切下げの方法により算定)

　(2) 機械類の仕掛品

　　　　同左

４　固定資産の減価償却の方法

　(1) 有形固定資産

　　①　リース資産以外の有形固定資産

　　　　　定率法

　　　　　 ただし、平成10年4月1日以降取得した建物

　　　　　 (建物附属設備を除く)については、定額法

　　　　 　によっております。

　　　　　 なお、主な耐用年数は以下のとおりであり

　　　　　 ます。

　　　　　　建物及び構築物　　　　３～60年

　　　　　　機械装置及び運搬具　　３～15年

　　　　　　工具、器具及び備品　　２～20年

４　固定資産の減価償却の方法

　(1) 有形固定資産

　　①　リース資産以外の有形固定資産

　　　　　同左

　　②　リース資産（所有権移転外ファイナンス・リ

　　　　　　　　　　ース取引に係るリース資産）

　　　　　定額法（リース期間を耐用年数とし、残存

　　　　　　　　　価額を零として算出する方法）

　　　　　 ただし、リース取引会計基準の改正適用初

　　　　　 年度開始前の所有権移転外ファイナンス・

　　　　　 リース取引については、引き続き通常の賃

　　　　　 貸借取引に係る方法に準じた会計処理によ

　　　　　 っております。

　　②　リース資産（所有権移転外ファイナンス・リ

　　　　　　　　　　ース取引に係るリース資産）

　　　　　同左

　(2) 無形固定資産

　　　　定額法

　　　　ソフトウエア(自社利用分)については、社内におけ

る利用可能期間(５年)に基づく定額法

　(2) 無形固定資産

　　　　同左

５　引当金の計上基準

　(1) 貸倒引当金

　　　　売上債権等の貸倒による損失に備えるため、一般債

権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については個別に回収可能性を検

討し、回収不能見込額を計上しております。

５　引当金の計上基準

　(1) 貸倒引当金

　　　　同左
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第114期
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

第115期
(自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日)

　(2) 投資損失引当金

　　　　関係会社株式の価値の減少に備えるため、関係会社

の財政状態の実状を勘案した必要額を計上して

おります。

　(2) 投資損失引当金

　　　　同左

　(3) 賞与引当金

　　　　従業員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込

額のうち当期に帰属する部分を計上しておりま

す。

　(3) 賞与引当金

　　　　同左

　(4) 退職給付引当金

　　　　従業員の退職給付に備えるため、当期末における退

職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、当

事業年度末において発生していると認められる

額を計上しております。なお、会計基準変更時差

異については、適用初年度において、退職給付信

託を設定し一時償却を行っております。過去勤

務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数(５年)による定額法によ

り処理しております。数理計算上の差異は、その

発生の翌事業年度から、従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数（５年）による定額法に

より処理しております。

　

　(4) 退職給付引当金

　　　　同左

６　外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準

　　　外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により

円貨に換算し、換算差額は損益として処理してお

ります。

 

６　外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準

　　　同左

７　ヘッジ会計の方法

　　　当社は、外貨建輸出入取引(金銭債権・債務、予定取

引)の為替変動リスクを回避する目的で、取引の範

囲内で為替予約取引を行っており、原則として繰

延ヘッジ処理によっておりますが、外貨建債権・

債務等に係る為替予約について振当処理の要件を

満たしている場合は振当処理を採用しておりま

す。なお、この輸出入取引に係る為替予約取引は、

取引権限及び取引限度額を定めた責任権限規程に

基づき行っております。

 

７　ヘッジ会計の方法

　　　同左

８　消費税等の処理方法

　　　消費税及び地方消費税については税抜方式によって

おります。

８　消費税等の処理方法

　　　同左
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【会計方針の変更】

　

第114期
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

第115期
(自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日)

(研究開発費の会計処理の変更)

従来、当社は、製造部門における研究開発費については売

上原価に計上しておりましたが、研究開発のスピードを

上げ事業基盤の強化を図るため、製造部門における研究

開発活動を強化していることに伴い、売上高に対応する

原価の把握をより適切に行うため、当事業年度より販売

費及び一般管理費に計上する方法へ変更しております。

この変更により、従来の方法に比べ当事業年度の売上原

価は1,195百万円減少し、売上総利益は同額増加しており

ますが、販売費及び一般管理費が同額増加したため、営業

損失、経常利益への影響はありません。また、期首棚卸資

産に含まれていた製造間接費のうち研究開発費相当額

175百万円を特別損失に計上しており、税引前当期純利益

は同額減少しております。

　―――

 

(退職給付に係る会計基準の一部改正)

当事業年度より、「退職給付に係る会計基準」の一部改

正（その３）（企業会計基準第19号　平成20年７月31

日）を適用しております。

なお、本会計基準の適用に伴う退職給付債務の変動はな

いため、当期及び翌期以降の営業損益、経常利益及び税引

前当期純利益に与える影響はありません。

　―――

 

　―――

 
(資産除去債務に関する会計方針の適用)

当事業年度より、「資産除去に関する会計基準」（企業

会計基準第18号　平成20年３月31日）及び「資産除去債

務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準第21号

　平成20年３月31日）を適用しております。

　この変更により、税引前当期純利益は33百万円減少して

おります。なお、営業利益及び経常利益に与える影響額は

軽微であります。

　――― (企業結合に関する会計基準の適用)

当事業年度より、「企業結合に関する会計基準」（企業

会計基準第21号　平成20年12月26日）、「『研究開発費等

に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第23号　

平成20年12月26日）、「事業分離等に関する会計基準」

（企業会計基準第７号　平成20年12月26日）及び「企業

結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指

針」（企業会計基準適用指針第10号　平成20年12月26

日）を適用しております。

【追加情報】

　

第114期
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

第115期
(自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日)

(金融商品に関する会計基準)

当事業年度より、「金融商品に関する会計基準」(企業会

計基準第10号　平成20年３月10日)及び「金融商品の時価

等の開示に関する適用指針」(企業会計基準適用指針第

19号　平成20年３月10日)を適用しております。

　―――
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【注記事項】

(貸借対照表関係)

　
第114期

(平成22年３月31日)
第115期

(平成23年３月31日)

※１　特別償却準備金及び固定資産圧縮積立金は、租税特

別措置法の規定に基づいて計上しております。

※１　同左

※２　担保資産及び担保付債務

　　（１）担保資産

建物(注) 22百万円

土地(注) 8

投資有価証券 582

計 613

　　　　(注)担保に供している建物・土地は、当社が理事で

ある鴻巣駅東口Ａ地区市街地再開発組合の借入

金2,476百万円に対する共同担保であります。

※２　担保資産及び担保付債務

　　（１）担保資産

建物(注) 21百万円

土地(注) 8

投資有価証券 573

計 603

　　　　(注)担保に供している建物・土地は、当社が理事で

ある鴻巣駅東口Ａ地区市街地再開発組合の借入

金2,327百万円に対する共同担保であります。

　　（２）担保付債務

預り金 18百万円

長期預り保証金 328

計 347

 

　　（２）担保付債務

預り金 9百万円

長期預り保証金 328

計 337

 
　３　偶発債務(保証債務)

　　 (不動産賃貸預り保証金)

グンゼ開発㈱ 1,995百万円

　　 (金融機関からの借入金等<経営指導念書等の差入れ

を含む>)

P.T.Gunze Indonesia70

Gunze Plastics & Engineering 

Corporation of America
470

Gunze Electronics U.S.A. Corp.413

上海郡是新塑材有限公司 110

Dongguan Guan Zhi Electronics

Ltd.
181

Gunze Plastics & Engineering 

Corporation of Europe N.V.
126

福島プラスチックス㈱ 1,800

北京北人郡是機械有限公司 41

山東冠世時装加工有限公司 160

グンゼスポーツ㈱ 800

Gunze (Vietnam) Co.,Ltd.27

山東冠世針織有限公司 649

郡宏光電股?有限公司 444

Gunze International Hong Kong

Limited
295

　　 (住宅ローン債務に対する連帯保証)

グンゼ従業員 145

計 7,731

　３　偶発債務(保証債務)

　　 (不動産賃貸預り保証金)

グンゼ開発㈱ 400百万円

　　 (金融機関からの借入金等<経営指導念書等の差入れ

を含む>)

Gunze Plastics & Engineering 

Corporation of America
631

Gunze Electronics U.S.A. Corp.366

GGI Technology Ltd.211

Dongguan Guan Zhi Electronics

Ltd.
168

Gunze Plastics & Engineering 

Corporation of Europe N.V.
119

福島プラスチックス㈱ 3,500

北京北人郡是機械有限公司 30

山東冠世時装加工有限公司 100

グンゼスポーツ㈱ 700

山東冠世針織有限公司 678

郡宏光電股?有限公司 700

Gunze International Hong Kong

Limited
298

　　 (住宅ローン債務に対する連帯保証)

グンゼ従業員 98

計 8,001

※４　関係会社に対する資産及び負債

　　　区分掲記されたもの以外で各項目に含まれている関

係会社に対するものは次のとおりであります。

売掛金 2,517百万円

買掛金 759

※４　関係会社に対する資産及び負債

　　　区分掲記されたもの以外で各項目に含まれている関

係会社に対するものは次のとおりであります。

売掛金 3,852百万円

買掛金 597
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第114期
(平成22年３月31日)

第115期
(平成23年３月31日)

　５　当社は、運転資金の効率的な調達を行うため、取引銀

行３行と協調融資型特定融資枠契約を締結してお

ります。当該契約における借入コミットメントの

未実行残高は次の通りであります。

借入コミットメントの総額 10,000百万円

借入実行残高 ―

差引額 10,000

　５　当社は、運転資金の効率的な調達を行うため、取引銀

行３行と協調融資型特定融資枠契約を締結してお

ります。当該契約における借入コミットメントの

未実行残高は次の通りであります。

借入コミットメントの総額 5,000百万円

借入実行残高 ―

差引額 5,000
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(損益計算書関係)

　

第114期
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

第115期
(自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日)

※１　他勘定振替高の内容

　　　主として、研究開発費の会計処理変更に伴う期首棚卸

資産に含まれる研究開発費相当額の特別損失への

振り替え、および見本等自己消費による払出によ

るものであります。

 

※１　他勘定振替高の内容

　　　主として、事業構造改革に伴う製品の特別損失への振

り替え、および見本等自己消費による払出による

ものであります。

 

※２　通常の販売目的で保有する棚卸資産の収益性の低

下による簿価切下額

売上原価 249百万円

※２　通常の販売目的で保有する棚卸資産の収益性の低

下による簿価切下額

売上原価 528百万円

 
※３　販売費に属する費用のおおよその割合は72％であ

り、一般管理費に属する費用のおおよその割合は

28％であります。主要な費用及び金額は次のとお

りであります。

物流費 7,742百万円

広告宣伝費 2,487

給与手当 6,787

賞与引当金繰入額 441

福利厚生費 1,048

退職給付引当金繰入額 491

減価償却費 455

賃借料 725

旅費交通費 580

研究開発費 3,053
 

※３　販売費に属する費用のおおよその割合は72％であ

り、一般管理費に属する費用のおおよその割合は　

28％であります。主要な費用及び金額は次のとお

りであります。

物流費 7,591百万円

広告宣伝費 2,108

給与手当 6,694

賞与引当金繰入額 415

福利厚生費 1,044

退職給付引当金繰入額 447

減価償却費 524

賃借料 667

旅費交通費 566

研究開発費 3,219
 

※４　一般管理費及び当期製造費用に含まれている研究

開発費は、3,053百万円であります。

※４　一般管理費及び当期製造費用に含まれている研究

開発費は、3,219百万円であります。

 
※５　固定資産売却益の内容

機械及び装置 0百万円

工具、器具及び備品 0

土地 108

計 108
 

※５　固定資産売却益の内容

機械及び装置 2百万円

工具、器具及び備品 0

土地 471

計 473
 

※６　固定資産除売却損の内容

建物 63百万円

構築物 21

機械及び装置 31

車両運搬具 0

工具、器具及び備品 5

計 122
 

※６　固定資産除売却損の内容

建物 22百万円

構築物 3

機械及び装置 53

車両運搬具 0

工具、器具及び備品 3

計 82
 

※７　年金資産(退職給付信託資産含む)の運用収益の悪

化を主因とする数理計算上の差異について、当事

業年度における償却額が多額であるため特別損失

に計上しております。

 

※７　同左

８　関係会社との取引

売上高 11,545百万円

仕入高 39,725

受取利息 393

受取配当金 453

受取利息・受取配当金以外の
営業外収益

1,559

　 　

８　関係会社との取引

売上高 13,398百万円

仕入高 41,047

受取利息 363

受取配当金 513

受取利息・受取配当金以外の
営業外収益

1,748
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(株主資本等変動計算書関係)

第114期（自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日）

１　自己株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式（株） 12,716,701 41,233 27,205 12,730,729
　

　　（変動事由の概要）

　　増加数の内訳は、次のとおりであります。

　　  単元未満株式の買取による増加　　　　　　　　　　　 41,233株

　　減少数の内訳は、次のとおりであります。

　　　単元未満株式の買増請求による減少　　　　　　　　　 10,205株

　　　新株予約権の行使による減少　　　　　　　　　　　　 17,000株

　

第115期（自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日）

１　自己株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式（株） 12,730,729 4,167,605 44,922 16,853,412
　

　　（変動事由の概要）

　　増加数の内訳は、次のとおりであります。

      取締役会決議に基づく買取による増加　　　　　　  4,000,000株  

　　　単元未満株式の買取による増加　　　　　　　　　　　167,605株

　　減少数の内訳は、次のとおりであります。

　　　単元未満株式の買増請求による減少　　　　　　　　　 16,922株

　　　新株予約権の行使による減少　　　　　　　　　　　　 28,000株
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(リース取引関係)

　

第114期
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

第115期
(自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日)

１．リース取引に関する会計基準適用初年度開始前の

　　所有権移転外ファイナンス・リース取引

①　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

１．リース取引に関する会計基準適用初年度開始前の

　　所有権移転外ファイナンス・リース取引

①　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

　
取得価額
相当額
(百万円)

減価償却
累計額
相当額
(百万円)

期末残高
相当額
(百万円)

構築物 4 2 2

機械及び装置 164 153 10

車両運搬具 66 47 19

工具、器具
及び備品

422 287 135

ソフトウエア 6 3 2

計 664 494 170

　

　
取得価額
相当額
(百万円)

減価償却
累計額
相当額
(百万円)

期末残高
相当額
(百万円)

構築物 4 2 2

機械及び装置 91 89 2

車両運搬具 60 50 9

工具、器具
及び備品

366 295 70

ソフトウエア 6 4 1

計 528 443 85

　

　　なお、取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有

形固定資産の期末残高等に占める割合が低いため、

支払利子込み法により算定しております。

　　同左

　②　未経過リース料期末残高相当額

１年以内 84百万円

１年超 85

計 170

　②　未経過リース料期末残高相当額

１年以内 58百万円

１年超 26

計 85

　なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経過リー

ス料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める

割合が低いため、支払利子込み法により算定してお

ります。

　同左

　③　支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料 108百万円

減価償却費相当額 108

　③　支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料 84百万円

減価償却費相当額 84

　④　減価償却費相当額の算定方法

　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。

　④　減価償却費相当額の算定方法

　　同左

１．ファイナンス・リース取引

所有権移転外ファイナンス・リース

①リース資産の内容

　有形固定資産

　　主として、サーバー類（工具、器具及び備品）

　　であります。

②リース資産の減価償却の方法

　重要な会計方針「４　固定資産の減価償却の方

　法」に記載の通りであります。

２．オペレーティング・リース取引

　　　オペレーティング・リース取引のうち解約不能

　　　のものに係る未経過リース料

１年以内 28百万円

１年超 41

計 70

１．ファイナンス・リース取引

所有権移転外ファイナンス・リース

①リース資産の内容

　有形固定資産

　　同左

　　

②リース資産の減価償却の方法

　　同左

　

２．オペレーティング・リース取引

　　　オペレーティング・リース取引のうち解約不能

　　　のものに係る未経過リース料

１年以内 29百万円

１年超 15

計 44

次へ
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(有価証券関係)

　
前事業年度(平成22年３月31日)

子会社株式及び関連会社株式

(単位：百万円)

区分 貸借対照表計上額 時価 差額

(1) 子会社株式 19,305 19,305 ―

(2) 関連会社株式 1,046 1,046 ―

計 20,351 20,351 ―

(注)　時価を把握することが極めて困難と認められる子会社株式及び関連会社株式
(単位：百万円)

区分 貸借対照表計上額

(1) 子会社株式 19,305

(2) 関連会社株式 1,046

計 20,351

上記については、市場価格がありません。したがって、時価を把握することが極めて困難と認められるものであり

ます。

　

当事業年度(平成23年３月31日)

子会社株式及び関連会社株式

(単位：百万円)

区分 貸借対照表計上額 時価 差額

(1) 子会社株式 20,309 20,309 ―

(2) 関連会社株式 1,020 1,020 ―

計 21,329 21,329 ―

(注)　時価を把握することが極めて困難と認められる子会社株式及び関連会社株式　
(単位：百万円)

区分 貸借対照表計上額

(1) 子会社株式 20,309

(2) 関連会社株式 1,020

計 21,329

上記については、市場価格がありません。したがって、時価を把握することが極めて困難と認められるものであり

ます。
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(税効果会計関係)

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

　 　
第114期

(平成22年３月31日)
　

第115期
(平成23年３月31日) 　

(繰延税金資産) 　 　 　 　 　
　税務上の繰延資産 　 10百万円　 7百万円　
　賞与引当金 　 377 　 349 　
　退職給付引当金 　 3,097 　 3,093 　
　関係会社投融資評価損失 　 3,321 　 2,751 　
　たな卸資産処分損 　 347 　 363 　
　繰延ヘッジ損失 　 166 　 272 　
　未払事業税・未払事業所税 　 35 　 35 　
　繰越欠損金 　 1,568 　 1,771 　
　その他 　 234 　 279 　
　　繰延税金資産小計 　 9,158 　 8,923 　
　評価性引当額 　 △18 　 △31 　
　　繰延税金資産合計 　 9,140 　 8,891 　
(繰延税金負債) 　 　 　 　 　
　その他有価証券評価差額金 　 △3,004 　 △1,685 　
　固定資産圧縮積立金 　 △422 　 △417 　
　特別償却準備金 　 △31 　 △35 　
　　繰延税金負債合計 　 △3,459 　 △2,137 　
　　繰延税金資産負債の純額 　 5,680 　 6,753 　

　 　 　 　 　 　

　
（注）繰延税金資産負債の純額は、貸借対照表の以下の項目に含まれております。

　 　
第114期

(平成22年３月31日)
　

第115期
(平成23年３月31日)

　　　　　　　流動資産　－　繰延税金資産 　 1,338百万円　 1,557百万円

　　　　　　　固定資産　－　繰延税金資産 　 4,342 　 5,196

　

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳

　

　 　
第114期

(平成22年３月31日)
　

第115期
(平成23年３月31日) 　

　法定実効税率 　 39.5％　 39.5％　
(調整) 　 　 　 　 　
　交際費等永久に損金に算入されない項目 　 2.2　 3.3　
　受取配当金等永久に益金に算入されない項目 　 △14.7　 △20.9　
　住民税均等割等 　 4.1　 4.7　
　その他 　 5.2　 △0.3　
　　税効果会計適用後の法人税等の負担率 　 36.3％　 26.3％　
　 　 　 　 　 　

　

EDINET提出書類

グンゼ株式会社(E00520)

有価証券報告書

109/125



　

(１株当たり情報)

　

第114期
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

第115期
(自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日)

１株当たり純資産額 608円76銭１株当たり純資産額 601円90銭

１株当たり当期純利益 5円32銭１株当たり当期純利益 5円27銭

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

5円32銭
　

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

5円25銭
　

(注)　算定上の基礎

(1) １株当たり純資産額

　
第114期

(平成22年３月31日)
第115期

(平成23年３月31日)

純資産の部の合計額 120,198百万円 116,416百万円

純資産の部の合計額から控除する金額 149百万円 200百万円

（うち新株予約権） 149百万円 200百万円

普通株式に係る期末の純資産額 120,049百万円 116,216百万円

１株当たり純資産額の算定に用いられた期
末の普通株式の数

197,204千株 193,081千株

　
(2) １株当たり当期純利益

　
第114期

(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

第115期
(自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日)

損益計算書上の当期純利益 1,049百万円 1,024百万円

普通株主に帰属しない金額 ―百万円 ―百万円

普通株式に係る当期純利益 1,049百万円 1,024百万円

普通株式の期中平均株式数 197,200千株 194,560千株

　

 (3) 潜在株式調整後１株当たり当期純利益

　
第114期

(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

第115期
(自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日)

当期純利益調整額 ―百万円 ―百万円

普通株式増加数 301千株 512千株

（うち新株予約権） 301千株 512千株

　

　

(重要な後発事象)

前事業年度(自平成21年４月１日　至平成22年3月31日)

該当事項はありません。

　

当事業年度(自平成22年４月１日　至平成23年3月31日)

該当事項はありません。
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④ 【附属明細表】

【有価証券明細表】

【株式】

　

銘柄 株式数(株) 貸借対照表計上額(百万円)

(投資有価証券) 　 　

　その他有価証券 　 　

　　㈱京都銀行 10,458,638 7,697

　　㈱三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループ 6,265,040 2,405

　　㈱ＧＳＩクレオス 9,321,376 1,006

　　日東精工㈱ 2,084,992 562

　　日清紡ホールディングス㈱ 518,000 418

　　㈱ホギメディカル 93,500 332

　　㈱みずほフィナンシャルグループ 1,831,460 252

　　倉敷紡績㈱ 1,176,487 178

　　ユニー㈱ 221,274 170

　　第一生命保険㈱ 1,040 130

　　その他　95銘柄 5,743,879 1,540

合計 37,715,686 14,697
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【有形固定資産等明細表】
　

資産の種類
前期末残高
(百万円)

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(百万円)

当期末残高
(百万円)

当期末減価
償却累計額
又は償却
累計額
(百万円)

当期償却額
(百万円)

差引当期末
残高
(百万円)

有形固定資産 　 　 　 　 　 　 　

　建物 38,367 630 398 38,599 27,899 930 10,700

　構築物 3,834 131 49 3,915 3,281 90 634

　機械及び装置 54,8371,363 2,27753,924 47,4732,548 6,450

　車両運搬具 337 9 1 345 326 18 18

　工具、器具及び備品 4,248 258 125 4,381 3,737 270 644

　土地 8,344 － 3 8,341 － － 8,341

　リース資産 22 － － 22 9 3 12

　建設仮勘定 1,607 2,694 3,855 446 － － 446

有形固定資産計 111,6025,088 6,711109,979 82,7283,863 27,250

無形固定資産 　 　 　 　 　 　 　

　のれん 495 － － 495 484 3 11

　借地権 62 － － 62 － － 62

　ソフトウエア 2,633 1,461 － 4,095 2,222 570 1,873

　施設利用権 144 － － 144 96 1 47

無形固定資産計 3,336 1,461 － 4,798 2,803 575 1,994

長期前払費用 3,576 404 － 3,980 2,570 197 1,410

繰延資産 　 　 　 　 　 　 　

― ― ― ― ― ― ― ―

繰延資産計 ― ― ― ― ― ― ―

(注)１　当期増加額のうち主なものは、次のとおりであります。（百万円）

　　　　アパレルカンパニー：インナーウエア、レッグウエア生産設備増設

　　　　　　建物46、構築物8、機械及び装置465、工具・器具及び備品41、ソフトウエア187　

　　　　プラスチックカンパニー：プラスチックフィルム生産設備増設

　　　　　　建物110、構築物21、機械及び装置386、車輌運搬具1、工具・器具及び備品13、ソフトウエア3 

　　　　電子部品事業部：タッチパネル等生産設備増設

　　　　　　建物36、機械及び装置118、工具・器具及び備品24、ソフトウエア6　

　　　　エンプラ事業部：エンジニアリングプラスチックス生産設備増設

　　　　　　建物5、機械及び装置122、工具・器具及び備品13

        全社：基幹システムのダウンサイジング化投資

ソフトウエア1,190　

　　 ２　当期減少額のうち主なものは、次のとおりであります。（百万円）

　　　 機械及び装置：インナーウエア製造設備売却187

　　　　　　　　　　 レッグウエア製造設備売却888

　　　　　　　　　　 タッチパネル製造設備売却141

　　　　　　　　　　 レッグウエア製造設備除却115

　　　　　　　　　　 プラスチックフィルム製造設備除却648　　

【引当金明細表】
　

区分
前期末残高
(百万円)

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(目的使用)
(百万円)

当期減少額
(その他)
(百万円)

当期末残高
(百万円)

貸倒引当金 1,971 63 151 198 1,684

投資損失引当金 6,408 80 ― 1,128 5,360

賞与引当金 953 883 953 ― 883

(注)１　貸倒引当金の「当期減少額（その他）」は、個別評価貸倒引当金取崩し等に伴う減少額であります。

　　２　投資損失引当金の「当期減少額（その他）」は、業績の回復した関係会社に対する引当金の取崩しに伴う減

　少額であります。
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(2) 【主な資産及び負債の内容】
　

①　現金及び預金

区分 金額(百万円)

現金 12

預金

当座預金 16

普通預金 3,644

外貨預金 22

その他 5

　　小計 3,689

合計 3,701

　

②　受取手形

(相手先別明細)

相手先 金額(百万円)

ＫＩＳＣＯ㈱ 438

キヤノンエコロジーインダストリー㈱ 129

菱洋電子商事㈱ 121

大阪山大㈱ 115

オゼキ㈱ 113

その他 2,339

合計 3,257

　

(期日別明細)

決済日 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 合計

金額
(百万円)

687 1,579 614 136 239 3,257

　

③　売掛金

(相手先別明細)

相手先 金額(百万円)

㈱ＧＳＩクレオス 2,480

Guan Zhi Holdings Ltd. 2,062

イオンリテール㈱ 755

㈱ユニー 641

新光商事㈱ 618

その他 15,667

合計 22,225
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(売掛金の発生及び回収並びに滞留状況)

前期繰越高
(Ａ)
(百万円)

当期発生高
(Ｂ)
(百万円)

当期回収高
(Ｃ)
(百万円)

次期繰越高
(Ｄ)
(百万円)

回収率
(％)

滞留期間
(日)

21,196 121,684 120,655 22,225 84.4% 65.1日

(注) １　(1) 回収率：Ｃ÷(Ａ＋Ｂ)×100

　　(2) 滞留期間：((Ａ＋Ｄ)÷２)÷Ｂ×365日

２　消費税等の会計処理は税抜方式を採用しておりますが、上記金額には消費税等が含まれております。

　
④　棚卸資産

　　　　商品及び製品

　 品名 金額(百万円)

商品 インナーウエア 3,290

　 繊維資材 609

　 その他 141

　 小計 4,040

製品 インナーウエア 5,527

　 レッグウエア 3,792

　 その他繊維 711

　 機能資材 1,949

　 その他 32

　 小計 12,012

　 　　　　　合計 16,053

　
　　仕掛品

　 品名 金額(百万円)

仕掛品 インナーウエア 1,640

　 レッグウエア 139

　 その他繊維 67

　 機能資材 1,184

　 機械類 564

　 その他 273

　 　　　　　合計 3,869
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　　原材料及び貯蔵品

　 品名 金額(百万円)

原材料 綿糸 128

　 ストッキング等原糸 3

　 その他合繊糸・混紡糸等 144

　 インナーウエア等原反 83

　 プラスチック樹脂 545

　 機械材料 113

　 電子部品材料 255

　 エンプラ材料 260

　 メディカル材料 38

　 光学フィルム材料 28

　 副資材 193

　 小計 1,796

貯蔵品 薬品・染料 124

　 加工針 20

　 保全材料 48

　 包装材料 29

　 試験研究材料 111

　 転売品 169

　 その他 278

　 小計 781

　 　　　　　合計 2,578

　

⑤　関係会社短期貸付金

相手先 金額(百万円)

グンゼ開発㈱ 6,320

グンゼ包装システム㈱ 1,859

グンゼスポーツ㈱ 1,329

グンゼ高分子㈱ 545

福島プラスチックス㈱ 498

その他(７社) 1,254

合計 11,808
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⑥　関係会社株式

銘柄 金額(百万円)

子会社株式 　

　グンゼ開発㈱ 5,200

　Gunze Plastics & Engineering
　Corporation of America 

3,205

　Gunze Plastics & Engineering
　Corporation of Europe N.V.

2,183

　Gunze Electronics U.S.A. Corp. 1,425

　GGI Technology Ltd. 1,305

　P.T.Gunze Socks Indonesia 1,077

　その他(32社) 5,911

小計 20,309

関連会社株式 　

　全紡グンゼ㈱ 686

　Gunzetal Ltd. 240

　その他(３社) 93

小計 1,020

合計 21,329

　

⑦　関係会社長期貸付金

相手先 金額(百万円)

グンゼ開発㈱ 8,740

㈱ルフラン 1,469

Gunze Canada Corporation 119

エルマ㈱ 56

出雲アパレル㈲ 12

合計 10,396
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⑧　支払手形

(相手先別明細)

相手先 金額(百万円)

メッシュ㈱ 62

㈱日本Ｓ.Ｔ.ジョンソン商会 58

双龍㈱ 53

ＯＶテック㈱ 50

トキワ精機㈱ 40

その他 229

合計 494

(注) 　上記金額には、「設備関係支払手形」を含んでおります。

(期日別明細)

決済日 ４月 ５月 ６月 ７月以降 合計

金額
(百万円)

136 174 166 16 494

　

⑨　買掛金

(相手先別明細)

相手先 金額(百万円)

旭化成ケミカルズ㈱ 351

電気化学工業㈱ 345

㈱ＧＳＩクレオス 263

三井デュポンポリケミカル㈱ 187

タマヤ㈱ 135

その他 3,471

合計 4,756

　

⑩　短期借入金

相手先 金額(百万円)

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行 500

㈱京都銀行 500

三菱ＵＦＪ信託銀行㈱ 500

合計 1,500

　

EDINET提出書類

グンゼ株式会社(E00520)

有価証券報告書

117/125



　

⑪　コマーシャル・ペーパー

返済期限 金額(百万円)

平成23年４月 5,200

平成23年５月 5,800

平成23年６月 1,800

合計 12,800

　

⑫　長期借入金

相手先 金額(百万円)

日本政策投資銀行 1,250

合計 1,250

(注) 　上記金額には、「1年内返済予定の長期借入金」を含んでおります。

　
⑬　退職給付引当金

区　　分 金額(百万円)

退職給付債務 10,158

年金資産 △6,479

未認識数理計算上の差異 △1,041

合計 2,637

　

　

(3) 【その他】

該当事項はありません。
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第６ 【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

剰余金の配当の基準日 ３月31日

１単元の株式数 1,000株

単元未満株式の買取り・
買増し

　

　　取扱場所

　
　
（特別口座）
大阪市中央区伏見町三丁目６番３号
三菱ＵＦＪ信託銀行㈱　大阪証券代行部

　　株主名簿管理人
（特別口座）
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
三菱ＵＦＪ信託銀行㈱

　　取次所 ―

　　買取・買増手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法

当会社の公告方法は、電子公告とします。ただし、事故その他やむを得ない事由によっ

て電子公告による公告をすることができない場合は、日本経済新聞に掲載して行いま

す。

なお、電子公告は当会社のホームページに掲載しており、そのアドレスは次のとおりで

す。

　http://www.gunze.co.jp

株主に対する特典

①当社商品を下記保有区分により贈呈（権利確定９月末日）

※「株主様ご優待専用カタログ」の中からご希望の商品を選択いただけます。

・1,000株以上3,000株未満所有の株主様　専用カタログより１つ選択いただけます。

・3,000株以上所有の株主様　　　　　　 専用カタログより２つ選択いただけます。

②カタログ販売商品のご優待割引（権利確定９月末日、３月末日）

・株主様に当社通販カタログを送付し、ご注文いただいた商品について本年度より20%

から30%に割引を拡大いたしました。

(注) 当社定款には、単元未満株式について、次の権利以外の権利を行使することができない旨を定めています。

　　(1) 会社法第189条第２項各号に掲げる権利

　　(2) 会社法第166条第１項の規定による請求をする権利

　　(3) 株主の有する株式数に応じて募集株式の割当て及び募集新株予約権の割当てを受ける権利

　　(4) 株主の有する単元未満株式の数と併せて単元株式数となる数の株式を売り渡すことを請求する権利
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第７ 【提出会社の参考情報】

１ 【提出会社の親会社等の情報】

当社には、親会社等はありません。

　

２ 【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

　

(1)有価証券報告書
及びその添付書類並
びに確認書

事業年度
(第114期)

自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日

　 平成22年６月28日
関東財務局長に提出。

　 　 　 　 　 　
(2)内部統制報告書 事業年度

(第114期)
自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日

　 平成22年６月28日
関東財務局長に提出。

　 　 　 　 　 　
(3)四半期報告書
及び確認書

(第115期第１四半期)自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日

　 平成22年８月10日
関東財務局長に提出。

　 　 　 　 　 　
　 　 (第115期第２四半期)自　平成22年７月１日

至　平成22年９月30日
　 平成22年11月12日
関東財務局長に提出。

　 　 　 　 　 　
　 　 (第115期第３四半期)自　平成22年10月１日

至　平成22年12月31日
　 平成23年２月10日
関東財務局長に提出。
　

(4)臨時報告書 　 金融商品取引法第24条
の５第４項および企業
内容等の開示に関する
内閣府令第19条第２項
第９号の２の規定に基
づくもの
 

　 平成22年７月２日
関東財務局長に提出。
　

(5)
 
 
 
 
 
 
 

自己株券買付状況
報告書
　
　
　
　
　
　

　 　
　

　 平成22年７月15日
平成22年９月14日
関東財務局長に提出。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書
　

　
平成22年６月24日

グンゼ株式会社

取締役会　御中

協立監査法人

　

代　 表　 社　 員
業 務 執 行 社 員

　 公認会計士　　南　　部　　敏　　幸　　㊞

　

業 務 執 行 社 員　 公認会計士　　作　　花　　弘　　美　　㊞

　

＜財務諸表監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられてい

るグンゼ株式会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対

照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を

行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を

表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査

法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎と

して行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体として

の連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を

得たと判断している。

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、グンゼ

株式会社及び連結子会社の平成22年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及び

キャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
　
追記情報

（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更）に記載されているとおり、会社及び一部の国内子会社は、従

来、製造部門の研究開発費については売上原価に計上していたが、当連結会計年度から販売費及び一般管理費に計上する

方法に変更している。
　
＜内部統制監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、グンゼ株式会社の平成22年３月

31日現在の内部統制報告書について監査を行った。財務報告に係る内部統制を整備及び運用並びに内部統制報告書を作成

する責任は、経営者にあり、当監査法人の責任は、独立の立場から内部統制報告書に対する意見を表明することにある。ま

た、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性がある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠して内部統制

監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な虚偽の表示がないかどう

かの合理的な保証を得ることを求めている。内部統制監査は、試査を基礎として行われ、財務報告に係る内部統制の評価範

囲、評価手続及び評価結果についての、経営者が行った記載を含め全体としての内部統制報告書の表示を検討することを

含んでいる。当監査法人は、内部統制監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、グンゼ株式会社が平成22年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示した上記の内部

統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して、財務報告

に係る内部統制の評価について、すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
　
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
　
 

※１　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)

が別途保管している。

２　連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていない。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書
　

　
平成23年６月23日

グンゼ株式会社

取締役会　御中

協立監査法人

　

代　 表　 社　 員
業 務 執 行 社 員

　 公認会計士　　南　　部　　敏　　幸　　㊞

　

業 務 執 行 社 員　 公認会計士　　作　　花　　弘　　美　　㊞

　

＜財務諸表監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられてい

るグンゼ株式会社の平成22年４月１日から平成23年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対

照表、連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明

細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務

諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査

法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎と

して行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体として

の連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を

得たと判断している。

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、グンゼ

株式会社及び連結子会社の平成23年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及び

キャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
　
＜内部統制監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、グンゼ株式会社の平成23年３月

31日現在の内部統制報告書について監査を行った。財務報告に係る内部統制を整備及び運用並びに内部統制報告書を作成

する責任は、経営者にあり、当監査法人の責任は、独立の立場から内部統制報告書に対する意見を表明することにある。ま

た、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性がある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠して内部統制

監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な虚偽の表示がないかどう

かの合理的な保証を得ることを求めている。内部統制監査は、試査を基礎として行われ、財務報告に係る内部統制の評価範

囲、評価手続及び評価結果についての、経営者が行った記載を含め全体としての内部統制報告書の表示を検討することを

含んでいる。当監査法人は、内部統制監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、グンゼ株式会社が平成23年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示した上記の内部

統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して、財務報告

に係る内部統制の評価について、すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
　
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
　
 

※１　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)

が別途保管している。

２　連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていない。
　

EDINET提出書類

グンゼ株式会社(E00520)

有価証券報告書

123/125



独立監査人の監査報告書
　

　
平成22年６月24日

グンゼ株式会社

取締役会　御中

協立監査法人

　

代　 表　 社　 員
業 務 執 行 社 員

　 公認会計士　　南　　部　　敏　　幸　　㊞

　

業 務 執 行 社 員　 公認会計士　　作　　花　　弘　　美　　㊞

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられているグンゼ株式会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの第114期事業年度の財務諸

表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財

務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明するこ

とにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監

査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた

見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果と

して意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、グンゼ株式会社の平成22年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をす

べての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　

追記情報

（会計方針の変更）に記載されているとおり、会社は、従来、製造部門の研究開発費については売上原価に計

上していたが、当事業年度から販売費及び一般管理費に計上する方法に変更している。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
　
 

※１　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)

が別途保管している。

２　財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていない。
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独立監査人の監査報告書
　

　
平成23年６月23日

グンゼ株式会社

取締役会　御中

協立監査法人

　

代　 表　 社　 員
業 務 執 行 社 員

　 公認会計士　　南　　部　　敏　　幸　　㊞

　

業 務 執 行 社 員　 公認会計士　　作　　花　　弘　　美　　㊞

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられているグンゼ株式会社の平成22年４月１日から平成23年３月31日までの第115期事業年度の財務諸

表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財

務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明するこ

とにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監

査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた

見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果と

して意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、グンゼ株式会社の平成23年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をす

べての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
　
 

※１　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)

が別途保管している。

２　財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていない。
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